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風にきく 土にふれる
そしてはるかな時をおもい

環境をまもる

Conserve the environment

by listening to wind, observing soil

and thinking of our future

ロゴマークの背景にある薄青色の部分は空、白い部分は雲あるいは水、緑色の部分は生物をそれぞれ

イメージしている。また、NIAESという当所の英語略称を茶色で描くことで土をイメージしている。

あわせて、農業環境研究の対象領域を表している。



は し が き

一昨年に始まる食料価格の高騰が契機となっているのでしょうか、昨今、世界の食料問題を巡る論説が賑

やかになっています。人口の増加、BRICs 諸国の経済成長、穀物からの燃料生産などによる食糧需要の高

まりと農地面積の減少、単位面積当たり収穫量の頭打ち、地球温暖化などによる生産の伸び悩みから食料の

危機を主張する論説や、逆に、危機を否定する楽観的な主張も聞かれます。食料需要や食料生産に関わる諸

要因の将来見通しにこれら主張の相違をみることができます。しかし、将来を見通す食料問題の議論には、

農業における持続性の視点からの検証を欠かしてはなりません。

「持続性」にとってバイオシステムの力を増進させることの必要性を語るミュンヘン大学名誉教授・マッ

クスプランク物理学研究所名誉理事Ｈ．Ｐ．デュールは、地球生命体ガイアの危機に警鐘を鳴らし、「地球生

命体ガイアは、太陽からの恵みを蓄え、それをゆっくり取り出して使う動的システムとして成り立ってきま

した。しかし、産業革命以降の人類は、ガイアが将来を考えて貯めてきた預金、自然という金庫を「銀行強

盗」のごとく、次から次へと開けて、資源を取り出して使い続けているのです。それが動的自律システムで

あることを知らずに」と語っています（「環」Vol．１３，２００７）。

農業も、産業革命以降のめざましい技術進歩の恩恵を受けて、バイオシステムの力を効率的に引き出す能

力を備えるようになり、人類を飢えの恐怖から遠ざけてきました。しかし、その過程では農業がよって立つ

バイオシステムそれ自体に負の影響も及ぼすようになり、近代農業はそれに損傷をも与えていることに気づ

かされます。大規模高集約な農業による生物多様性の喪失や土壌劣化は、そうした損傷の一例です。

第Ⅱ期中期計画の実施も平成２０年度で３年目を迎えました。この間に上げた成果の中には、カドミウムで

汚染された土壌を植物の活用や化学洗浄で修復する技術のように実証・普及段階に入ったものや、農耕地か

らの温室効果ガス排出を抑制する技術のように実証事業に活用されているものもあります。２００８年度農林水

産研究成果１０大トピックスに選定された生分解性プラスチック分解微生物の発見とその機能の解明は、使用

済み生分解性プラスチック製品の分解を促進する新しい技術開発につながる成果です。また、平成２０年度文

部科学大臣表彰において、「土壌モノリスを活用した土の理解増進」が理解増進部門で科学技術賞を受賞し

ました。これは、土壌モノリスの作成法の開発と、その後３０年にわたる国内外の関係者への普及や指導活動

が高く評価されたことによるものです。

昨年ブラジルで開催された国際会議の招待講演でブラジル国農林大臣Ｒ．ロドリゲスは、向こう５０年間に

人類が直面する１０大問題のうちのエネルギー、水、環境、食料、貧困の問題は、農業に関わる問題であるこ

とを指摘し、これら問題の解決に大きく貢献することができるブラジル農業の未来は約束されているという

強いメッセージを聴衆に送っていました。しかし、農業がバイオシステムの力を享受することによって成り

立っていることの認識のもとに、農業が無分別な自然の搾取を行うことなく、地球生命体ガイアの動的自律

性を脅かさないことが必要な条件です。併せて、そのための知の創造に向けた絶えざる挑戦が不可欠である

ことは言うまでもありません。

私たちは、基本理念に掲げる、自然、社会、人間の調和と共存を目指す高い水準の研究を推進し、世界の

食料問題と環境問題の克服に貢献するという農業環境技術研究所の究極の目標に向けて邁進しています。こ

の年報が、みなさんに有用な情報を提供し役立つことを望んでいます。

平成２１年１０月

独立行政法人 農業環境技術研究所理事長

佐藤 洋平



基本理念

農業環境技術研究所は、自然、社会、人間の調和と共存を目指す高い水準の研究を推進し、世界の食料問題と環境問題

の克服に貢献する。

行動憲章

行動理念
安全・安心な社会の構築と、次世代に継承すべき農業環境の保全に向けて、高い倫理観と社会的良識のもとに行動

し、活動による成果を広く社会に還元する。

行動指針
・環境研究の推進

農業環境技術研究所は国内外の農業環境研究を先導する研究所として、農業生産に関連した環境問題を解決するた

め、高い水準の研究活動を積極的に推進する。

・法令遵守

関係法令、社会的規範を遵守して健全で安全な職場環境を確保し、社会の構成員として倫理、良識に従って事業活

動に取り組む。特に、研究活動を通じた不正はあってはならない。さらに、社会との連携を図り、公明、公正、中

立を堅持して透明性を確保し、信頼性を高める。

・技術移転

創出された研究成果を知的財産として保護、活用するために、特許情報等の提供と技術の国内外への移転に向けて

環境を整備する。

・広報・情報の公開

調査・研究の成果を出版、講演会などを通じ積極的に発信し広報・啓発することにより、安全な食料と農業環境の

確保にむけた技術の普及を図るとともに、事業活動に関わる情報の公開に努める。

・協力・連携・国際貢献

産学官との連携・協働を強化し共同研究や研究協力を推進するとともに、その成果を広く社会に還元する。また、

行政や国際機関における農業環境政策に貢献する。

環境憲章

環境理念
農業環境問題にかかわる研究活動を強力に推進するとともに、環境の保全・改善と持続可能な循環型社会の構築に

寄与するため積極的に行動する。

環境行動指針
・環境への意識向上

環境管理のため組織・制度を整備するとともに、環境に対する意識の向上を図る。

・環境への配慮

環境負荷をより低減するために、省エネルギー、リユース、リサイクル、グリーン調達などをはじめとする日常的

な活動を徹底する。

・活動の公開

事業活動における環境保全や安全衛生の向上を目指し、環境報告書の作成やWebへの掲載などにより、環境保全

活動の成果を広く公開する。

・社会との共生

地域社会および国際社会の一員として、社会との協力・共生関係を築くとともに、環境保全活動を積極的に推進す

る。
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農業環境技術研究所では、農業生産環境の安全性を確

保するための基礎的な調査及び研究への特化・重点化を

図りつつ、中期目標期間（２００６～２０１０年）において、３

つの研究領域において次の研究課題を重点的に実施す

る。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・

機能の解明と管理技術の開発

Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

以下に、５年間の中期目標期間中の中期計画と平成２０

年度の研究実施の概要を紹介する。

Ａ 農業環境のリスクの評価及び管理技術の開発

１）農業生態系における有害化学物質のリスク管理技術

の開発

（１）農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法

及びリスク管理技術の開発

中期計画：農業環境におけるカドミウム、ヒ素、放射性

物質、ドリン系を含む残留性有機汚染物質（POPs）

等の化学物質による汚染リスクを低減するため、それ

らの動態を解明するとともに、リスク低減技術を開発

する。農薬等の有機化学物質については、環境中挙動

予測モデルを開発するとともに、水生節足動物等への

暴露試験等により、環境リスク評価手法を開発する。

また、有害化学物質で汚染された土壌を化学洗浄、バ

イオレメディエーション等の手法で修復する技術や、

これらの物質に対する低吸収性品種の利用技術等を開

発する。

研究の概要：

ア 農薬等の環境リスク評価手法及びリスク低減技術

の開発

①有機化学物質のリスク評価手法の開発

平成１９年度開発した有機化学物質の地球規模での

汚染拡散を評価できるマルチメディアモデル（NI

AES-MMM）の空間解像度を向上（緯度１５°×経度

３０°／グリッド→緯度５°×経度１５°／グリッド）さ

せ、モデルの精緻化を進めた。

また、各種水稲用除草剤及びその代謝分解物の河

川中での濃度を経時的に測定したところ、一部の除

草剤で代謝分解物の濃度が親化合物の濃度を上回る

薬剤があり、生態系への影響評価には代謝分解物に

ついても考慮することが必要と考えられた。そのた

め、河川水中農薬濃度予測モデル（PADDY-Large）

を改良して、代謝分解物の挙動をも予測可能とし、

桜川中流域でのモニタリングデータとの照合により

その妥当性を確認した。

②有機化学物質のリスク低減技術の開発

（普及に移しうる成果：キュウリのディルドリン残

留濃度を予測できる土壌抽出法、カボチャのヘプタ

クロル汚染対策技術）

近年、キュウリから残留基準値を上回る濃度でデ

ィルドリンが検出され、産地では生産の自粛等の対

応を余儀なくされている。このため、栽培前にキュ

ウリのディルドリン残留濃度を予測する手法を検討

し、５０％メタノール・水（v/v）抽出により得られ

た土壌中ディルドリン濃度が、土性が異なっていて

もキュウリ植物体中ディルドリン濃度の差異を反映

することを明らかにした（表、図１）。この成果は、

キュウリ栽培の適否を判定する方法として活用が期

待され、現在、地域の農業研究機関と共同で実証試

験を実施している。

また、近年、カボチャから残留基準値を上回るヘ

プタクロル類が検出されている。ヘプタクロルは土

壌中での消失速度が遅く、農薬（殺虫剤）の失効（１９７５

年）から３０年以上経過した現在でも農地に残留して

いる。このため、キュウリのディルドリン対策とし

て効果が認められた低吸収作物への転換、低吸収品

種の選択、吸収資材による吸収抑制技術について、

カボチャのヘプタクロル対策としての適用性を検討

し、これらが適用可能であることを明らかにした（図

２、３、４）。

イ 重金属汚染リスク評価手法及び汚染土壌修復技術

の開発

①重金属リスク評価手法の開発

安定同位体カドミウム（１１１Cd）を添加した土壌の

カドミウム同位体比から、土壌中の可溶性カドミウ

ム総量を推定できる手法を開発した。本成果は、土

壌中カドミウムの作物への吸収リスクを評価するこ

とに活用できる。

Ｉ．研究実施の概要

１



②重金属リスク低減技術の開発

麦や野菜など畑作物のカドミウム汚染対策とし

て、水田土壌で確立したカドミウム化学洗浄法の転

換畑における効果を検証するため、平成１８年度に化

学洗浄を実施した水田ほ場において、小麦の現地栽

培試験を行うとともに、同ほ場の土壌を用いたポッ

ト試験（オクラを栽培）を実施した。その結果、洗

浄ほ場において土壌 Cd浄化効果はほぼ維持され、

無洗区に対する洗浄区の玄麦 Cd含量低減率は約

５０％、ポット試験のオクラでは約５４％と土壌 Cd除

去率に近い値となり、化学洗浄法による Cd吸収リ

スク低減効果が確認された。

カドミウム汚染畑地土壌のファイトレメディエー

ション技術の開発のため、イネ（品種：IR８、長香

穀）とソルガム（品種：Ｇソルゴー、Ｈソルゴー）

を畑条件で栽培し、地上部カドミウム吸収量の品種

間比較を行った。地上部カドミウム吸収量が最も高

かった畑栽培イネの長香穀が、畑ほ場の修復作物と

して有望な品種であると考えられた。

重金属低吸収品種利用技術の開発のため、農研機

構・東北農研センターと共同で玄米カドミウム濃度

が低く、かつ栽培特性が向上した羽系５系統を選抜

した。これら５系統の玄米 Cd濃度は一般品種の半

分程度であり、カドミウム低吸収品種としての活用

が期待される。

２）農業生態系における外来生物及び遺伝子組換え生物

のリスク管理技術の開発

（１）外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価と

リスク管理技術の開発

中期計画：外来生物（侵入・導入生物）による農業生態

系のかく乱と被害を防止するため、外来生物の生育・

繁殖特性、他感作用等を明らかにするとともに、外来

生物による被害の実態把握並びにその定着・拡散及び

被害予測を行う。また、外来生物の原産地域の特定及

び侵入確率の推定を行う。さらに、外来天敵昆虫等の

外来生物の近縁在来種に及ぼす影響を競争・交雑性等

の面から解析し、外来生物が農業生態系に及ぼすリス

クを評価するとともに、種同定が困難な外来生物を分

子マーカー等により早期検出・監視するための技術を

開発する。遺伝子組換え生物が生態系に与える影響を

適正に評価するため、ＤＮＡマーカー等により組換え

ダイズとツルマメ等、組換え作物と近縁種との交雑を

検出する技術を開発し、交雑による生態系影響を解明

する。また、組換え作物と非組換え作物との共存に向

表 各種溶媒抽出における土壌中ディルドリン濃度と
キュウリ茎葉部中ディルドリン残留濃度との関係

５０％メタノール・水混液による抽出で得られる土壌中ディ
ルドリン濃度がキュウリ中ディルドリン濃度の差異を最も
良く表現しています。これを応用して、栽培前に土壌中濃
度を知ることにより、栽培の適否が判定できます。この技
術は特許出願中です。

図１ ５０％メタノール・水により抽出し
た土壌とキュウリ中ディルドリン
残留濃度との関係

土壌の種類が異なっても本法の適用が可能です。
なお、キュウリ台木品種が異なるとディルドリン
の残留濃度が異なるため、濃度予測する場合は台
木品種ごとに回帰式を作成する必要があります。
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図２ 残留土壌で生育させた各種作物幼植物の茎葉部・根部ヘプタクロル類濃度
Ｉ：標準誤差（n＝３）

ウリ科ではヘプタクロル類が茎葉部から顕著に検出されましたが、ウリ科以外は極めて低濃度でした。
これはディルドリンの植物吸収と同様の現象であり、ヘプタクロル類においてもウリ科作物の吸収特
異性が明らかとなりました。

図３ 残留土壌で生育させたカボチャ幼植
物茎葉部ヘプタクロル類濃度の品種
間差 Ｉ：標準誤差（n＝３）

カボチャのヘプタクロル類吸収には品種間差が
あり、低吸収性品種の利用によって汚染低減が
ある程度期待できます。

図４ 吸着資材の土壌混和によるカボチャのヘプタクロル類吸収抑制効果
Ｉ：標準誤差（n＝３）

活性炭資材は、キュウリにおけるディルドリンの場合と同様に、カボチャのヘプタクロル類吸収に
おいても抑制効果を発揮します。

Ｉ．研究実施の概要 ３



けて、交雑率予測モデルや隔離距離の確保等の耕種法

による交雑抑制技術を開発する。

研究の概要：

ア 外来生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開

発

①特定外来生物の定着実態

現地調査により、千葉県印旛沼周辺の水田で、特

定外来生物ナガエツルノゲイトウが畦畔、田面、小

水路に蔓延し農業被害を与えていること、またこれ

ら水系から離れた谷津田部分にも分布していること

を明らかにした。この分布拡大には、各ほ場での農

法の影響が大きいことが推定された。ナガエツルノ

ゲイトウは中国で蔓延が大きな問題となっており、

注意が必要である。

利根川の河口から群馬県烏川の合流点までの特定

外来生物カワヒバリガイの分布状況を明らかにし

た。利根川では河口から１１６kmの調査点まで生息

が確認され、利根川本川のみならず、周辺河川・湖

沼・水路・導水施設などにも広く生息していること

が明らかになり、茨城県・千葉県・群馬県では利水

施設の運用での被害が確認された。

②外来植物の分布と土壌化学性との関係

北関東の農地周辺の草本群落を対象に調査を行

い、表層土壌の pHが高い場所や有効態リン酸の高

い土壌で外来植物の侵入が頻発していることを明ら

かにした。

③外来植物のリスク評価手法

導入前植物のリスク評価法（新たに我が国へ導入

される植物を対象に、我が国で雑草化する植物とそ

うでない植物を判別する手法）として国際的に定評

があるオーストラリア式雑草リスク評価法が我が国

へ適用できることを明らかにした。また、雑草判別

基準について、従来の雑草判別率に基づいて決定す

る方法に加え、経済的利益等の外部要因と評価法の

精度も考慮して決定する方法を提案した。これらの

成果については、外来生物法の担当省庁である環境

省など行政機関での活用が期待される。

イ 遺伝子組換え生物の生態影響評価とリスク管理技

術の開発

①生物多様性影響評価研究（野生化、交雑性研究）

鹿島港を始めとした国内の幾つかの港で、輸入さ

れたセイヨウナタネのこぼれ落ち種子に由来する遺

伝子組換えナタネの生育が報告されているため、セ

イヨウナタネが他種を駆逐して分布を拡大してゆく

かどうかを確認する目的で、ほ場でセイヨウナタネ

の播種時期と刈り取り条件を変えて他の雑草との競

合実験を行った。その結果、播種時期と刈り取りの

有無は、セイヨウナタネの発生に大きな影響を及ぼ

したが、いずれの試験区においても他雑草の繁茂に

よりセイヨウナタネの発生は抑制され、少数の個体

の発生と消滅を繰り返した。こうしたことから、セ

イヨウナタネが他の雑草種を駆逐する可能性は低い

と考えられた。

遺伝子組換えダイズが栽培された場合、我が国に

自生している近縁野生種であるツルマメとの交雑の

可能性が指摘されている中、農環研ほ場で開花期を

出来るだけ重複するように調整し、両者が絡み合う

ほどの距離で栽培した場合でもその交雑率は極めて

低いことが明らかになっている。交雑の頻度は両者

の開花期重複の程度に影響を受けるため、開花期の

重複に基づく交雑可能性予測モデルを作成する目的

で、ツルマメの開花特性の地理的変異について検討

した。その結果、北海道、秋田、茨城、佐賀、宮崎

の５系統のツルマメの開花開始日は、宮崎系統を除

けば、日長時間より有効積算温度によって決定され、

南の系統ほど要求有効積算温度が高いこと、開花最

盛日、開花終了日は、南の系統ほど、より短い日長

に反応し、それらが、日長時間によって決定されて

いることを明らかにした。

②共存研究（交雑抑制研究）

大規模ほ場におけるイネ花粉の長距離飛散と交雑

の実態を明らかにする目的で交雑予測モデルを用い

て、種子親ほ場における交雑率予測図を作成して大

量の試料を効率的に採取し、花粉親からの距離と交

雑率との関係を明らかにした。

トウモロコシ等風媒性作物の花粉飛散を制御し、

交雑抑制技術を開発するため、防風植生や散水によ

る交雑抑制効果試験を行った。３年間の交雑率の結

果を比較すると、花粉親から１０ｍ以上離れると交雑

抑制効果はほとんどなくなり、交雑抑制効果は防風

ネットと同様に限定的であることが分かった。

Ｂ 自然循環機能の発揮に向けた農業生態系の構造・機

能の解明と管理技術の開発

１）農業生態系の構造・機能の解明と評価

（１）農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性

の解明

中期計画：農業が育む生物相とその多様性を保全するた
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め、農地とその周辺域に生息する植物、鳥類、昆虫類、

線虫類、微生物等の動態を調査し、農地における耕起

や化学資材の使用及び転作・休耕、周辺植生やため池

の管理方法の変化並びに水田とその周辺域の景観構造

の変動がそれらの種構成や多様性に及ぼす影響を解明

する。また、得られた成果から、土地利用等の農業活

動の変化に伴う指標昆虫等の生物個体群の動態予測モ

デルを構築することにより、個体群の安定化要因を解

明する。

研究の概要：

①調査情報システムの開発と景観構造と生物多様性の

関係解明

調査情報システム RuLISについて、農業生態系

区分を改善するとともに、農業生態系区分データ（全

国を６０クラスに分類）を公開するため、Web-GISを

利用したシステムを構築した。また、全国統一基準

で複数年度整備されている国土数値情報１／１０細分土

地利用メッシュデータ（１辺約１００ｍ）から３次メ

ッシュ（１辺約１km）内の土地利用の混在度を算

出し、それを水田－森林境界域など重要な景観構造

の指標として活用できることを明らかにした。

②ため池・水田と周辺の環境が指標昆虫の生息に及ぼ

す影響の解明

トンボ類にとってのため池の配置の重要性を、池

内の環境、池周辺の土地利用の影響と比較して評価

した。その結果、飛翔力のあまり強くない種では、

ため池の配置が最も重要であること、トンボ類全体

では、ため池の配置は、池内の環境、池周辺の土地

利用の影響と同程度に重要であることが明らかにな

った。この成果は、灌漑施設や栽培技術が変化する

中で、指標昆虫（環境の指標となる昆虫）の一つと

なっている農村地域に生息する多様なトンボ類の保

全を図るための取組を効果的に進める上で重要な知

見である。

③化学資材使用等の農法の変化が水田周辺の水生植物

群集に及ぼす影響の解明

除草剤利用等の農法が水田周辺の水生植物群落に

及ぼす影響を解明するため、水田周辺水路で除草剤

濃度と水生植物群落の同時モニタリングを行った。

除草剤が最も散布される時期（５月）に沈水植物（エ

ビモ等）で顕著な影響が見られ、抽水植物のガマと

ヨシはほとんど影響を受けないことを明らかにし

た。また、農業水路におけるエビモ個体群は、消滅

と再生というサイクルを繰り返している可能性が示

唆された。

（２）農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解

明

中期計画：農業生態系機能の維持・向上に資するため、

バラ科植物等が産生する生理活性物質、ノメイガ類等

昆虫の増殖に関わる情報化学物質等の生物間の相互作

用に関与している物質や、Burkholderia属等の細菌グ

ループにおける難分解性芳香族塩素化合物等の分解遺

伝子の発現を制御している物質等を明らかにし、その

機能を解明する。

研究の概要：

①バラ科植物等が産生する生理活性物質の機能解明

ユキヤナギに含まれるシス－ケイ皮酸グルコシド

が示す植物生育阻害活性は、沖積土壌の存在下では

ほとんど変動しなかった。火山灰土壌及び石灰質土

壌の存在下では１／２～１／１０程度まで低下するが、そ

の場合でも、生態系において機能を発揮しうる高い

活性レベルにあることを明らかにした。今後、さら

に研究を進め、新しい雑草抑制技術の開発や生態系

の生物多様性の理解の深化につながる知見を得るこ

とを目指している。

②ノメイガ類等昆虫の増殖に関わる情報化学物質の機

能解明

（普及に移しうる成果）

ツワブキノメイガのメスから性フェロモンを抽出

し、フェロモン有効成分の候補についてオスの反応

性を調査し、オスの誘引活性に必須な３成分を明ら

かにした。また、ナシマダラメイガの雌成虫から性

フェロモンを抽出し、誘引成分を解明するとともに、

野外試験で活性成分、比率、担持量、持続期間の検

討を行い、発生予察用誘引剤を開発した（写真１、

２）。

③生分解性プラスチック分解微生物の機能解明

（普及に移しうる成果）

イネ科作物の葉の表面などに生息する１，５００株以

上の候補菌株から、特に高い生分解性プラスチック

（以下、「生プラ」と略）分解活性を持つ不完全菌

類に属するカビ（菌株名４７－９）を選抜すると共に、

その酵素活性が最も高くなる条件を明らかにした

（図５、６）。このカビは、培養液中に高純度で生

プラ分解酵素のみを生産する優れた特性があり、こ

の菌の酵素液を市販の培養土の上に敷いた生プラフ

ィルム（PBSA：ポリブチレンサクシネート／／アジ

ペート）に散布処理すると、処理後６日間で全体の

Ｉ．研究実施の概要 ５



写真１ 性フェロモントラップ 写真２ 性フェロモントラップに捕獲された
ナイマダラメイガ雄性フェロモン成分をゴムに浸み込ませたものを

誘引源としてこのトラップの内側に設置しま
す。誘引された虫は内側下面に敷いた粘着板に
捕獲されます。

トラップに捕獲された虫の数を調べることで、成虫の発生
の有無や時期がわかります。このような情報をもとに、殺
虫剤散布等の防除を効率的に行うことができます。

図５ 培地に処理した４７－９菌株による PBSA膜及び PBS（ポリブチレンサクシネート）膜の分解

生プラフィルムはこの菌によって分解され、ほとんど残っていません。

図６ 培養土への酵素処理による生プラフィルム（PBSA）の分解
（左：無処理１０日後 中：処理６日後 右：処理１０日後）

培養土上の生プラフィルムが分解され、下の培養土が見えるようになります。
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９１．２％（重量換算）が分解された。

この成果は、使用済み生プラ製品の分解を促進す

る新しい技術開発につながることが期待される重要

な知見である。

２）農業生態系の変動メカニズムの解明と対策技術の開

発

（１）地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産

に対するリスク評価

中期計画：温暖化や異常気象に対する稲収量の変動をほ

場スケールで評価するため、水、土壌、稲品種及び栽

培管理条件を含む包括的な水田生態系応答モデルを開

発する。また、地域スケールの簡易収量モデルを開発

して、収量と水資源からみた今世紀半ば頃の日本及び

アジアを中心とした稲収量の変動を予測し、稲収量の

低下のリスクを地域スケールで広域に評価する手法を

開発する。さらに、それら結果を基に気候変動が食料

生産に及ぼす影響予測シナリオを構築する。

研究の概要：

①ほ場スケールでの影響評価（水田生態系応答モデル

の開発）

FACE（開放系大気 CO２増加実験）・温暖化実験で

は、CO２増加（＋２００ppm）と水温上昇（＋２℃）処

理の影響は、２か年を通してほぼ一貫した結果が得

られた。すなわち、加温・高 CO２処理は乾物重を増

加させるが、その程度は生育ステージの経過ととも

に低下した。また、これに関連する光合成及び最大

カルボキシル化速度の応答低下は、主として光合成

関連タンパクの減少を介したものであることがわか

った。これらは、作物モデルの基本構造の妥当性を

開放系条件で示した実証的データである。

環境制御チャンバー（クライマトロン）で、開花

期頃の夜温がイネの受精過程に及ぼす影響を調査し

た。過去のチャンバー実験から、開花時の温度が３５℃

を超えると不稔が発生することが知られているが、

本研究では昼の温度が３２℃程度でも、高夜温に遭遇

すると、葯が裂開しにくくなって不稔が多発するこ

と、その発生閾値が夜温で２８℃～３０℃にあること、

高夜温条件での不稔率に顕著な品種間差異があるこ

とを明らかにした。

②地域スケールでの影響評価

日本全国での影響評価に関しては、近年の気候変

化傾向が、日本各地の水稲生育に及ぼした影響につ

いて、８地点の水稲品種の長期ほ場試験結果を解析

した。その結果、移植～出穂日までの日数は、ほぼ

全国的に顕著に短縮（平均すると２５年間で約７日）

していることが明らかとなった。一方、有意な収量

低下傾向は認められなかった。また、これまでに開

発したほ場スケールモデルが、以上の長期変動を妥

当に再現したことから、実態の再解析及び将来予測

に有効であると考えられる。

東・東南アジアを対象とした影響評価に関して

は、平成１９年度開発した地域レベルの収量モデルを

東アジア広域（中国の省収量）に適用したところ、

気象、窒素投入、品種の違いから、地域収量の時空

間変動の再現・予測にも利用できる可能性が示され

た。また、東北タイの天水田地域を対象としたモデ

ルでは、降水量に基づく作付面積の推定値が、農業

統計資料による作付面積の変動を定性的に良く説明

することが明らかとなった。作付面積予測モデルと

生育収量予測サブモデルを結合することにより、水

資源の変動からグリッド毎の作付面積、収量、生産

量の変動を算定することが可能となった。

（２）農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

中期計画：農業活動由来の温室効果ガス、窒素等に関す

る地域・地球規模での環境問題の解決に貢献するた

め、農業活動が物質循環に及ぼす影響を解明し、負荷

軽減策を確立する。温室効果ガスについては、栽培・

土壌管理技術による温室効果ガス発生抑制効果を定量

的に評価することによって、効率的な負荷軽減技術体

系を提示する。同時に、土壌関連データベースを活用

し、土壌炭素の動態を記述するモデルを検証・改良し

て、日本の農耕地土壌における気候変化、人為的管理

変化に伴う土壌炭素蓄積量の変化を予測する。また、

食料生産・輸出入等に伴う窒素のフロー・ストック

を、酸性化物質動態モデルや統計データ等に基づいて

推定し、東アジアの流域又は国のスケールで窒素の広

域循環及び環境への負荷を解明し、将来予測を行う。

流域レベルでは、浅層地下水を含む土壌圏における硝

酸性窒素・リン等の栄養塩類の流出動態を解明し、水

質汚染に対する脆弱性を評価するための手法を開発す

る。

研究の概要：

ア 農耕地における温室効果ガス発生抑制技術の定量

的評価

①温室効果ガス発生抑制技術の定量的評価

（普及に移しうる成果）

中干し期間の前倒しや期間延長などの水田水管理

による CH４発生抑制技術の実証試験を全国９地点で
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実施した。多くの地点において、中干しの延長等の

改良水管理により、CH４発生量を効果的に削減でき

たが、中干し期間の多量の降雨（愛知）や CH４発生

が栽培期間後期に集中する場合（徳島及び鹿児島）、

CH４削減につながらなかった。また、水管理にとも

なう N２O発生増加が少ないことを明らかにし、水

稲収量と品質等への影響に関するデータも集積し

た。

農耕地から発生する温室効果ガスの可搬型自動サ

ンプリング装置を開発した（写真３、４）。これは、

各地域での高頻度・通年の温室効果ガス測定を可能

とし、農耕地からの温室効果ガスフラックスのより

正確な推定を可能とするものである。

②温室効果ガス総合収支データベースの構築と広域

予測モデルの開発

１９８５～２００５年までの５年ごとの、農業生産に伴う

都道府県別窒素フローデータベースを完成し、N２O

発生量を IPCCガイドライン Tier 2手法に従って求

めた。１９９０年と２００５年に関して比較すると、地域に

より N２O発生量が減少した場合と増加した場合が

見られたが、多くの場合、地域において農地への窒

素施用量が減っても発生する家畜ふん尿窒素が増え

ていれば、N２O発生量は増加していることが明らか

となった。日本全体で見た場合、畜産セクタから発

生する N２O量は耕種セクタより多く、家畜ふん尿

の処理に伴う N２O発生が地域の発生量をより強く

制御していると考えられた。

また、DNDC-Riceモデルによる CH４発生量の広

域推定のため、土地利用基盤整備基本調査（１９９３年

度）の GISデータに基づいて各土壌群の排水性（地

表水排除速度と地下水位）の内訳を計算しデータ

ベースを構築した。さらに、土性と地下水位から土

壌水のフラックスを計算するように DNDC-Riceモ

デルを修正し、地下水位による CH４発生量の変化を

推定できることを確かめた。

③高CO２濃度・温暖化環境が水田からのCH４発生に

及ぼす影響

高 CO２濃度・温暖化環境が水田からの CH４発生に

及ぼす影響をほ場条件で明らかにするために、前年

度に引き続き、岩手県雫石町で FACE（外気＋２００

ppm）及び水温上昇（＋２℃）実験を行った。CH４

フラックスに及ぼす処理の影響は両年とも同様であ

写真４ 可搬型自動サンプリング装置

設定時刻に自動的にサンプリングを行う装置の
開発により、大幅に効率化しました。手動サン
プリングと比較した必要時間は１／１０以下になり
ます。
装置は自動開閉チャンバーと組み合わせて使用
します。

写真３ 手動のサンプリング風景

これまで主流だった手動のサンプリン
グ法では、チャンバーの設置やガスの
サンプリングなど一連の作業をすべて
人力で行うため、多大な労力がかかっ
ていました。
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り、大きな加温効果（＋２９～＋５９％）と、有意では

ないものの過去の試験と同程度の FACE効果（＋６

～＋３９％）が観測された。

イ 農業活動等に伴う炭素・窒素収支の広域評価手法

の開発

①土壌有機物動態モデルの広域検証と土壌炭素蓄積

量変化の全国推定

土壌有機物動態モデル（改良 RothC）の信頼性の

広域的評価とモデルパラメータの改良手法の開発の

ため、土壌環境基礎調査（定点調査）の畑地２，８４４

地点（非黒ボク土壌１，２５１地点、黒ボク土壌１，５９２地

点）、水田５，２８５地点のデータを用いて、モデルによ

る土壌炭素蓄積量の推定値と実測値とを比較した。

モデルの推計値は、概ね妥当であった。

土壌有機物動態モデル（改良 RothC）を全国の農

耕地に適用し、堆肥や緑肥の投入による土壌炭素蓄

積効果を見積もった。１９９０年時点での炭素蓄積量を

初期値とし、１）堆肥として全ての水田に１．０ｔC/ha

/年、水田以外の農地に１．５ｔC/ha/年を投入した場合

（堆肥シナリオ）、２）全ての水田で裏作に麦を作

付し、麦の残�０．７ｔC/ha/年を緑肥として投入した

場合（水田二毛作シナリオ）、及びその併用につい

て、炭素蓄積量の変化を２５年間計算し、投入しない

場合（有機物未投入シナリオ）との差から投入によ

る土壌炭素蓄積効果を評価した。２５年間に堆肥シナ

リオでは３，２００万ｔ、水田二毛作シナリオでは１，１００

万ｔの炭素が有機物未投入シナリオに比べて増加し

た。

②窒素の広域循環及び環境への負荷の解明

食料に加えて、バイオ燃料のための作物生産によ

る窒素の広域収支及び水環境への影響の推定を行う

ため、穀物の単収増加により生産余力の見込まれる

東南アジア５か国（インドネシア、ミャンマー、フ

ィリピン、タイ、ベトナム）を対象とし、穀物の単

収変化や食料需要に関するシナリオの下に余剰農地

を算定し、３種の作物（サトウキビ、キャッサバ、

アブラヤシ）によるバイオ燃料生産可能量、窒素負

荷量を見積もった。その結果、２０３０年には現在の穀

物作付面積の２０％程度において、３～４千万ｋＬの

バイオ燃料の生産が可能と見積もられたが、窒素負

荷量は８００万ｔＮ程度に増大することが明らかにな

った。また、２００５年の負荷量は３４０万ｔＮ、食料の

み生産する場合の２０３０年の推定負荷量は約６１０万ｔ

Ｎであり、余剰農地を生み出すための穀物単収増加

とエネルギー作物生産のために、更に１．３～１．５倍の

窒素負荷となると予測された。

ウ 土壌圏から水域への栄養塩類の流出動態の解明に

基づく流域水質汚染リスク評価手法の開発

①浅層地下水流動過程における脱窒による硝酸性窒

素除去量の評価

平成１９年度確立した硝酸イオン（NO３－）の窒素

及び酸素の安定同位体比を用いた分析法を活用し

て、台地上の畑地・樹園地と低地水田からなる地形

連鎖系（茨城県石岡市集水域）において、集水域内

各地点における脱窒による NO３－の除去率を推定し

た。また、得られた除去率と浅層地下水中の NO３－

濃度から初期（脱窒前）NO３－濃度を求め、集水域

内における年間脱窒量を推定した。その結果、集水

域内の NO３－のほとんどは化学肥料由来 NH４＋の硝化

により生成したと推定された。また、NO３－除去率

は約１０～７０％の範囲にあり、NO３－の地下水流入濃

度は０．６～９５mg－N L－１と推定された。これらの結果

をもとに、集水域内の調査地域（調査井戸のある５．０

ha）では、８５．１kg－N ha－１ｙ－１の NO３－が地下水に負

荷され、うち２２．８kg－N ha－１ｙ－１が地下水中で脱窒

により除去されると推定された。

②表面流出及び下層土を通じた流出によるリンの水

域への流出量の推定

傾斜枠を用いて表面流出水中のリン濃度及び流出

量の土壌による違いを観測した。黒ボク土からの流

出率（＝流出水量／降雨量）は平均で０．３％と小さ

く、流出リン濃度、リン負荷量とも黄色土の約１／１０

以下となった。黄色土では堆肥施用により流出水量

は低下したが、流出リン濃度は高まる傾向があった。

カラムを用いた降雨浸入実験により、カラム流出

水中の溶存態リン濃度はたかだか０．０１mg－P L－１で、

下方流出リンの９０％以上は懸濁態であることを明ら

かにした。また、土壌の透水性改善と分散性低下の

ために、堆肥施用は必ずしもリンの表面流出を増加

させなかった。

③流域レベルでの栄養塩類による地下水・表面水汚

染リスクの評価

営農情報に基づいた流域負荷窒素推定値と地下水

硝酸性窒素濃度の関係を解析した。熊本・栃木両県

についての解析結果では、１kmまたは５kmメッ

シュ単位で算出した窒素ポテンシャル濃度（NPC）

は、当該地区の地下水硝酸性窒素濃度観測値とよい

対応を示さなかった。地下水中硝酸性窒素濃度は対

Ｉ．研究実施の概要 ９



数正規分布を示し、NPCが増すにつれて任意の基

準値（１０mg L－１）を超過する確率が増加した。地

下水硝酸性窒素濃度が１０mg L－１を超える確率と

NPCとの関係は両県で異なり、地域的要因の関与

が示唆された。水辺域での浅層地下水中硝酸性窒素

濃度の低下に影響する要因として土壌類型を取り上

げ、水辺域を含む集水域（桜川上流）の浅層地下水

中硝酸性窒素濃度の面的推定を試みた。

これらの手法は、今後さらに改良を重ねたうえで、

硝酸性窒素による水質汚染に対する環境脆弱性評価

図及び水質汚染リスク評価図の作成を目指す。

Ｃ 農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究

１）農業に関わる環境の長期モニタリング

（１）農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手

法の開発

中期計画：農業環境資源の変動を早期に検知するため、

農業生態系におけるベースラインとなる物理環境や二

酸化炭素・メタン等温室効果ガスフラックス及び作

物・土壌中の１３７Cs、２１０Pb等についての長期モニタリン

グを行う。また、作物を含む環境中の有機ヒ素等微量

化学物質の分析法及びモニタリングのための簡易・高

精度測定手法の開発を行う。

研究の概要：

ア 地球温暖化に関する物理環境・ガスフラックスの

変動の検知とモニタリング技術の高度化

①温室効果ガスフラックスのモニタリング

気象条件や作付け体系が異なる４か所の水田サイ

ト（つくば市真瀬：イネ単作、岡山：イネ・オオム

ギ二毛作、中国江蘇省江都：イネ・コムギ二毛作、

バングラデシュ・マイメンシン：イネ二期作）で、

ガスフラックスの観測を継続した。これまでに収集

したデータから、イネ単作田（真瀬）では、耕作期

間の純生態系生産量（NEP）の半分以上に相当する

CO２が、年間の２／３を占める非耕作期間に生態系呼

吸量（RE、非生育期間は土壌呼吸量に等しい）と

して放出されていること、イネ・ムギ二毛作田（岡

山、江都）では非耕作期間が短いため、ほぼ年間を

通じて CO２が吸収されていること等各サイト（作付

け体系）の特徴が明らかになった。また、世界の様々

な生態系の NEPと各サイトの NEPを比較すると、

真瀬は、様々な生態系の中央値付近に位置するのに

対し、その他の３つの水田サイトは上位１０％以内に

分布した。すなわち、イネ・ムギ二毛作田やイネ二

期作田は、世界的にみても NEPが大きな生態系と

いえる。

国内牧草地４サイト（中標津、静内、那須塩原、

小林）において４年目の温室効果ガスフラックス観

測データを蓄積した。各サイトの堆肥非施用区の

２００５年～２００７年の NEPは、年次間変動は大きい（１５０

～３６０gC m－２year－１）が、３年間の平均値はイネ単

作田とイネ・ムギ二毛作田の中間に分布し、概ね牧

草の生育期間の長さとともにＮＥＰが増加する傾向

を示した。

②物理環境のモニタリング

観測データが僅少であったチベット高原植生限界

付近で、詳細な気象データを蓄積するとともに、降

水量データの解析を行った。その結果、降水はモン

スーン期（６月～９月）に集中しており、降水量の

ピークは中腹の５，１００ｍ付近に現れることを明らか

にした。山岳では、日中、斜面に沿う気流の断熱膨

張で水滴が形成されるため、降水量の極大値が中腹

に現れることが知られているが、同様の現象が標高

４，０００ｍを越えるチベット高原でも観測された。

イ 作物・土壌中における放射性物質等の長期モニタ

リングと微量化学物質の簡易・高精度測定手法の開発

①農業環境中の放射性物質の長期モニタリング

平成１９年産の全国各地の基準ほ場における米・小

麦及びその栽培土壌の放射性ストロンチウム（９０Sr）、

放射性セシウム（１３７Cs）を分析したところ、平成１８

年産と同レベルであり、顕著な濃度変化は認められ

なかった。また、本研究所内の環境放射能調査ほ場

におけるホウレンソウ、ニラ及び茶について放射性

物質を分析したところ、ウラン系列核種の２１４Biが

０．１Bqkg－１以下、２１０Pbが茶葉では３Bqkg－１１程度、

他は１Bqkg－１以下で検出された。１３１I、１３４Cs、１３７Csは

検出されず、継続して測定しているホウレンソウは

平成１８年産と同レベルであり、顕著な濃度変化は認

められなかった。

畜産物の放射能分析体制の再構築の準備のため、

牛乳試料の９０Srについて、畜産草地研究所（畜草研）

とのクロスチェック分析を開始した。

②農業環境における微量化学物質の簡易、高精度分

析法の開発

有機ヒ素化合物は農業環境中に様々な形態で存在

し、それぞれ異なる毒性や特性を持つため、形態別

分析法の高度化を進めた。ICP-MSの前処理として

液体クロマトグラフィーを用いる分析法について検
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討し、還元が進んだ土壌において存在した未知有機

ヒ素化合物をジメチルフェニルアルシンスルフィド

及びメチルジフェニルアルシンスルフィドと同定し

た。

残留性有機汚染物質（POPs）の多成分分析法の開

発については、国際共同研究（日本、韓国、ドイツ、

米国の４か国）の成果として水系における POPs分

析法のマニュアルを作成した。この分析法は標準業

務手順書に沿って開発が行われ、多成分（２２種）の

POPs分析のための具体的な方法を示すものである。

２）環境資源の収集・保存・情報化と活用

（１）農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発

中期計画：農業環境を総合的に評価するため、マイクロ

波計測や高時間分解能衛星センサMODIS等のリモー

トセンシングデータの解析技術を開発するとともに、

地理情報システム（GIS）等を活用して農業的土地利

用状況の新たな把握手法や生物生息域に関する指標を

開発する。また、GISを共通のプラットフォームに個

別データベースを連携する手法や新たな情報の登録・

収集システムを開発し、農業環境指標の策定に資する。

また、環境資源の個別データベースを拡充するととも

に、深層土壌の機能評価を含む土壌分類試案を公開し、

耕地・非耕地の包括的土壌データベースを構築する。

さらに、インベントリーデータ等を効率的に活用する

ため、基盤的な統計手法及びその結果の視覚化手法等

を開発する。独立行政法人農業生物資源研究所が行う

ジーンバンク事業について、サブバンクとして協力を

行う。

研究の概要：

ア リモートセンシング・地理情報システムを用いた

農業環境資源の情報化と活用

①リモートセンシング解析技術による広域的な農業

的土地利用状況把握手法の開発

高時間分解能衛星センサ（MODIS）データから、

インドシナ半島域、黒竜江省域、日本及び朝鮮半島

域を対象に汎用的な基本データセット（２００４－２００７

年；解像度５００ｍと２５０ｍ）を作成し、地表面状態を

評価するための各種指数の時系列データセット（６

日間隔）を構築した。また、インドシナ半島を対象

として、画素ごとの時系列変化パターンを用いた分

類法により、水田域に着目した農業的土地利用区分

図を作成し、現地調査による土地利用区分図やメコ

ンデルタでの詳細な分類結果と照合し妥当性を確認

した。これらは土地利用や作付に関する広域的な情

報を面的に把握する上で有用であり、データセット

はすでに日韓国際共同研究や農研機構における生産

性広域評価等に活用されつつある。

最新の衛星画像の解析から、ラオス焼畑地帯の土

地利用変化と生態系炭素量の最新実態を明らかにし

た。焼畑面積は依然として減少していないことが示

された。詳細な土地利用・作付シナリオ間比較を通

して、生態系炭素蓄積と収益性からみて有望な土地

利用・作付システムを明らかにした。本成果につい

てはドイツ技術協力公社（GTZ）等国際的開発・環

境機関の関心が高い。

②GIS 解析技術による農業的土地利用状況把握手

法の開発

（普及に移しうる成果：歴史的農業環境閲覧システ

ム（HABS）の開発）

過去に遡って土地利用を解析するため進めていた

明治初期に測量された地図（迅速測図）の GISデー

タ化を完成し、Web上で公開した（図７）。この成

果は、水田生物多様性研究における生物調査のベー

スマップとして活用されるなど、大学、研究機関等

での利用が進んでいるとともに、里地里山の保全活

動の基礎資料などとしても活用が期待される。

環境省現存植生図と農業統計データによる分析か

ら、谷津田を構成する狭小水田（幅約１００ｍ以内）

が、面積は小さいながらも関東地方に広く分布し、

周長距離が長く樹林地に隣接する傾向が高いため、

谷津田景観の維持に非常に重要な役割を果たすこと

を明らかにした。また、「耕作放棄地（田）」面積と

狭小水田面積の比率を指標として、関東地方におい

て谷津田景観が集落から消失する危険性の分布図を

作成した。

イ 総合的なインベントリーの構築と利用法の開発

①個別インベントリーの拡充と総合的農業環境イン

ベントリーの構築

GISを共通基盤として、土壌、昆虫などの各種個

別農業環境資源データベースを地図上に統一して標

示する農業環境インベントリーシステムについて、

操作性と画面の改良を行い、所内への公開を行った。

セキュリティの改良とシステムの運用管理のための

マニュアルの整備を行い、一般への公開を目指して

いる。その他、土壌、微生物、昆虫関係のインベン

トリーについても新たなデータの追加等の拡充を実

施した。

②包括的土壌分類試案の策定

Ｉ．研究実施の概要 １１



包括的土壌分類試案策定のため、土壌代表断面設

定調査を、全国６点で実施し、断面の形態記載、一

般理化学性分析、粘土鉱物分析を行った。また、１／５

万土壌図２図幅について、林地を含めた土壌調査を

行い、農耕地土壌分類第３次改定版（３次案）及び

日本ペドロジー学会統一的土壌分類体系第二次案の

比較を行い、対応関係や相違点を明らかにした上で、

林地を含む土壌図を作成した。さらに、分類試案作

成のための共有データとして、１９９２年版全国農耕地

土壌図を作成し、畑土壌統設定基準データと水田土

壌統設定基準データを整備し、その一部を公開した。

③土壌侵食、農薬等農業環境リスク指標の策定

土壌侵食ポテンシャル量と過去に行われた９地点

の実測データの比較を行ったところ、両者には有意

な相関が認められた（r２＝０．６３、P＜０．０５）。一方、

集水域ごとに集計した平均土壌侵食ポテンシャル量

と対応する集水域の水質観測地点における５年間の

平均ＳＳ（懸濁物質）濃度には明確な関係は認めら

れなかった。

水田以外（畑地や果樹園等）で使用されている農

薬を対象に、環境リスク指標に重要と考えられる要

因（暴露及び毒性）を明らかにするとともに、河川

水中濃度を算出するための評価環境（面積１００km２

のモデル流域内に７５０haの畑地と河川を配置）を設

定した。

④基盤的な統計手法の開発

前年度までに開発した系統学的多様度を計算する

ソフトウェアを改良し、新尺度である「グロモフ距

離」を計算するとともに従来の系統学的尺度を並行

して計算できるようにした。ＤＮＡ塩基配列データ

に対して、このソフトウェアを用いて、実際に特定

の単系統群の系統学的多様度を計算した。

⑤ジーンバンク事業

平成２０年度事業計画に従って、微生物については、

トマトすすかび病菌やナツツバキ炭そ病菌等の新規

MAFF菌株を１５株登録し、微生物の特性を２１７点に

ついて調査した。昆虫については、事業計画に加え

て新規１系統（トビイロウンカ抵抗性品種に加害性

なし、殺虫剤感受性）を導入し、２種１０項目の特性

評価を実施した。

図７ 歴史的農業環境閲覧
システム（HABS）の
初期画面

（http://habs.dc.affrc.go.jp）
Web ブラウザー上で迅速測
図の閲覧や現在の土地利用と
の比較ができます。表示され
る地図についての情報は、「歴
史的農業環境閲覧システム
FAQ」に記述されています。
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１．受託事業一覧

II．平成２０年度研究課題

委託先 委託事業名

農林水産省 平成２０年度「遺伝子組換え生物の産業利用における安全性確保総合研究」
平成２０年度「地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響の評価と高度対策技術の開発」
平成２０年度「生産・流通・加工工程における体系的な危害要因の特性解明とリスク低

減技術の開発」
平成２０年度「土壌微生物相の解明による土壌生物性の解析技術の開発」
平成２０年度「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」
平成２０年度放射能調査研究委託事業
平成２０年度気候変動に伴う温室効果ガス発生量検討委託事業
平成２０年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業
平成２０年度土壌由来温室効果ガス計測・抑制技術実証普及事業
平成２０年度有害化学物質リスク管理基礎調査事業

環境省 平成２０年度「公害防止等試験研究」
平成２０年度「地球環境研究総合推進費」
平成２０年度「地球環境保全試験研究」

（独）農業生物資源研究所 平成２０年度「ジーンバンク事業」
平成２０年度新農業展開ゲノムプロジェクト
平成２０年度「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」

（独）森林総合研究所 平成２０年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

（独）農業・食品産業技術総合研究機構 平成２０年度「生物機能を活用した環境負荷低減技術の開発」
平成２０年度「バイオマス利用モデルの構築・実証・評価」
平成２０年度「食品・農産物の表示の信頼性確保と機能性解析のための基盤技術の開発」
平成２０年度「生産・流通・加工工程における体系的な危害要因の特性解明とリスク低

減技術の開発」
平成２０年度「稲わら等の作物の未利用部分や資源作物、木質バイオマスを効率的にエ

タノール等に変換する技術の開発」
平成２０年度イノベーション創出基礎的研究推進事業「技術シーズ開発型」
平成２０年度新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業
平成２０年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

（独）科学技術振興機構 平成２０年度「戦略的国際科学技術協力推進事業」

（独）海洋研究開発機構 平成２０年度科学技術試験研究委託事業

（国）東京大学 平成２０地球観測技術等調査研究委託事業

奈良県 平成２０年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

日本肥料アンモニア協会 ダイズ圃場における肥料由来カドミウムの動態評価

（財）日本きのこセンター 平成２０年度新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

サントリー（株） ダイオキシン類汚染を用いたモニタリング植物の評価
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２．法人プロジェクト研究課題一覧

課題代表者 所属 研究課題名

西森 基貴 大気環境研究領域 農薬・POPs等の広域越境汚染を評価するための農環研マルチメディ
アモデルの改良

小原 裕三 有機化学物質研究領域 パッシブサンプリング法を用いた POPs等候補物質の汚染源と大気経
由広域移動拡散の解明に関する研究

大津 和久 有機化学物質研究領域 両生類幼生に対する農薬等化学物質の影響評価法の開発－アマガエル
の人工飼育環境における繁殖法と急性毒性試験法の開発－

堀尾 剛 有機化学物質研究領域 育苗箱施用農薬の田面水中動態の解明

殷 煕洙 有機化学物質研究領域 有機リン系農薬のオキソン体の多成分一斉分析方法の開発

井手 任 生物多様性研究領域 湿地植生活用バイオジオフィルターの水質浄化機能の評価並びにビオ
トープの管理手法の確立

加茂 綱嗣 生物多様性研究領域 ニセアカシアの葉を接触する昆虫はシアナミドの毒性をどのように免
れているのか

吉村 泰幸 生物多様性研究領域 遺伝子組換えダイズとツルマメの自然交雑頻度を全国規模で評価する

山中 武彦 生物多様性研究領域 一般参加型情報収集WEBシステム：トンボWEB図鑑

山本 勝利 生物多様性研究領域 広域スケールで適用可能な景観指標抽出手法の開発

釘宮 聡一 生物多様性研究領域 Stir bar sorptive extractionによる植物揮発性成分の半定量的簡易分析
法の確立

藤井 毅 生物生態機能研究領域 自然環境中における放線菌有用酵素遺伝子の発現解析

北本 宏子 生物生態機能研究領域 生プラ分解酵母による分解酵素活性制御機構の解明

デイビット・
スプレイグ

生態系計測研究領域 農地・動物データ通信システムの現地試験による検証

岩� 亘典 生態系計測研究領域 FOSS４Gを活用した獣害発生危険性評価システムの試作

稲生 圭哉 農業環境インベントリーセンター 環境リスク指標を効率的に活用するための農薬データベースの整備
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１．研究成果

（１）研究成果情報

研究成果情報第２５集：平成２０年度に掲載した研究成果は以下のとおりである。

１）普及に移しうる成果＊１

１．キュウリのディルドリン残留濃度を予測できる土壌抽出法

２．カボチャのヘプタクロル汚染対策技術

３．植物の葉から採れたカビが生分解性プラスチックを強力に分解

４．性フェロモンを利用したナシマダラメイガの発生予察用誘引剤

５．温室効果ガスの可搬型自動サンプリング装置の開発

６．明治時代初期の関東地方の土地利用をインターネットで閲覧できるシステムを開発

７．北海道内の広域で発生した新害虫はヘリキスジノメイガだった

２）主要研究成果＊２

１．河川における水稲用除草剤の分解物の消長と藻類に対する急性毒性

２．ヘキサクロロベンゼン（HCB）を好気的に分解・無機化する細菌の単離・同定と主要代謝経路の解明

３．ズッキーニを利用した土壌残留ディルドリンのファイトレメディエーション

４．安定同位体を用いて植物に吸収されうるカドミウムの最大量を評価する

５．イネ品種間差を利用して、玄米のカドミウム汚染を低減

６．日本における導入前雑草リスク評価法の構築

７．外来植物の侵入は土壌 pHと有効態リン酸に関連している

８．ミトコンドリア遺伝子の部分配列による土着天敵ヤマトクサカゲロウと外来近縁種との識別法

９．ため池の多様なトンボ類を守るためには、池の環境だけではなく、池の配置も重要です

１０．２００７年夏季異常高温下での水稲不稔率の増加を確認

１１．水田からのメタン放出に対する大気二酸化炭素濃度と夜温上昇の相互作用

１２．東南アジアにおけるバイオ燃料増産による環境への窒素負荷の評価

１３．極低温条件でも降水の量と継続時間を正確に長期間保守なしで実測できる測器の検証

１４．東アジアの土地被覆・土地利用の時間的変化を広範囲で捉えるための植生指数データセット

１５．農業環境インベントリーシステムのWeb公開

１６．国内における線虫学関連文献目録の公開

＊１「普及に移しうる成果」とは、行政部局、検査機関、民間、他の試験研究機関（他独法、大学等）および農業現場等で活用されるこ

とが期待され、研究所として積極的に広報活動および普及活動を行うべき重要な成果を選定したもの。

＊２「主要研究成果」とは、研究所の成果として積極的に広報を行うべき成果。

III．研究成果の発表と広報
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（２）査読論文一覧

中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

Ａ１１ Short-term temporal variations in iron concentration and
speciation in a canal during a summer algal bloom

Nagai T,
Imai A,
Matsushige K,
Yokoi K,
Fukushima T

Aquatic Sciences ７０（４） ３８８―３９６ ２００８

Ａ１１ Historical distribution of PCDDs, PCDFs, and coplanar
PCBs in sediment core of Ariake Bay, Japan

Kim Y,
Eun H,
Katase T

Archives of Environmental
Contamination and Toxicology

５４（３） ３９５―４０５ ２００８

Ａ１１ Organochlorine pesticides in the sediment core of
Gwangyang Bay, South Korea

Kim Y,
Eun H,
Cho H,
Kim K,
Sakamoto T,
Watanabe E,
Baba K,
Katase T

Archives of Environmental
Contamination and Toxicology

５４（３） ３８６―３９４ ２００８

Ａ１１ Simulated rainfall removal of tricyclazole sprayed on rice
foliage

Phong TK,
Nhung DTT,
Yamazaki K,
Takagi K,
Watanabe H

Bulletin of Environmental
Contamination and Toxicology

８０ ４３８―４４２ ２００８

Ａ１１ Differential uptake for dioxin-like compounds by zucchini
subspecies

Inui H,
Wakai T,
Gion K,
Kim Y,
Eun H

Chemosphere ７３（１０）１６０２―１６０７ ２００８

Ａ１１ Monitoring of cholinesterase-inhibiting activity in water
from the Tone canal, Japan, as a biomarker of ecotoxicity

Kawakami T,
Takezawa A,
Nishi I,
Watanabe E,
Ishizaka M,
Eun H,
Onodera S

Ecotoxicology １７（４） ２２１―２２８ ２００８

Ａ１１ Mass balance and long-term fate of PCDD/Fs in a lagoon
sediment and paddy soil, Niigata, Japan

Sakai M,
Seike N,
Kobayashi J,
Kajihara H,
Takahashi Y

Environmental Pollution １５６（３）７６０―７６８ ２００８

Ａ１１ Seasonal patterns and current source of DDTs, chlordanes,
hexachlorobenzene, and endosulfan in the atmosphere of 37
Chinese cities

Liu X,
Zhang G,
Li J,
Yu L,
Xu Y,
Li XD,
Kobara Y,
Jones KC

Environmental Science and
Technology

４３（５） １３１６―１３２１ ２００９

Ａ１１ Dioxin-and POP-contaminated sites-contemporary and future
relevance and challenges

Weber R,
Matsunaga S,
Moccarelli P,
Santillo S,
Seike N,
Symons R,
Torres JPM,
Verta M,
Varbelow G,
Vijgen J,
Watson A,
Gaus C,
Costner P,
Woelz J,
Wycisk P,
Zennegg M,
Tysklind M,
Johnston P,
Forter M,
Hollert H,
Heinisch E,
Holoubek I,
Lloyd-Smith M

Environmental Science and
Pollution Research

１５（５） ３６３―３９３ ２００８

Ａ１１ An Application of the biotic ligand model to predict the
toxic effects of metal mixtures

Kamo M,
Nagai T

Environmental Toxicology and
Chemistry

２７（７） １４７９―１４７８ ２００８

Ａ１１ Different substrate specificities of two triazine hydrolases
(TrzNs) from Nocardioides species

Yamazai K,
Fujii K,
Iwasaki A,
Takagi K,
Satsuma K,
Harada N,
Uchimura T

FEMS Microbiology Letters ２８６ １７１―１７７ ２００８
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Ａ１１ The characterization of PCDDs, PCDFs and coplanar PCBs
during the past 50 years in Gwangyang Bay, South Korea

Kim Y,
Eun H,
Cho HS,
Kim KS,
Watanabe E,
Baba K,
Katase T

Journal of Hazardous Materials １５４
（１―３）

７５６―７６５ ２００８

Ａ１１ Simultaneous biodegradation of chloroand methylthio-s-
triazines using charcoal enriched with a newly developed
bacterial consortium

Yamazaki K,
Takagi K,
Fujii K,
Iwasaki A,
Harada N,
Uchimura T

Journal of Pesticide Science ３３（３） ２６６―２７０ ２００８

Ａ１１ Sensitivity difference to insecticides of a riverine caddisfly,
Cheumatopsyche brevilineata (Trichoptera: Hydropsychidae),
depending on the larval stages and strains

Yokoyama A,
Ohtsu K,
Iwafune T,
Nagai T,
Ishihara S,
Kobara Y,
Horio T,
Endo S

Journal of Pesticide Science ３４（１） ２１―２６ ２００８

Ａ１１ A useful new insecticide bioassay using first-instar larvae of
a net-spinning caddisfly, Cheumatopsyche brevilineata
(Trichoptera: Hydropsychidae)

Yokoyama A,
Ohtsu K,
Iwafune T,
Nagai T,
Ishihara S,
Kobara Y,
Horio T,
Endo S

Journal of Pesticide Science ３４（１） １３―２０ ２００８

Ａ１１ Quantification of microcystis in eutrophic lake by simple
DNA extraction and SYBR Green real-time PCR

Tomioka N,
Nagai T,
Kawasaki T,
Imai A,
Matsushige K,
Kohata K

Microbes and Environments ２３（４） ３０６―３１２ ２００８

Ａ１１ Development of global scale multimedia contaminant fate
model: Incorporating paddy field compartment

Wei Y,
Nishimori M,
Kobara Y,
Akiyama T

Science of the Total Environment ４０６
（１―２）

２１９―２２６ ２００９

Ａ１１ Selective growth suppression of five annual plant species by
chalcone and naringenin correlates with the total amount of
4-coumarate: coenzyme A ligase

Yun M,
Chen W,
Deng F,
Yogo Y

Weed Biology and Management ９（１） ２７―３７ ２００９

Ａ１１ 諏訪湖に生息する生物の多環芳香族炭化水素類汚染とそ
の蓄積特性

池中良徳，
伊藤有希，
殷煕洙，
渡邉栄喜，
宮原裕一

環境化学 １８（３） ３４１―３５２ ２００８

Ａ１１ 大気拡散モデルによる大気中アンチモン曝露解析 永井孝志，
恒見清孝，
東海明宏

環境科学会誌 ２２（２） ６１―７２ ２００９

Ａ１１ 不確実性を考慮した農薬の確率的生態リスク評価：水稲
用除草剤シメトリンのケーススタディー

永井孝志，
稲生圭哉，
堀尾剛

日本農薬学会誌 ３３（４） ３９３―４０２ ２００８

Ａ１１ Uptake of aromatic arsenicals from soil contaminated with
diphenylarsinic acid by rice

Arao T,
Maejima Y,
Baba K

Environmental Science and
Technology

４３ １０９７―１１０１ ２００９

Ａ１１ Phytoextraction by a high-Cd-accumulating rice: Reduction
of Cd content of soybean seeds

Murakami M,
Ae N,
Ishikawa S,
Ibaraki T,
Ito M

Environmental Science and
Technology

４２（１６）６１６７―６１７２ ２００８

Ａ１１ Potential for phytoextraction of copper, lead, and zinc by
rice (Oryza sativa L.), soybean (Glycine max [L.]Merr.), and
maize (Zea mays L.)

Murakami M,
Ae N

Journal of Hazardous Materials １６２ １１８５―１１９２ ２００９

Ａ１１ Determination of labile cadmium in agricultural soils by
isotope dilution plasma mass spectrometry and a
coprecipitation separation technique

Kawasaki A,
Yada S

Journal of Nuclear Science and
Technology

Sup．５ １３８―１４２ ２００８

Ａ１１ Determination of labile cadmium in lime-amended soils by
isotope dilution plasma mass spectrometry

Yada S,
Kawasaki A

Journal of Nuclear Science and
Technology

Sup．５ １４３―１４５ ２００８
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Ａ１１ Relative abundance of Δ5-sterols in plasma membrane
lipids of root-tip cells correlates with aluminum tolerance of
rice

Kham MSH,
Uemura M,
Ishikawa S,
Wagatsuma T,
Tawaraya K,
Sekimoto H,
Koyama H,
Kobayashi Y,
Murayama T,
Chuba M,
Kambayashi M,
Shiono Y

Physiologia Plantarum １３５ ７３―８３ ２００９

Ａ１１ Novel cysteine-rich peptides from Digitaria ciliaris and
Oryza sativa enhance tolerance to cadmium by limiting its
cellular accumulation

Kuramata M,
Masuya S,
Takahashi Y,
Kitagawa E,
Inoue C,
Ishikawa S,
Youssefian S,
Kusano T

Plant and Cell Physiology ５０（１） １０６―１１７ ２００９

Ａ１１ Meteoric 10Be dating of highly weathered soils from fluvial
terraces in Taiwan

Tsai H,
Maejima Y,
Hseu Z

Quaternary International １８８ １８５―１９６ ２００８

Ａ１１ Distribution of uranium in soil components of agricultural
fields after long-term application of phosphate fertilizers

Yamaguchi N,
Kawasaki A,
Iiyama I

Science of the Total Environment ４０７ １３８３―１３９０ ２００８

Ａ１１ Reduction of cadmium translocation from roots to shoots in
eggplant (Solanum melongena) by grafting onto Solanum
torvum rootstock

Arao T,
Takeda H,
Nishihara E

Soil Science and Plant Nutrition ５４ ５５５―５５９ ２００８

Ａ１１ Enhancement of nitrate reduction by chlorine application in
Suaeda salsa (L.) pall

Mori S,
Kobayashi N,
Arao T,
Higuchi K,
Maeda Y,
Yoshiba M,
Tadano T

Soil Science and Plant Nutrition ５４ ９０３―９０９ ２００８

Ａ２１ Mitochondrial phylogeny of cryptic species of the lacewing
Chrysoperla nipponensis (Neuroptera: Chrysopidae) in Japan

Haruyama N,
Naka H,
Mochizuki A,
Nomura M

Annals of the Entomological
Society of America

１０１（６）９７１―９７７ ２００８

Ａ２１ Estimation of abundance and dispersal distance of the
sugarcane click beetle Melanotus sakishimensis Ohira
(Coleoptera: Elateridae) on Kurima Island, Okinawa, by
mark-recapture experiments

Arakaki N,
Akino T,
Yasui H,
Fukaya M,
Yasuda T,
Wakamura S,
Yamamura K,
Nagayama A,
Kobayashi A,
Tarora K,
Kishita M,
Sadoyama Y,
Mougi N,
Kijima K,
Suzuki Y

Applied Entomology and Zoology ４３（３） ４０９―４１９ ２００８

Ａ２１ Adsorption of 2,4-Dichlorophenoxyacetic acid onto volcanic
ash soils: effects of pH and soil organic matter

Mon E,
Hirata T,
Kawamoto K,
Hiradate S,
Komatsu T,
Moldrup P

Environment Asia ２（１） １―９ ２００９

Ａ２１ Adaptation to the new land or effect of global warming? An
age-structured model for rapid voltinism change in an alien
lepidopteran pest

Yamanaka T,
Tatsuki S,
Shimada M

Journal of Animal Ecology ７７ ５８５―５９６ ２００８

Ａ２１ Mating disruption for control of Melanotus okinawensis
(Coleoptera: Elateridae) with synthetic sex pheromone

Arakaki N,
Higa M,
Shinzato T,
Kawamitsu H,
Nakama S,
Wakamura S,
Yamamura K,
Nagayama A,
Kobayashi A,
Hokama Y,
Sadoyama Y,
Mogi N,
Kishita M,
Adaniya K,
Ueda K

Journal of Economic Entomology １０１（５）１５６８―１５７４ ２００８
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Ａ２１ Microarray expression profiling of Arabidopsis thaliana L. in
response to allelochemicals identified in buckwheat

Golisz AM,
Sugano M,
Fujii Y

Journal of Experimental Botany ５９（１１）３０９９―３１０９ ２００８

Ａ２１ The crucial role of mitochondrial regulation in adaptive
aluminium resistance in Rhodotorula glutinis

Tani A,
Inoue C,
Tanaka Y,
Yamamoto Y,
Kondo H,
Hiradate S,
Kimbara K,
Kawai F

Microbiology １５４ ３４３７―３４４６ ２００８

Ａ２１ Characterization of root mucilage from Melastoma
malabathricum, with emphasis on its roles in aluminum
accumulation

Watanabe T,
Misawa S,
Hiradate S,
Osaki M

New Phytologist １７８ ５８１―５８９ ２００８

Ａ２１ Harvest-based Bayesian estimation of sika deer populations
using state-space models

Yamamura K,
Matsuda H,
Yokomizu H,
Kaji K,
Uno H,
Tamada K,
Kurumada T,
Saitoh T,
Hirakawa H

Population Ecology ５０（２） １３１―１４４ ２００８

Ａ２１ Green lacewing phylogeny, based on three nuclear genes
(Chrysopidae, Neuroptera)

Haruyama N,
Mochizuki A,
Duelli P,
Naka H,
Nomura M

Systematic Entomology ３３ ２７５―２８８ ２００８

Ａ２１ Tissue culture system for in vitro tuber formation in
Equisetum arvense

Nakatani K,
Fujii Y

Weed Biology and Management ８（３） ２１９―２２３ ２００８

Ａ２１ 外来植物と在来植物の住み分け －これからの植生制御
に向けて－

平舘俊太郎，
森田沙綾香，
楠本良延

関東雑草研究会報 （１９） ２３―３３ ２００８

Ａ２１ 長野県内の近隣２地点におけるクリマモリオナガコバチ
早期・晩期各羽化型の羽化消長

屋良佳緒利，
笹脇彰徳

関東東山病害虫研究会報 ５５ １３７―１３９ ２００８

Ａ２１ 日本列島におけるナガミヒナゲシ（Papaver dubium L.）
の生育地の拡大

吉田光司，
根本正之，
鈴木貢次郎，
藤井義晴

雑草研究 ５３（３） １３４―１３７ ２００８

Ａ２１ 数種在来多年生雑草の器官形成に及ぼす遮光と刈り取り
の影響

中谷敬子，
藤井義晴

雑草研究 ５３（１） ８―１４ ２００８

Ａ２１ 利根川水系におけるカワヒバリガイ Limnoperna fortunei
の分布状況

伊藤健二 日本ベントス学会誌 ６３ ３０―３４ ２００８

Ａ２１ 栽培ヒエとイタリアンライグラスを組み合わせた水田放
牧草地の植生と乾物生産量

山本嘉人，
北川美弥，
西田智子

日本草地学会誌 ５４（１） ７―１１ ２００８

Ａ２１ ヘアリーベッチ導入水田における中苗移植された稲の生
育と収量

堀江栄枝，
藤井義晴，
荒木肇

農作業研究 ４３（４） １９９―２０５ ２００８

Ａ２１ 外来植物による農業水利施設周辺への影響度評価手法の
開発

山本勝利，
楠本良延，
�岡良則，
大黒俊哉，
井手任

農村計画学会誌 ２７
（論文
特集）

３４７―３５２ ２００９

Ａ２１ Environmental risk assessment of genetically modified
chrysanthemums containing a modified cry1Ab gene from
Bacillus thuringiensis

Shinoyama H,
Mochizuki A,
Nomura Y,
Kamada H

Plant Biotechnology ２５ １７―２９ ２００８

Ａ２１ Three-dimensional simulation of rice pollen dispersal and
hybridization in field scale

Ushiyama T,
Du M,
Inoue S,
Shibaike H,
Yonemura S,
Kawashima S

Proceedings of the 5th WSEAS
International Conference on
Mathematical Biology and Ecology
(MABE)

２７―３２ ２００９

Ａ２１ Flowering phenologies and natural hybridization of
genetically modified and wild soybeans under field
conditions

Mizuguti A,
Yoshimura Y,
Matsuo K

Weed Biology and Management ９（１） ９３―９６ ２００９

Ｂ１１ Spatial and temporal variations in the use of rice-paddy
dominated landscapes by birds in Japan

Amano T,
Kusumoto Y,
Tokuoka Y,
Yamada S,
Kim E,
Yamamoto S

Biological Conservation １４１（６）１７０４―１７１６ ２００８
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Ｂ１１ Genetic variation in flight activity of Ophraella communa
(Coleoptera:Chrysomelidae): Heritability estimated by
artificial selection

Tanaka K Environmental Entomology ３８（１） ２６６―２７３ ２００９

Ｂ１１ Factors affecting flight activity of Ophraella communa
(Coleoptera: Chrysomelidae), and exotic insect in Japan

Tanaka K,
Yamanaka T

Environmental Entomology ３８（１） ２３５―２４１ ２００９

Ｂ１１ Methods of predicting risk of wheat damage by white-
fronted geese

Amano T,
Ushiyama K,
Higuchi H

Journal of Wildlife Management ７２（８） １８４５―１８５２ ２００８

Ｂ１１ Evaluating the relative importance of patch quality and
connectivity in a damselfly metapopulation from a one-
season survey

Yamanaka T,
Tanaka K,
Hamasaki K,
Nakatani Y,
Iwasaki N,
Sprague DS,
Bjφ rnstad ON

Oikos １１８ ６７―７６ ２００９

Ｂ１１ 立地条件の異なるススキ型二次草地における埋土種子相
と地上植生の比較

小柳知代，
楠本良延，
山本勝利，
武内和彦

ランドスケープ研究 ７１（５） ５８９―５９２ ２００８

Ｂ１１ これからの農村計画における新しい「生物多様性保全」
の捉え方

大澤啓志，
大久保悟，
楠本良延，
嶺田拓也

農村計画学会誌 ２７（１） １４―１９ ２００８

Ｂ１１ 欧州における「自然的価値の高い農地」の選定プロセス 大黒俊哉，
山本勝利，
三田村強

農村計画学会誌 ２７（１） ３８―４３ ２００８

Ｂ１１ 農村における生物多様性の定量的評価に向けたインベン
トリーの構築

山本勝利，
楠本良延

農村計画学会誌 ２７（１） ２０―２５ ２００８

Ｂ１１ Isolation of effective 3-chlorobenzoate-degraders in soil
using community analyses by PCR-DGGE

Morimoto S,
Ogawa N,
Hasebe A,
Fujii T

Microbes and Environments ２３（４） ２８５―２９２ ２００８

Ｂ１１ Comparison of nematode community similarities assessed by
polymerase chain reaction-denaturing gradient gel
electrophoresis (DGGE) and by morphological identification

Okada H,
Oba H

Nematology １０（５） ６８９―７００ ２００８

Ｂ１１ Comparison of 18S rDNA primers for estimating fungal
diversity in agricultural soils using polymerase chain
reaction-denaturing gradient gel electrophoresis

Hoshino YT,
Morimoto S

Soil Science and Plant Nutrition ５４（５） ７０１―７１０ ２００８

Ｂ１２ Sex attractant pheromone of the limabean pod borer, Etiella
zinckenella (Treitschke)(Lepidoptera:Pyralidae), in Japan

Tabata J,
Yokosuka T,
Hattori M,
Ohashi M,
Noguchi H,
Sugie H

Applied Entomology and Zoology ４３（３） ３５１―３５８ ２００８

Ｂ１２ Identification of a sex pheromone component of the
Japanese mealybug, Planococcus kraunhiae (Kuwana)

Sugie H,
Teshiba M,
Narai Y,
Tsutsumi T,
Sawamura N,
Tabata J,
Hiradate S

Applied Entomology and Zoology ４３（３） ３６９―３７５ ２００８

Ｂ１２ Sex pheromone communication from a population resistant
to mating disruptant of the smaller tea tortrix, Adoxophyes
honmai Yasuda (Lepidoptera: Tortricidae)

Mochizuki F,
Noguchi H,
Sugie H,
Tabata J,
Kainoh Y

Applied Entomology and Zoology ４３（２） ２９３―２９８ ２００８

Ｂ１２ Identification of receptors of main sex-pheromone
components of three Lepidopteran species

Mitsuno H,
Nishioka T,
Sakurai T,
Murai M,
Yasuda T,
Kugimiya S,
Ozawa R,
Toyohara H,
Takabayashi J,
Miyoshi H

European Journal of Neuroscience ２８（５） ８９３―９０２ ２００８

Ｂ１２ Sex pheromone of Ostrinia sp. newly found on the leopard
plant Farfugium japonicum

Tabata J,
Huang Y,
Ohno S,
Yoshiyasu Y,
Sugie H,
Tatsuki S,
Ishikawa Y

Journal of Applied Entomology １３２（７）５６６―５７４ ２００８

Ｂ１２ Enhanced biofilm formation and 3-chlorobenzoate degrading
activity by the bacterial consortium of Burkholderia sp. NK8
and Pseudomonas aeruginosa PA01

Yoshida S,
Ogawa N,
Fujii T,
Tsushima S

Journal of Applied Microbiology １０６（３）７９０―８００ ２００９
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Ｂ１２ Attraction to herbivore-induced plant volatiles by the host-
foraging parasitoid fly Exorista japonica

Ichiki RT,
Kainoh Y,
Kugimiya S,
Takabayashi J,
Nakamura S

Journal of Chemical Ecology ３４（４） ６１４―６２１ ２００８

Ｂ１２ Acibenzolar-S-methyl-induced systemic resistance against
anthracnose and powdery mildew diseases on cucumber
plants without accumulation of phytoalexins

Lin T,
Ishizawa M,
Ishii H

Journal of Phytopathology １５７（１）４０―５０ ２００９

Ｂ１２ Gene expression during acibenzolar-S-methyl-induced
priming for potentiated responses to Venturia nashicola in
Japanese pear

Faize M,
Faize L,
Ishii H

Journal of Phytopathology １５７（３）１３７―１４４ ２００９

Ｂ１２ Do adult leaf beetles (Plagiodera versicolora) discriminate
between odours from intact and leaf-beetle-infested willow
shoots?

Yoneya,
Kugimiya,
Takabayashi

Journal of Plant Interactions ４（２） １２５―１２９ ２００９

Ｂ１２ First application of PCR-Luminex system for molecular
diagnosis of fungicide resistance and species indentification
of fungal pathogens

Ishii H,
Yoshimatsu H,
Shimizu M,
Kozawa T,
Tanoue J,
Ohshima M,
Chung W,
Nishimura K,
Yamaguchi J,
Nemoto F,
So K,
Iwama T

Journal of General Plant Pathology ７４ ４０９―４１６ ２００８

Ｂ１２ Genetic analysis and PCR-based identification of major
Fusarium species causing head blight on wheat in Japan

Chung W,
Ishii H,
Nishimura K,
Ohshima M,
Iwama T,
Yoshimatsu H

Journal of General Plant Pathology ７４ ３６４―３７４ ２００８

Ｂ１２ The msiK gene, encoding the ATP-hydrolysing component
of N, N

Saito A,
Fujii T,
Shinya T,
Shibuya N,
Ando A,
Miyashita K

Microbiology １５４
（１１）

３３５８―３３６５ ２００８

Ｂ１２ Antagonism between acibenzolar-S-methyl-induced systemic
acquired resistance and jasmonic acid-induced systemic
acquired susceptibility to Colletotrichum orbiculare infection
in cucumber☆

Liu C,
Ruan Y,
Lin Z,
Wei R,
Peng Q,
Guan C,
Ishii H

Physiological and Molecular Plant
Pathology

７２ １４１―１４５ ２００８

Ｂ１２ Ultrastructural study on acibenzolar-S-methyl-induced scab
resistance in epidermal pectin layers of Japanese pear leaves

Jiang S,
Park P,
Ishii H

Phytopathology ９８（５） ５８５―５９１ ２００８

Ｂ１２ Rice exonuclease-1 homologue, OsEXO1, that interacts with
DNA polymerase λ and RPA subunit proteins, is involved
in cell proliferation

Furukawa T,
Imamura T,
Kitamoto HK,
Shimada H

Plant Molecular Biology ６６（５） ５１９―５３１ ２００８

Ｂ１２ Population size and specific nitrification potential of soil
ammonia-oxidizing bacteria under long-term fertilizer
management

Chu H,
Fujii T,
Morimoto S,
Lin X,
Yagi K

Soil Biology and Biochemistry ４０ １９６０―１９６３ ２００８

Ｂ１２ ス ト ロ ビ ル リ ン 系 薬 剤 耐 性 イ チ ゴ 炭 疽 病 菌
［Colletotrichum gloeosporioides（Ｇlomerella cingulata）］
の発生

稲田稔，
石井英夫，
Chung W,
山田智子，
山口純一郎，
古田朋子

日本植物病理学会報 ７４（２） １１４―１１７ ２００８

Ｂ２１ Modeling water temperature in a rice paddy for agro-
environmental research

Kuwagata T,
Hamasaki T,
Watanabe T

Agricultural and Forest Meteorology １４８ １７５４―１７６６ ２００８

Ｂ２１ Modelling the impacts of weather and climate variability on
crop productivity over a large area: A new process-based
model development, optimization, and uncertainties analysis

Tao F,
Yokozawa M,
Zhang Z

Agricultural and Forest Meteorology １４９（５）８３１―８５０ ２００８

Ｂ２１ Parameter estimation and uncertainty analysis of a large-
scale crop model for paddy rice: Application of a Bayesian
approach

Iizumi T,
Yokozawa M,
Nishimori M

Agricultural and Forest Meteorology １４９（５）３３３―３４８ ２００８

Ｂ２１ Diurnal and seasonal variation in bulk stomatal conductance
of the rice canopy and its dependence on developmental
stage

Maruyama A,
Kuwagata T

Agricultural and Forest Meteorology １４８ １１６１―１１７３ ２００８
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Ｂ２１ Interactions of elevated [CO2] and night temperature on rice
growth and yield

Cheng W,
Sakai H,
Yagi K,
Hasegawa T

Agricultural and Forest Meteorology １４９ ５１―５８ ２００９

Ｂ２１ Climate change, land use change, and China’s food security
in the twenty-first century: an integrated perspective

Tao F,
Yokozawa M,
Liu J,
Zhang Z

Climatic Change ９３ ４３３―４４５ ２００８

Ｂ２１ The implication of heat and water balance changes in a lake
basin on the Tibetan Plateau

Xu J,
Yu S,
Liu J,
Haginoya S,
Ishigooka Y,
Kuwagata T,
Hara M,
Tasunari T

Hydrological Research Letters ３ １―５ ２００９

Ｂ２１ Land surface phenology dynamics and climate variations in
the North East China Transect (NECT), 1982-2000

Tao F,
Yokozawa M,
Zhang Z,
Hayashi Y,
Ishigooka Y

International Journal of Remote
Sensing

２９（１９）５４６１―５４７８ ２００８

Ｂ２１ Regional consequences of seawater intrusion on rice
productivity and land use in coastal area of the Mekong
river Delta

Kotera A,
Sakamoto T,
Nguyen KD,
Yokozawa M

JARQ-Japan Agricultural Research
Quarterly

４２（４） ２６７―２７４ ２００８

Ｂ２１ Genotypic variation in rice yield enhancement by elevated
CO2 relates to growth before heading, and not to maturity
group

Shimono H,
Okada M,
Yumakawa Y,
Nakamura H,
Kobayashi K,
Hasegawa T

Journal of Experimental Botany ６０（２） ５２３―５３２ ２００８

Ｂ２１ Climate Change Impact on Rice Insurance Payouts in Japan Iizumi T,
Yokozawa M

Journal of Applied Meteorology
and Climatology

４７（９） ２２６５―２２７８ ２００８

Ｂ２１ Effect of low root temperature on hydraulic conductivity of
rice plants and the possible role of aquaporins

Murai-Hatano M,
Okada M,
Kuwagata T,
Sakurai J,
Nonami H,
Ahamed A,
Nagasuga K,
Matsunami T,
Fukushi K,
Maeshima M

Plant and Cell Physiology ４９（９） １２９４―１３０５ ２００８

Ｂ２１ 地球温暖化の地域総合的な影響評価への取り組み－高知
県における豪雨災害と農業生産の視点から－

西森基貴 四万十・流域圏学会誌 ８（１） ２３―２８ ２００８

Ｂ２１ Mesh climate change data of Japan ver.2 for climate change
impact assessments under IPCC SRES A1B and A2

Okada M,
Iizumi T,
Nishimori M,
Yokozawa M

農業気象 ６５（１） ９７―１０９ ２００８

Ｂ２１ Sensitivity of salinity intrusion to sea level rise and river
flow change in Vietnamese Mekong delta-impacts on
availability of irrigation water for rice cropping

Nguyen KD,
Kotera A,
Sakamoto T,
Yokozawa M

農業気象 ６４（３） １６７―１７６ ２００８

Ｂ２１ Combines equations for estimating global solar radiation:
Projection of radiation field over Japan under global
warming conditions by statistical downscaling

Iizumi T,
Nishimori M,
Yokozawa M

農業気象 ５４（１） ９―２３ ２００８

Ｂ２２ Estimating the three-dimensional structure of canopy foliage
based on the light measurements in a Betula ermanii stand

Kubo T,
Kobayashi T,
Kato K,
Nishimura S,
Uemura S,
Ono K,
Sumida A,
Hara T

Agricultural and Forest Meteorology １４８
（８―９）

１２９３―１３０４ ２００８

Ｂ２２ Effect of land use change from paddy rice cultivation to
upland crop cultivation on soil carbon budget of a cropland
in Japan

Nishimura S,
Yonemura S,
Sawamoto T,
Shirato Y,
Akiyama H,
Sudo S,
Yagi K

Agriculture Ecosystems and
Environment

１２５
（１―４）

９―２０ ２００８

Ｂ２２ Short-term effects of wheat straw incorporation in to paddy
field as affected by rice transplanting time

Ma J,
Xu H,
Han Y,
Cai ZC,
Yagi K

Australian Journal of Soil Research ４６ ２８１―２８７ ２００８
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Ｂ２２ Climate-crop yield relationships at provincial scales in China
and the impacts of recent climate trends

Tao F,
Yokozawa M,
Liu J,
Zhang Z

Climate Research ３８ ８３―９４ ２００８

Ｂ２２ Community structure of ammonia oxidizing bacteria and
their potential to produce nitrous oxide and carbon dioxide
in acid tea soils

Jumadi O,
Hala Y,
Anas I,
Ali A,
Sakamoto K,
Saigusa M,
Yagi K,
Inubushi K

Geomicrobiology Journal ２５ ３８１―３８９ ２００８

Ｂ２２ Effect of Elevated [CO2] on soil bubble and CH4 emission
from a rice paddy: A test by 13C pulse-labeling under free-
air CO2 enrichment

Cheng W,
Inubushi K,
Hoque MM,
Sasaki H,
Kobayashi K,
Yagi K,
Okada M,
Hasegawa T

Geomicrobiology Journal ２５ ３９６―４０３ ２００８

Ｂ２２ Increased night temperature reduces the stimulatory effect of
elevated carbon dioxide concentration on methane emission
from rice paddy soil

Cheng W,
Sakai H,
Hartley A,
Yagi K,
Hasegawa T

Global Change Biology １４ ６４４―６５６ ２００８

Ｂ２２ CH4 emission with differences in atmospheric CO2
enrichment and rice cultivars in a Japanese paddy soil

Lou Y,
Inubushi K,
Mizuno T,
Hasegawa T,
Lin Y,
Sakai H,
Cheng W,
Kobayashi K

Global Change Biology １４ ２６７８―２６８７ ２００８

Ｂ２２ Influences of chemical fertilizers and a nitrification inhibitor
on greenhouse gas fluxes in a corn (Zea mays L.) field in
Indonesia

Jumadi O,
Hala Y,
Muis A,
Ali A,
Palennari M,
Yagi K,
Inubushi K

Microbes and Environments ２３（１） ２９―３４ ２００８

Ｂ２２ Modeling nitrate leaching on a cropped Andosol Endo A,
Mishima S,
Kohyama K

Nutrient Cycling in Agroecosystems doi：
１０．１００７／ｓ
１０７０５―００９―
９２４７―ｘ

２００９

Ｂ２２ Methane emission from paddy soils as affected by wheat
straw returning mode

Ma J,
Xu H,
Yagi K,
Cai Z

Plant and Soil ３１３
（１―２）

１６７―１７４ ２００８

Ｂ２２ Methane flux characteristics in forest soils under an East
Asian monsoon climate

Itoh M,
Ohte N,
Koba M

Soil Biology and Biochemistry ４１（２） ３８８―３９５ ２００９

Ｂ２２ N2O and NO emissions from an Andisol field as influenced
by pelleted poultry manure

Hayakawa A,
Akiyama H,
Sudo S,
Yagi K

Soil Biology and Biochemistry ４１（３） ５２１―５２９ ２００９

Ｂ２２ Is burial of wheat straw in ditches a way to reduce CH4
emissions from rice cultivation?

Ma J,
Yagi K,
Xu H,
Han Y,
Cai Z

Soil Science and Plant Nutrition ５４ ６３８―６４３ ２００８

Ｂ２２ Mitigation options for N2O emission from a corn field in
Kalimantan, Indonesia

Hadi A,
Jumadi O,
Inubushi K,
Yagi K

Soil Science and Plant Nutrition ５４ ６４４―６４９ ２００８

Ｂ２２ 家畜ふん尿堆肥に含まれる肥料成分の傾向と堆肥化に伴
う窒素消失量の推定

三島慎一郎，
秋山博子，
八木一行，
神山和則

日本土壌肥料学雑誌 ７９（４） ３７０―３７５ ２００８

Ｂ２２ Seasonal contribution of C3 and C4 species to ecosystem
respiration and photosynthesis estimated from isotopic
measurements of atmospheric CO2 at a grassland in Japan

Shimoda S,
Murayama S,
Mo W,
Oikawa T

Agricultural and Forest Meteorology １４９
（３―４）

６０３―６１３ ２００９

Ｂ２２ Spectral detection of grazing degradation in the Xilingol
steppe, Inner Mongolia

Fukuo A,
Akiyama T,
Mo W,
Kawamura K,
Chen Z,
Saito G

Journal of Integrated Field Science ５ ３９―５０ ２００８
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Ｂ２２ Nature of the “occluded” low-density fraction in soil organic
matter studies: A critical review.

Wagai R,
Mayer LM,
Kitayama K

Soil Science and Plant Nutrition ５５ １３―２５ ２００９

Ｂ２２ Ammonia exchange between rice leaf blades and the
atmosphere: Effect of broadcast urea and changes in xylem
sap and leaf apoplastic ammonium concentrations

Hayashi K,
Hiradate S,
Ishikawa S,
Nouchi I

Soil Science and Plant Nutrition ５４ ８０７―８１８ ２００８

Ｂ２２ インドネシアにおける食糧消費量推計と余剰水田を用い
たエネルギー作物生産

河内惇，
新藤純子，
岡本勝男，
川島博之

システム農学 ２４（４） ２３３―２４２ ２００８

Ｂ２２ ２０３０年までの中国３１省市自治区の食料需要予測 本田学，
新藤純子，
岡本勝男，
川島博之

システム農学 ２４（３） １５７―１６５ ２００８

Ｂ２２ 乗鞍高原の森林生態系における物質循環－２．針葉樹林
内と広葉樹林内における水循環と化学物質循環－

村本美智子，
大浦典子，
奈良麻衣子，
鈴木啓助

日本水文科学会誌 ３７（３） ８５―９２ ２００７

Ｂ２２ Denitrification during vertical upwelling at an alluvium-
diluvium interface below the upland perimeter of a riparian
paddy

Eguchi S,
Nakajima Y,
Yabusaki S,
Kasuya M,
Shibayama H,
Tsunekawa A,
Imai K

Journal of Environmental Quality

Ｂ２２ Field scale determination of the aquifer-aquitard boundary in
Joso Clay by cone penetrometry

Eguchi S,
Sawamoto M,
Shiba M

Soil Science and Plant Nutrition ５５（３） ３３７―３４８ ２００９

Ｂ２２ Efficiency of removal of nitrogen, phosphorus and zinc from
domestic wastewater by a constructed wetland system in
rural areas: a case study

Abe K,
Komada M,
Ookuma A

Water Science and Technology ５８（１２）２４２７―２４３３ ２００８

Ｃ１１ Diagnosing recent CO emissions and ozone evolution in
East Asia using coordinated surface observations, adjoint
inverse modeling, and MOPITT satellite data

Tanimoto T,
Tsuboi K,
Zhang L,
Sawa Y,
Yonemura S,
Yumimoto K,
Matsueda H,
Uno I,
Hayasaka T,
Mukai H,
Tohjima Y

Atmospheric Chemistry and Physics ８ ３５２１―３５６１ ２００８

Ｃ１１ Change in CO2 balance under a series of forestry activities
in a cool-temprate mixed forest with dense undergrowth

Takagi K,
Takahashi Y,
Nakaji T,
Oguma H,
Mano M,
Akibayashi Y,
Murayama T,
Koike T,
Sasa K,
Fujimura Y,
Fukuzawa K,
Liang N,
Kayama M,
Nomura M,
Hojyo H,
Sugata S

Global Change Biology １５（５） １２７５―１２８８ ２００８

Ｃ１１ Automated in situ analysis of volatile sulfur gases using a
Sulfur Gas Analyser (SUGAR) based on cryogenic trapping
and gas-chromatographic separation

Hobe MV,
Kuhn U,
Diest HV,
Sandoval-Soto L,
Kenntner T,
Helleis F,
Yonemura S,
Andreae MO,
Kesselmeier J

International Journal of
Environmental Analytical Chemistry

８８（５） ３０３―３１５ ２００８

Ｃ１１ Radiative impact of mixing state of black carbon aerosol in
Asian outflow

Shiraiwa M,
Kondo Y,
Moteki N,
Takegawa N,
Sahu LK,
Takami A,
Hatakeyama S,
Yonemura S,
Blake DR

Journal of Geophysical Research １１３（Ｄ
２４２１０）

doi：
１０．１０２９／
２００８JD
０１０５

２００８
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Ｃ１１ Characterizing evapotranspiration over a meadow ecosystem
on the Qinghai-Tibetan Plateau

Gu S,
Qi P,
Zhao X,
Tang Y,
Cui X,
Du M,
Zhao L,
Li Y,
Xu S,
Zhou H,
Kato T

Journal of Geophysical Research １１３（Ｄ
０８１１８）

doi：
１０．１０２９／
２００７JD
００９１７３

２００８

Ｃ１１ A review of tower flux observation sites in Asia Mizoguchi Y,
Miyata A,
Ohtani Y,
Hirata R,
Yuta S

Journal of Forest Research １４（１） １―９ ２００８

Ｃ１１ Soil organic carbon pools in alpine to nival zones along an
altitudinal gradient (4400–5300 m) on the Tibetan Plateau

Ohtsuka T,
Hirota M,
Zhang X,
Shimono A,
Senga Y,
Du M,
Yonemura S,
Kawashima S,
Tang T

Polar Science ２（４） ２７７―２８５ ２００８

Ｃ１１ A numerical simulation of the influences of local circulation
over complex terrain on gas dispersion on the Tibetan
Plateau

Du M,
Yonemura S,
Yamada T,
Zhang X,
Li Y,
Gu S,
Zhao L,
Tang Y

Proceedings of the 6th International
Conference on Fluid Mechanics

５８―６３ ２００９

Ｃ１１ Applicability of the planar fit technique in estimating surface
fluxes over flat terrain using eddy covariance

Ono K,
Mano M,
Miyata A,
Inoue Y

農業気象 ６４（３） １２１―１３０ ２００８

Ｃ１１ Evaluation of ozone uptake by the rice canopy with the
multi-layer model

Oue H,
Motohiro S,
Inada K,
Miyata A,
Mano M,
Kobayashi K,
Zhu J

農業気象 ６４（４） ２２３―２３２ ２００８

Ｃ１１ Quality assessment of data from the Daegwallyeong Flux
Measurement Station (DFMS) based on short-term
experiments

Kim W,
Cho J,
Myong G,
Mano M,
Komori S,
Kim S

農業気象 ６４（３） １１１―１２０ ２００８

Ｃ１１ Comparison of four instruments for measuring solid
precipitation below the freezing point condition

Inoue S 農業気象 ６５（１） ７７―８２ ２００９

Ｃ１１ Effects of one precipitation process on CO2 flux and
thermal transportation in alpine meadow of Qinghai-Tibetan
plateau

Zhang F,
Li Y,
Zhao X,
Gu S,
Wang Q,
Du M,
Tang Y

Chinese Journal of Ecology
（生態学雑誌）

２７（１０）１６８５―１６９１ ２００８

Ｃ１１ Growth analysis of three representative forages in different
vertical zones of the southern foot of east Qilian Mountains

Xue X,
Li Y,
Du M,
Liu A,
Zang F,
Wang J

Chinese Journal of Agrometeorology
（中国農業気象）

２９（３） ３１２―３１５ ２００８

Ｃ１１ Arsenic speciation in rice and soil containing related
compounds of chemical warfare agents

Baba K,
Arao T,
Maejima Y,
Watanabe E,
Eun H,
Ishizaka M

Analytical Chemistry ８０（１５）５７６８―５７７５ ２００８

Ｃ１１ Simplified method for determinig cadmium concentrations in
rice foliage and soil by using a biosensor kit with
immunochromatography

Abe K,
Sakurai Y,
Okuyama A,
Sasaki K,
Tawarada K

Journal of the Science of Food
and Agriculture

８９ １０９７―１１００ ２００９
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Ｃ１１ Contribution of Asian dust to atmospheric deposition of
radioactive cesium (137Cs)

Fukuyama T,
Fujiwara H

Science of the Total Environment ４０５ ３８９―３９５ ２００８

Ｃ１１ アイゴの耳石微量元素濃度の発育に伴う変化とその海域
間比較

山田秀秋，
馬場浩司

水産海洋研究 ７３（１） ８―１５ ２００９

Ｃ２１ Biochar amendment techniques for upland rice production in
Northern Laos: 1. Soil physical properties, leaf SPAD and
grain yield

Asai H,
Samson BK,
Stephan HM,
Songyikhangsuthor K,
Homma K,
Kiyono Y,
Inoue Y,
Shiraiwa T,
Horie T

Field Crops Research doi：
１０．１０１６／
j.fcr.
２００８．１０．００
８

２００８

Ｃ２１ Estimating forage biomass and quality in a mixed sown
pasture based on partial least squares regression with
waveband selection

Kawamura K,
Watanabe N,
Sakanoue S,
Inoue Y

Grassland Science ５４ １３１―１４５ ２００８

Ｃ２１ Reflectance characteristic of major land surfaces in slash-and
-burn ecosystem in Laos

Inoue Y,
Douangsavanh L,
Qi J,
Olioso A,
Kiyono Y,
Horie T,
Asai H,
Saito K,
Ochiai Y,
Shiraiwa T

International Journal of Remote
Sensing

２９（７） ２０１１―２０１９ ２００８

Ｃ２１ Testing polarization measurements with adjusted view zenith
angles in varying illumination conditions for detecting leaf
orientation of wheat canopy

Shibayama M,
Watanabe Y

Plant Production Science １１（４） ４９８―５０６ ２００８

Ｃ２１ 定点カメラ画像による水稲の生育状況の推定 高田英治，
井上晃宏，
芝山道郎，
坂本利弘，
守田和弘，
木村昭彦，
高橋渉

システム農学 ２５（１） ２７―３４ ２００９

Ｃ２１ ハイパースペクトル計測に基づく正規化分光反射指数
NDSIマップおよび波長選択型 PLSによる植物・生態系
変量の評価－米粒タンパク含有率・クロロフィル濃度・
バイオマス評価を事例として－

井上吉雄，
ギャシュディンミア，
境谷栄治，
中野憲司，
川村健介

日本リモートセンシング学会誌 ２８（４） ３１７―３３０ ２００８

Ｃ２１ 多波長画像からの形態情報抽出法－細胞組織から生態系
まで－

井上吉雄 日本作物学会紀事 ７７（２） ２３３―２３５ ２００８

Ｃ２１ 農村と都市・山地との境界領域で生じる軋轢と自然再生 岩�亘典，
栗田英治，
嶺田拓也

農村計画学会誌 ２７（１） ３２―３７ ２００８

Ｃ２１ Recent trend in residual nitrogen on national and regional
scales in Japan and its relation with groundwater quality

Mishima S,
Endo A,
Kohyama K

Nutrient Cycling in Agroecosystems ８３（１） １―１１ ２００８

Ｃ２１ 多重検定の基礎理論 三輪哲久 計量生物学 ２９
（特１）

５―１４ ２００８

Ｃ２１ Growth promotion of lettuce (Lactuca sativa L.) by a
rhizobacterium Pseudomonas fluorescens strain LRB3W1
under iron-limiting condition

Someya N,
Tsuchiya K,
Sugisawa S,
Noguchi MT,
Yoshida T

Environment Control in Biology ４６（２） １３９―１４６ ２００８

Ｃ２１ Biocontrol activity in a nonpathogenic REMI mutant of
Fusarium oxysporum f. sp. conglutinans and characterization
of its disrupted gene

Yoshida T,
Kawabe M,
Miyata Y,
Teraoka T,
Arie T

Journal of Pesticide Science ３３（３） ２３４―２４２ ２００８

Ｃ２１ New cylindrocladium diseases of strawberry and coral bells
caused by Cylindrocladium canadense

Hirooka Y,
Ishikawa S,
Takeuchi J,
Horie H,
Nakayama K,
Koitabashi M,
Okuda S,
Natsuaki KT

Journal of General Plant Pathology ７５（１） ８３―８６ ２００９

Ｃ２１ Biological and phylogenetic characterization of Fusarium
oxysporum complex, which causes yellows on Brassica spp.,
and proposal of F. oxysporum f. sp. rapae, a novel forma
specialis pathogenic on B., rapa in Japan

Enya J,
Togawa M,
Takeuchi T,
Yoshida S,
Tsushima S,
Arie T,
Sasaki T

Phytopathology ９８（４） ４７５―４８３ ２００８
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中課題
番号 論文タイトル 著者名 掲載誌名 巻（号） ページ 発行年

Ｃ２１ Induced rice resistance to blast varies as a function of
Magnaporthe grisea avirulence genes

Yasuda N,
Noguchi MT,
Fujita Y

Plant Disease ９２（８）１１４４―１１４９ ２００８

Ｃ２１ Alternative transcription initiation of the nitrilase gene
(BrNIT2) caused by infection with Plasmodiophora brassicae
Woron. in Chinese cabbage (Brassica rapa L.)

Ando S,
Tsushima S,
Kamachi S,
Konagaya K,
Tabei Y

Plant Molecular Biology ６８ ５５７―５６９ ２００８

Ｃ２１ Two new species of Hainokisaruzo Yoshitake & Colonnelli
from China, with a checklist of the soecies of the genus
(Coleoptera: Curculionidae: Ceutorhynchinae)

Huang J,
Yoshitake H,
Zhang R,
Ito M

Zootaxa １７７６ ５９―６８ ２００８

Ｃ２１ A new species of Augustinus Korotyaev from China, with a
key to the species groups of the genus (Coleoptera:
Curculionidae: Ceutorhynchinae)

Huang J,
Yoshitake H,
Zhang R,
Ito M

Zootaxa １８７１ ６３―６８ ２００８

Ｃ２１ A new Wagnerinus (Coleoptera: Curculionidae) from
northern Japan: description including a DNA barcode

Yoshitake H,
Kato T,
Jinbo J,
Ito M

Zootaxa １７４０ １５―２７ ２００８

Ｃ２１ 人工降雨下で形成された水田転換畑作土のクラストの性
質と土壌の諸特性の関係

小原洋，
高橋智紀，
細川寿

土壌の物理性 （１０９） ２７―４４ ２００８

Ｃ２１ DNAバーコーディングにいよる同定支援システムと
JBOLI構想

神保宇嗣，
吉武啓，
伊藤元己

日本生態学会誌 ５８ １２３―１３０ ２００８

Ｃ２１ Actus salvadoricus Baqri and Jairajpuri (Mononchida:
Mylonchulidae) from Japan with comment on the
phylogenetic position of the genus Actus based on 18S
rDNA sequences

Olia M,
Ahmad W,
Araki M,
Minaka N,
Oda H,
Okada H

日本線虫学会誌 ３８（２）５７―６９ ２００８

Ｃ２１ ２００６年線虫関係国内文献目録 荒城雅昭，
小坂肇

日本線虫学会誌 ３８（２）１１９―１４９ ２００８

Identification of the gene for disaggregatase from
Methanosarcina mazei

Osumi N,
Kakehashi Y,
Matsumoto S,
Nagaoka K,
Sakai J,
Miyashita K,
Kimura M,
Asakawa S

Archaea ２ １８５―１９１ ２００８

Participatory rural planning in Japan: promises and limits of
neighborhood associations

Hashimoto S,
Sato Y

Paddy and Water Environment ６（２）１９９―２１０ ２００８

中課題番号 課題名（詳しくは第Ⅰ章を参照されたい）

Ａ１１

Ａ２１

Ｂ１１

Ｂ１２

Ｂ２１

Ｂ２２

Ｃ１１

Ｃ２１

無印

農業環境中における有害化学物質のリスク評価手法及びリスク管理技術の開発

外来生物及び遺伝子組換え生物の生態系影響評価とリスク管理技術の開発

農業生態系を構成する生物群集の動態と生物多様性の解明

農業生態系機能の発現に関与する情報化学物質の解明

地球環境変動が農業生態系に及ぼす影響予測と生産に対するリスク評価

農業活動等が物質循環に及ぼす影響の解明

農業環境の長期モニタリングと簡易・高精度測定手法の開発

農業環境資源インベントリーの構築と活用手法の開発

該当する中課題なし

注１）中課題番号順に配列した。それぞれの課題名は以下のとおり。

注２）著者のうち当所に所属する者を太字で記載した。
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２．広報
（１）農業環境技術研究所が開催した研究会・シンポジウム

第３０回農業環境シンポジウム「温室効果ガス排出をどう削減できるのか」－農林水産分野における地球温暖化防止対策－

開 催 日：平成２０年５月１４日

開催場所：新宿明治安田生命ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：農林水産省、（独）農業・食品産業技術総合研究機構、（独）森林総合研究所、（独）水産総合研究センター、

日本学術会議

参加者数：３２６名

生態系計測研究会「農業と生態系をとらえる空間情報解析技術」－リモートセンシング・GISの農業・環境問題への実

践的利用－

開 催 日：平成２０年５月３０日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１４３名

第３１回農業環境シンポジウム「穀物の争奪戦が食卓を襲う」－世界の穀物と環境問題－

開 催 日：平成２０年６月５日

開催場所：大手町サンケイプラザホール

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：農林水産省、国連食糧農業機関（FAO）日本事務所、朝日新聞社、（社）農林水産技術情報協会、（社）農

林水産先端技術産業振興センター、（財）農学会

企画協力：ワールドウォッチジャパン

参加者数：５８３名

第８回有機化学物質研究会「農薬由来の POPsによる土壌汚染の環境修復に関する最近の動向」

開 催 日：平成２０年９月１７日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１１８名

第２５回農薬環境動態研究会「後作物における農薬残留問題」

開 催 日：平成２０年９月１８日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

参加者数：６５名

農業環境技術公開セミナー in 福島

開 催 日：平成２０年９月１８日

開催場所：福島県農業総合センター多目的ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所と福島県農業総合センターの共催

参加者数：１２０名

農業環境技術研究所年報 平成２０年度２８



MARCO国際ワークショップ「アジアにおける自然資源管理のための土壌情報システムの新しい取り組み」

開 催 日：平成２０年１０月１４日～１５日

開催場所：つくば国際会議場（エポカルつくば）

主 催：（独）農業環境技術研究所、アジア太平洋食糧肥料技術センター（FFTC）

後 援：農林水産省生産局、（社）日本土壌肥料学会、日本ペドロジー学会

参加者数：８１名

アジア・太平洋地域における農業環境で問題となる有害植物・昆虫に関する国際シンポジウム

開 催 日：平成２０年１１月１１日～１４日

開催場所：台湾林業試験所（Taiwan Forestry Research Institute）

主 催：アジア太平洋食糧肥料技術センター（FFTC）、（独）農業環境技術研究所ほか

参加者数：４０人

第６回環境研究機関連絡会成果発表会「無駄のない社会をつくる」－資源循環の『見える化』－

開 催 日：平成２０年１１月２０日

開催場所：学術総合センター 一橋記念講堂

参加者数：２６６名

農業環境技術研究所成果発表会２００８「未来につなげよう 安全な農業と環境」

開 催 日：平成２０年１１月２８日

開催場所：新宿明治安田生命ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所

後 援：農林水産省

参加者数：２０７名

農業環境技術研究所公開セミナー「農業分野におけるメタゲノム解析技術の応用の可能性」

開 催 日：平成２０年１２月１７日

開催場所：つくば国際会議場

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：１１７名

農業環境技術研究所公開セミナー「新規アレロケミカルの探索と利用」

開 催 日：平成２１年１月１８日

開催場所：つくば国際会議場

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：２５名

第２６回土・水研究会「窒素・リンによる環境負荷の削減に向けた取り組み」

開 催 日：平成２１年２月２５日

開催場所：農林水産技術会議事務局 筑波事務所２Ｆ 農林ホール

主 催：（独）農業環境技術研究所

参加者数：２０８名
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第２５回気象環境研究会「開放系大気 CO２増加（FACE）実験 －過去、現在、未来－」

開 催 日：平成２１年２月２７日

開催場所：（独）農業環境技術研究所

共 催：（独）農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所

後 援：（独）農業・食品産業技術研究機構東北農業研究センター

参加者数：１１５名

（２）刊行物一覧

平成２０年度中に当所が出版した刊行物は次のとおりである。

（３）情報：農業と環境（No．９６～１０７）

＊「情報：農業と環境」は当所のホームページ（http://www.niaes.affrc.go.jp）に掲載している。

No.９６（２００８．４．１）

・平成２０年度 農業環境技術研究所 一般公開（４月１８日）

・生態系計測研究会「農業と生態系をとらえる空間情報解析技術」－リモートセンシング・GISの農業・環境問題へ

の実践的利用－（５月３０日 つくば）

・公開セミナー「外来植物のリスクを調べて蔓延を防止する －最終報告と今後の展望－」が開催された

・第２４回気象環境研究会「２００７年夏季異常高温が水稲生産に及ぼした影響を検証する」が開催された

・公開講演会「非食用バイオマスからのバイオエタノール生産」が開催された

・農業環境技術研究所連携推進会議が開催された

・農業環境技術研究所評議会が開催された

・資料の紹介：「コガタシマトビケラ１齢幼虫を用いた農薬の急性毒性試験法マニュアル」および「コガタシマトビ

ケラ飼育法マニュアル」

・GMO情報： Btワタに抵抗性発達 －対策は緩衝帯と複数トキシン品種－

・本の紹介２５２： 詳細リスク評価書シリーズ１３ カドミウム

No.９７（２００８．５．１）

・第３１回農業環境シンポジウム「穀物の争奪戦が食卓を襲う －世界の穀物と環境問題－」（６月５日 東京）

誌名・巻号等 発行年月 頁 数 発行部数

農業環境技術研究所年報 平成１９年度 ２０．１２ ８２ １，４００

NIAES Annual Report ２００８ ２１．３ ８２ ９００

農業環境技術研究所報告 第２５号 ２０．７ ９２ ９５０

農業環境技術研究所報告 第２６号 ２１．３ １０３ ９５０

農環研ニュース No.７９ ２０．７ １２ １，６００

農環研ニュース No.８０ ２０．１０ １２ １，６００

農環研ニュース No.８１ ２１．１ １２ １，６００

農環研ニュース No.８２ ２１．３ １２ １，６００

研究成果情報 第２５集 ２１．３ ４９ １，０００

研究所パンフレット（和文） 標準版 ２０．８ ５，０００

研究所パンフレット（英文） 標準版 ２０．１ １，０００

土壌モノリス館 パンフレット ２０．１ ２，０００

隔離圃場紹介 パンフレット ２１．３ １，０００

農業環境技術研究所年報 平成２０年度３０



・農業環境技術研究所の一般公開が開催された

・農業環境技術研究所の平成２０年度計画

・農業環境技術研究所紹介ビデオ「自然、社会、人間との調和と共存をめざして」の公開

・インベントリー展示館に「世界の昆虫オブジェ展示コーナー」がオープン

・農耕地線虫の簡易同定のための特徴・画像データベースの公開

・歴史的農業環境閲覧システムの公開

・受賞： 陽 捷行・鶴田治雄・八木一行： IPCCのノーベル平和賞受賞への貢献

・受賞： 中井 信・浜崎忠雄・大倉利明・太田 健・小原 洋： 土壌モノリスで文部科学大臣表彰

・GMO情報： 除草剤耐性品種でなぜ収量が増えるのか？

・本の紹介２５３： ジャガイモの世界史

No.９８（２００８．６．１）

・第３０回農業環境シンポジウム「温室効果ガス排出をどう削減できるのか －農林水産分野における地球温暖化防止

対策－」が開催された

・研究プロジェクト「農業に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」の開始

・研究プロジェクト「野菜等における POPsのリスク低減技術の開発」の開始

・研究プロジェクト「土壌由来温室効果ガス計測・抑制技術実証普及事業」の開始

・「欧州地球科学連合（EGU）２００８年大会」（２００８年４月 オーストリア（ウィーン））参加報告

・「国際影響評価学会（IAIA）年次大会」（２００８年５月 オーストラリア（バース））参加報告

・「土地利用・土地利用変化及び林業（LULUCF）分野非公式会合」（２００８年５月 アイスランド（レイキャビク））

参加報告

・農業環境技術研究所評議員 松永和紀氏が、科学ジャーナリスト賞を受賞

・GMO情報： スターリンクの悲劇 －８年後も残るマイナスイメージ－

・本の紹介２５４： 地球環境データブック ２００７－０８

No.９９（２００８．７．１）

・２００８年度 生態系計測研究会「農業と生態系をとらえる空間情報解析技術」－リモートセンシング・GISの農業・

環境問題への実践的利用－が開催された

・第３１回 農業環境シンポジウム「穀物の争奪戦が食卓を襲う －世界の穀物と環境問題－」が開催された

・研究プロジェクト「農産物におけるヒ素およびカドミウムのリスク低減技術の開発」の開始

・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）ワークショップ「土地利用による GHG排出見積に関するガイダンス検討

専門家会合」（２００８年５月 フィンランド（ヘルシンキ））参加報告

・COST８５９「植物技術を利用した持続的土地利用と食品安全性の向上」に関する作業部会１（２００８年５月 スロバ

キア（スモレニス））参加報告

・「つくばちびっ子博士２００８」の開催

・三輪哲久 生態系計測研究領域長：２００８年度 日本計量生物学会賞を受賞

・朝日長者伝説と土壌肥料学

・GMO情報： 最大の環境リスクは「競合における優位性」

・論文の紹介： CO２増加、温暖化および干ばつの複合要因制御による開放系気候変動実験手法 －CLIMATEプロジ

ェクト－

・本の紹介２５５： ウナギ －地球環境を語る魚－

No.１００（２００８．８．１）

・第３１回農業環境シンポジウム「穀物の争奪戦が食卓を襲う －世界の穀物と環境問題－」が開催された（詳細報告）
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・農林水産省農村環境保全室との連絡会が開かれた

・第８回有機化学物質研究会「農薬由来の POPsによる土壌汚染の環境修復に関する最近の動向」（９月１７日 つく

ば）

・若林農林水産大臣が農業環境技術研究所を視察

・第５回国際雑草科学会議（２００８年６月 カナダ（バンクーバー））参加報告

・IGARSS２００８ 国際地球科学およびリモートセンシングシンポジウム（２００８年７月 米国（ボストン））参加報告

・司馬史観による日本の森林評価と土壌肥料学

・GMO情報： カルタヘナ議定書の宿題「責任と救済」 －結論は２０１０年名古屋へ持ち越し－

・秋山博子 物質循環研究領域主任研究員が、日本土壌肥料学会奨励賞を受賞

・論文の紹介： 河川内での脱窒を実測するための大規模なトレーサー実験

・本の紹介２５６： サステイナビリティ学をつくる

・「情報：農業と環境」１００号を迎えて

・「情報：農業と環境」の８年４か月を振り返る

No.１０１（２００８．９．１）

・MARCOワークショップ「アジアにおける自然資源管理のための土壌情報システムの新しい取り組み」（１０月１４日

～１５日 つくば）

・第４回環太平洋農薬科学会議（２００８年６月 ハワイ（ホノルル））参加報告

・第５回国際線虫学会議（２００８年７月 オーストラリア（ブリスベン））参加報告

・第５回環境毒性化学会世界大会（２００８年８月 オーストラリア（シドニー））参加報告

・つくばちびっ子博士２００８が開催された

・サマー・サイエンスキャンプ２００８が開催された

・農業環境技術研究所報告 第２５号が刊行された

・徳川綱吉と土壌肥料学

・GMO情報： 有機農業と遺伝子組換え技術

・論文の紹介： 土壌中の可給性カドミウムの簡易測定法

・本の紹介２５７： 土壌資源の今日的役割と課題

・本の紹介２５８： 疑似科学入門

No.１０２（２００８．１０．１）

・農業環境技術研究所 研究成果発表会２００８ －未来につなげよう 安全な農業と環境－（１１月２８日 東京）

・アグリビジネス創出フェア２００８（１０月２９日～３０日 東京）

・つくば科学フェスティバル２００８（１１月８日～９日 つくば）

・第８回有機化学物質研究会「農薬由来の POPsによる土壌汚染の環境修復に関する最近の動向」が開催された

・「農業環境技術公開セミナー in 福島」が開催された

・顔 暁元（Yan Xiaoyuan）氏：２００８年若手外国人農林水産研究者表彰

・第２８回ハロゲン化残留性有機汚染物質国際シンポジウム（DIOXIN２００８）（８月１７日～２２日 英国（バーミンガム））

参加報告

・第１２回国際微生物生態学シンポジウム（ISME１２）（８月１７日～２２日 オーストラリア（ケアンズ））参加報告

・第９回国際植物病理学会大会 ICPP２００８）（８月２４日～２９日 イタリア（トリノ））参加報告

・ヨーロッパ土壌科学会議（EUROSOIL２００８）（８月２５日～２９日 オーストリア（ウィーン））参加報告

・リービッヒの無機栄養説と土壌肥料学

・GMO情報： 中国の Btワタ、ワタ以外の作物でも防除効果

・本の紹介２５９： 地球温暖化に挑む －世界の叡智が語る打開策－
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・本の紹介２６０： 農と環境と健康に及ぼすカドミウムとヒ素の影響

No.１０３（２００８．１１．１）

・MARCOワークショップ「アジアにおける自然資源管理のための土壌情報システムの新しい取り組み」が開催され

た

・第３３回国際地質学会（２００８年８月 ノルウェー（オスロ））参加報告

・第５回国際アレロパシー学会（２００８年９月 米国（サラトガスプリングス））参加報告

・２００８FOSS４G会議（２００８年９月 南アフリカ共和国（ケープタウン））参加報告

・米国地質学会・土壌学会・農学会・作物学会 合同大会（２００８年１０月 米国（ヒューストン））参加報告

・火山国ニッポンと土壌肥料学

・GMO情報： カルタヘナ議定書発効５周年 －ルーツの１９９２年から振り返る－

・論文の紹介： 蚊は忌避剤 DEETの臭いを避けている

・本の紹介２６１： Environmental Performance of Agriculture at a Glance（図表で見る農業の環境業績）

No.１０４（２００８．１２．１）

・公開セミナー「農業分野におけるメタゲノム解析技術の応用の可能性」（１２月１７日 つくば）

・アグリビジネス創出フェア２００８が開催された

・つくば科学フェスティバル２００８が開催された

・農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課との意見交換会が開かれた

・アジア・太平洋地域における農業環境で問題となる有害植物・昆虫に関する国際セミナーが開催された

・２００８年度農環研若手研究者奨励賞

・第３回国際汚染土壌修復会議（１０月１８日～２１日 中国（南京））参加報告

・化学肥料の功績と土壌肥料学

・GMO情報： 米国の次世代バイオ燃料計画 －トウモロコシの茎・葉・穂軸まで徹底利用－

・論文の紹介： エゾシカの個体数を推定する

・本の紹介２６２： 消える日本の自然

No.１０５（２００９．１．１）

・第２６回土・水研究会「窒素・リンによる環境負荷の削減に向けた取り組み」（２月２５日）

・農業環境技術研究所 研究成果発表会２００８－未来につなげよう安全な農業と環境－ が開催された

・公開セミナー「農業分野におけるメタゲノム解析技術の応用の可能性」が開催された

・第１０回遺伝子組換え生物の安全性に関する国際シンポジウム（ISBGMO）（２００８年１１月 ニュージーランド（ウェ

リントン））参加報告

・第１４回環境中における重金属の国際会議（ICHMET）（２００８年１１月 台湾（台北））参加報告

・農林水産技術会議事務局「２００８年農林水産研究成果１０大トピックス」

・農業環境を巡る２００８年の重大ニュース

・水田稲作と土壌肥料学（１）

・ＧＭＯ情報： 混迷深まるＥＵの組換え作物承認システム －科学的根拠とともに地域事情や経済要因も考慮－

・論文の紹介： 土壌中の微生物群集のメタトランスクリプトーム解析

・論文の紹介： 多数の種に対する多数の化学物質の同時毒性評価

・本の紹介２６３： 地球温暖化と農業

・本の紹介２６４： ドングリと文明
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No.１０６（２００９．２．１）

・第２５回気象環境研究会「開放系大気 CO２増加（FACE）実験 －過去、現在、未来－」（２月２７日）

・農環研公開セミナー「新規アレロケミカルの探索と利用」が開催された

・農業環境技術研究所「環境報告書２００８」を公表

・農業環境技術研究所年報 第２５号（平成１９年度）が刊行された

・水田稲作と土壌肥料学（２）

・GMO情報： 米国の悩み 中国のためらい －安全性未承認系統の微量流出－

・論文の紹介： 地球温暖化と湿潤熱帯地域の生物多様性

・本の紹介２６５： ヒトゲノムを解読した男 クレイグ・ベンター自伝

・「情報：農業と環境」１００万人目の訪問者の方へ

No.１０７（２００９．３．１）

・ＴＸテクノロジー・ショーケース in つくば２００９が開催された

・平成２１年度 依頼研究員の受入れ

・平成２１年度 農業環境技術研究所 一般公開（４月１７日）

・GMO情報： 雨にも負けないバイテクコーン －乾燥耐性品種の登場も間近－

・論文の紹介： 夏の気温上昇と世界の食料生産

・本の紹介２６６： 毒と薬の世界史 －ソクラテス、錬金術、ドーピング－

・本の紹介２６７： 安全。でも、安心できない… －信頼をめぐる心理学－

（４）マスコミへの情報提供と報道

１）プレスリリース

年月日 件 名

２０．４．１６ 農環研が明治初期の関東地方の土地利用を閲覧できるシステムを公開 －現在と１２０年前の土地利用状況
を容易に比較－

２０．５．２ 第３０回農業環境シンポジウム「温室効果ガス排出をどう削減できるのか －農林水産分野における地球温
暖化防止対策－」（東京）

２０．５．１２ 第３１回農業環境シンポジウム「穀物の争奪戦が食卓を襲う －世界の穀物と環境問題－」（東京）

２０．７．４ 衛星画像で東南アジア山岳焼畑地帯の炭素蓄積量の実態を明らかに －宇宙から地球環境リスクをとらえ
持続的な農林生態系管理シナリオを提示－

２０．８．８ 特定外来生物カワヒバリガイの利根川河口から１２０km上流までの生息を確認

２０．９．３０ 遺伝子組換えダイズとツルマメとの自然交雑は極めて起こりにくい

２０．１０．２２ 農環研が植物の葉から生分解性プラスチックを強力に分解するカビを発見 －環境負荷低減と省力化の新
技術開発に期待－

２０．１１．１２「未来につなげよう 安全な農業と環境」農業環境技術研究所 研究成果発表会２００８の開催

２０．１２．１８ 稲のカドミウム吸収に品種間差異があることを明らかにし、玄米カドミウム濃度が低い系統を開発

２１．３．２５ 農環研がイネの生育状況を推定できる気象データベース『MeteoCrop DB』を公開 －イネ生産への温暖
化の影響を解析するために－

２１．３．２５ セルロース系バイオマスから固体発酵でバイオエタノール生産 －農業・醸造型発酵法で農村地域の資源
循環を可能に－

２１．３．２７ 農環研がメラミン分解微生物を土壌中から発見 －シマジン分解微生物との組み合わせでメラミンを完全
に分解－
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２）個別取材一覧

取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２０．３．１８ ２０．３．２６ プレスリリース（生プラを強力に分解する微生物の発見）
および公開講演会『非食用バイオマスからのバイオエタ
ノール生産』（第１２回バイオマス合同研究会）に関して

日経ＢＰ社バイオセン
ター

北本 宏子

２０．３．３１ ２０．４．２０ タンポポの生態について ㈱クリエイティブネク
サス

芝池 博幸

２０．３．３１ わが国を対象とした温暖化予測の現状について 日本農業新聞 今川 俊明

２０．３．３１ ２０．５．３ わが国の温暖化による水稲収量予測について 朝日新聞 今川 俊明

２０．４．９ ２０．４．２７ プレスリリース（生プラを強力に分解する微生物の発見）
に関して

しんぶん赤旗 北本 宏子

２０．４．１０ ２０．４．２１ プレスリリース等（水稲高温不稔について）の確認取材 商経アドバイス 長谷川利拡

２０．４．１１ ２０．５．３０ ２００７年の夏季異常高温が水稲の稔実に及ぼした影響につ
いて

朝日新聞 長谷川利拡
桑形 恒男

２０．４．１４ ２０．４．２９ 外来生物対策について 朝日放送報道部 藤井 義晴

２０．４．１４ ２０．４．１８ 農地の二酸化炭素吸収源としての活用について 全国農業新聞 八木 一行

２０．４．１９ 雑草学会第４７回大会での鹿島港における野生化ナタネに
関する講演内容について

朝日新聞 松尾 和人

２０．４．２１ わが国の温暖化による農業の影響について 新聞「農民」 今川 俊明

２０．４．２３ 歴史的農業環境閲覧システムについて ＮＨＫ 岩崎 亘典

２０．４．２８ 第３０回農業環境シンポジウム発表予定課題「土壌炭素を
増やす農地管理が温暖化を緩和する」について

産経新聞 白戸 康人

２０．４．２８ オゾン濃度上昇と農作物収量の関連について 毎日新聞 今川 俊明

２０．４．３０ 作物に対する CO２施肥効果、温度ストレスなどの影響に
ついて

ＮＨＫ 長谷川利拡

２０．５．２ 温暖化の緩和と農耕地土壌への炭素貯留との関係 産経新聞 白戸 康人

２０．５．１６ ２０．７．１５ 平成２０年度科学技術分野の文部科学大臣賞表彰での受賞
業績「土壌モノリスを活用した土の理解推進」について

STAFF調査広報部 中井 信

２０．５．２０ ２０．５．２０
夕

FACE・温暖化実験の結果について 岩手日報社
報道部

長谷川利拡
桑形 恒男

２０．５．２０ ２０．６．１８ 生物多様性解析における分子系統樹のコンピュータを用
いた推定とその実用性について

日本経済新聞社
水戸支局

三中 信宏

２０．５．２２ 鹿島港周辺で野生化したこぼれ落ち種子由来のセイヨウ
ナタネ（組換え体を含む）の研究の内容と進捗状況

朝日新聞
科学グループ

井手 任
松尾 和人

２０．５．２２ ２０．６．６ FACE実験の概要について 札幌テレビ報道制作局
報道部

長谷川利拡

２０．５．２６
２０．５．２８

温暖化が農業に与える影響について 関西テレビ 今川 俊明

２０．５．２８ 雑草リスク評価について 毎日新聞 西田 智子

２０．５．２９ ２０．５．３０ 環境省「Ｓ４プロジェクト」記者発表で使用した資料の
提供について

日本農業新聞 今川 俊明
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取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２０．５．３０ 生物多様性研究の現状について ＮＨＫ教育
（サイエンスゼロ）

井手 任

２０．６．２ ２０．６．３０ 温暖化・気候変化が水稲生産に及ぼす影響について 新聞「農民」 長谷川利拡

２０．６．３ ２０．６．１５ 気候変化が日本のコメ生産に及ぼす影響について 赤旗日曜版 横沢 正幸

２０．６．４ ２０．６．７ 気候変化による収量変化推計について ＮＨＫ 横沢 正幸

２０．６．１３ 生物多様性の評価における種概念について 朝日新聞大阪本社
科学医療グループ

三中 信宏

２０．６．２１ ２０．７．５ 堆肥施用による二酸化炭素削減 帝国データバンク
帝国ニュース

谷山 一郎

２０．６．２４ 里山の生物多様性に関する研究の現状について ＮＨＫ教育
（サイエンスゼロ）

山本 勝利

２０．６．２６ 温暖化による鳥取県のコメの収量変動予測について ＮＨＫ鳥取放送局 今川 俊明

２０．６．２７ ２０．７．９ 日本のイネに対する温暖化の影響評価と適応策のための
実験的取り組みについて

ＢＢＣ英国放送協会 長谷川利拡

２０．６．３０ ２０．７．２ 気候変化による作物生産影響への対応について 日本農業新聞 横沢 正幸

２０．７．１ ２０．７．１７ 気候変化が農業に及ぼす影響と適応に関する研究の現状
と今後の課題

日本農業新聞 横沢 正幸

２０．７．１１ ２０．８．４ 気候変化が農業に及ぼす影響と適応について 日本経済新聞社 横沢 正幸

２０．７．１５ ２０．９．１４ 気候変化が農業に及ぼす影響について 東京新聞 横沢 正幸

２０．７．１５ ２０．７．２０ 気候変動とコメ収量変動について 朝日新聞 横沢 正幸

２０．７．１８
２０．８．４

２０．１１．８ 温暖化に関するドキュメンタリフィルムのための取材お
よび撮影

フランスＴＶ５
MONDE

長谷川利拡

２０．８．４ ２０．９．２１ FACE実験の成果について 朝日新聞福岡本部
報道センター

長谷川利拡

２０．８．８ ２０．８．３１ 霞ヶ浦に生息するカワヒバリガイの分布拡大について 下野新聞 伊藤 健二

２０．８．２７ ２０．９．７ 特定外来生物カワヒバリガイについて しんぶん赤旗 伊藤 健二

２０．８．２７ ２０．９．１ 気候変化が農業に及ぼす影響と適応に関する研究の現状
と今後の課題

日本経済新聞社 横沢 正幸

２０．８．２９ ２０．１０．９ 特別番組「ジュセリーノ２」（仮称）制作のための番組
リサーチ

（有）プロジェクト
ドーン

長谷川利拡

２０．９．２ ２０．１１．２３ 農地における炭素蓄積技術 日本経済新聞社 谷山 一郎

２０．９．３ ２０．９．１１ 気候変化が農業に及ぼす影響と適応について 朝日小学生新聞 横沢 正幸

２０．１０．１
２０．１０．１６

北海道の作物で大きな被害（食害）をもたらしている害
虫について

ＮＨＫあさひかわ 吉松 慎一

２０．１０．１０
２０．１０．２３

地方の報道
機関へ配信

生分解性プラスチックを強力に分解する酵母について 共同通信 北本 宏子

２０．１１．５ ２０．１２．３「サイエンス最前線：研究者たちの素顔」に関わる取材 毎日新聞 藤井 義晴

２０．１１．１２ ２０．１２．１
HPにup

「生分解性プラスチックを強力に分解する菌の発見」に
ついて

大悠社 北本 宏子
小板橋基夫
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取材日 報道日 件 名 取材機関 対応者

２０．１１．１９ ２０．１１．２５ 農業環境技術研究所の紹介と所内で実施している地球温
暖化研究について

聖教新聞 今川 俊明

２０．１１．２１ 地方の報道
機関へ配信

外国産在来植物のアレロパシーについて 共同通信 藤井 義晴

２０．１２．３ 地球温暖化が農業に与える影響について 毎日新聞 今川 俊明

２０．１２．８ ２１．２．１０ 低濃度エタノールを用いた土壌消毒法の開発の現状およ
び実用化の可能性について

ＭＰＳフローラル
マーケティング（株）

與語 靖洋
小原 裕三

２１．１．１７ ２１．４月号 ダーウィン・進化論特集に関わる対談 日経サイエンス 三中 信宏

２１．１．１４ ２１．２．１ カワヒバリガイの生態や分布、拡散のメカニズムについ
て

茨城新聞 伊藤 健二

２１．１．１６ ２１．６．
２５（夕）
２６（朝）

農環研成果発表会２００８で発表した外来植物の研究につい
て

朝日新聞科学グループ 池田 浩明

２１．１．２９ ２１．１．３０ 「越境汚染」共同調査について テレビ東京
経済ニュースセンター

與語 靖洋

２１．１．３１ ２１．２．１１ ヒガンバナのアレロパシーについて 農業共済新聞 藤井 義晴

２１．２．２ ２１．２．１０
２１．２．２４

農作物のカドミウム低減技術について 日本農業新聞 荒尾 知人
小野 信一

２１．２．５ ２１．３．１５ 除草剤について 朝日新聞社東京本社 與語 靖洋

２１．２．６ ２１．３．６ カワヒバリガイの分布・被害状況について 朝日新聞社大阪化学
医療グループ

伊藤 健二

２１．２．１０
２１．２．１１
２１．２．１２

２１．２．１２ アレロパシーについて テレビ東京
経済ニュースセンター

井手 任

２１．２．１６ ２１．２．１９ 對馬らが特許出願し、公開になった「ムギ類赤かび病菌
が生産するデオキシニバレノール（DON）分解菌」に
ついて

化学工業日報 對馬 誠也

２１．２．２０ 北海道の作物で大きな被害（食害）をもたらしている害
虫について

朝日新聞東京本社
科学グループ

吉松 慎一

２１．２．２０ ５月号（３／
２６発売）

最新の研究動向紹介 （株）日本ビジネス出版 廉沢 敏弘

２１．３．１２ ２１．４．１２
２１．４．３０

茶草場に残る豊かな里山生態系
（静岡県農林技術研究所のプレスリリース）

中日新聞
静岡新聞

楠本 良延

２１．３．１７ ２１．４．３０ 食料生産に伴う窒素循環に関する基礎情報 ＮＨＫ 新藤 純子

２１．３．３１ ２１．４．１４ 雑種性タンポポについて 福井新聞社 芝池 博幸
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３）新聞記事

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２０．４．２ 高温で稲不稔増加 昨年産の関東・東海 日本農業新聞

２０．４．４ 平成２０年度科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞 理解増進部門
（土壌モノリスを活用した土の理解増進 中井・大倉・小原）

科学新聞

２０．４．１５ １９年度落葉果樹研究会 虫害分科会 基調講演＝農業に有用な生物多様性の
持続的活用を目指して（平井一男）

新農林技術新聞

２０．４．１７ 明治の土地利用一目で 農業環境技術研究所 関東平野の地図ネット上で公
開

日本経済新聞

２０．４．１７ 土地利用状況 １２０年前と簡単比較 つくば・農環研 閲覧システム構築 茨城新聞

２０．４．１７ 明治初期の関東地方の土地利用を閲覧できるシステムを公開 農環研 日刊アグリ・リ
サーチ

２０．４．１８ 農水省、CO２削減へ向け報告書 農地を CO２吸収源に 農家の協力不可欠 全国農業新聞

２０．４．２１ 明治時代の地図電子化 農環研、ネット公開 土地利用の変化比較 日経産業新聞

２０．４．２１ 開花期異常高温で不稔多発 農環研・作物研 野外ほ場で初めて確認 忍び
寄る「温暖化不作」

商経アドバイス

２０．４．２４ 明治時代の土地と比較 農環研が閲覧システム 日本農業新聞

２０．４．２５ 明治期の土地利用「一目で」 容易に現在と比較 農環研がＷｅｂ公開 科学新聞

２０．４．２７ プラスチック短期間で分解 新しい酵母発見 しんぶん赤旗

２０．４．３０ 生物多様性 簡便な評価手法開発へ 農水が５年計画 天敵など指標候補に 化学工業日報

２０．５．３ ののちゃんの自由研究 地球温暖化特集 朝日新聞

２０．５．１２ 第３０回農業環境シンポジウム開催案内 常陽新聞

２０．５．１２ 第３０回農業環境シンポジウム開催案内 日本農業新聞

２０．５．１４ 第３１回農業環境シンポ開催案内
穀物と環境テーマにシンポ 来月、東京で 農環研

日本農業新聞

２０．５．１５ 第３１回農業環境シンポジウム開催案内 化学工業日報

２０．５．１５ 農水分野の地球温暖化防止対策めぐりシンポ
（第３０回農業環境シンポ関連記事）

日刊アグリ・リ
サーチ

２０．５．３０ イネ、猛暑に負けず 気温４０度超の昨夏…でも、収量平年並み 室内実験と
実態に溝

朝日新聞

２０．５．３０ 温暖化稲作に影響 近畿減収、北海道は増 茨城大など２０５０年予測 日本農業新聞

２０．６．６ レスター・ブラウン氏 炭素税導入を提言
（第３１回農業環境シンポ関連記事）

日本農業新聞

２０．６．９ レスター・ブラウン氏が講演
（第３１回農業環境シンポ関連記事）

日刊アグリ・リ
サーチ

２０．６．１０ 温室効果ガスの排出削減 農業分野でできること 耕作地の適正管理で炭素
貯留効果（第３０回農業環境シンポ関連記事）

常陽新聞

２０．６．１１ 環境エコロジー 熱中症死２～５倍どう対策 温暖化進む２１００年 １４機関予
測

朝日新聞
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２０．６．１２ 地球温暖化、食糧危機にどう対応する？ レスター・ブラウンさんの講演か
ら（第３１回農業環境シンポ関連記事）

しんぶん赤旗

２０．６．１８ ２０２０年までに CO２排出８０％削減を レスター・ブラウン所長の基調講演から
穀物の争奪戦が食卓を襲う 農業環境技術研究所がシンポジウム

農業共済新聞

２０．６．１８ ウイルスの祖先遺伝子のデータ検索 ルーテック社長 町井皓伎氏 フジサンケイビ
ジネスアイ

２０．６．２５ 土壌消毒にエタノール 環境負荷を低減 熱水・蒸気処理より安価
千葉県農林総合センター暖地園芸研究所が開発

農業共済新聞

２０．６．２５ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）① 科学の進歩で実用化

日本農業新聞

２０．７．１ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）② 処理時期、方法考えて

日本農業新聞

２０．７．２ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）③ 雑草の“急所”を突く

日本農業新聞

２０．７．２ じわり温暖化… 変わる農業地図
広がる高温障害「品種転換しかない」

日本農業新聞

２０．７．９ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）④ 選択性で作物と区別

日本農業新聞

２０．７．１５ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）⑤ 同一剤連用で耐性

日本農業新聞

２０．７．１６ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）⑥ 医薬の製剤技術応用

日本農業新聞

２０．７．１７ 温暖化動く現場６ 短・長期の対策必要 全品目に影響大
横沢主任研究員（農環技研）に聞く

日本農業新聞

２０．７．１８ ラオス焼畑地帯の炭素蓄積量解明
衛星画像駆使 長期観測データ利用 持続可能な食料生産模索 農環研

科学新聞

２０．７．２３ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）⑦ 環境と調和保って

日本農業新聞

２０．７．２９ サイエンス（コラム：８回連載）
農薬働く仕組み（除草剤編）⑧ ＧＭの影響いかに

日本農業新聞

２０．８．４ 農業環境技術研究所 焼き畑農業の管理策 １０年放置の管理で現状改善
つくば発サイエンス

東京新聞

２０．８．９ カワヒバリガイ東京で生息確認 農業環境技術研 日本経済新聞

２０．８．９ 利根川でも大量発生 特定外来生物指定・カワヒバリガイ
農業環境技術研究所が調査 水の流れに障害

茨城新聞

２０．８．９ 中国原産のカワヒバリガイ 利根川で広範囲に生息確認
小貝川、牛久沼にも拡大 通水障害の影響懸念 農環研

常陽新聞

２０．８．９ 外来二枚貝の分布拡大 カワヒバリガイ 利根川、小貝川に 読売新聞

２０．８．９ 利根川水系にも広く分布 通水障害起こすカワヒバリガイ 生息範囲が拡大
農業環境技術研が調査

東京新聞

２０．８．１１ 外来カワヒバリガイ繁殖 関東１都４県に拡大 毎日新聞

III．研究成果の発表と広報 ３９



日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２０．８．１２ カワヒバリガイ東京にも生息域 広がる特定外来生物 日経産業新聞

２０．８．１７ 外来種カワヒバリガイ、利根川水系にも悪影響 朝日新聞

２０．８．２６ 利根川上流にも生息 カワヒバリガイ高密度に 農環研調査 常陽新聞

２０．８．３１ 霞ヶ浦導水事業を問う③第２部・見えないリスク 外来種 逆送水に交じり
拡大懸念 繁殖力が強く在来種に脅威

下野新聞

２０．９．１ 温暖化と「リンゴの予言」 日経産業新聞

２０．９．７ “おじゃま貝”生息拡大 外来生物カワヒバリガイ 利根川水系広い範囲に しんぶん赤旗

２０．９．１１ 変化の影響受けやすい果物 リンゴの適地 北へ移動 朝日小学生新聞

２０．９．１４ 温暖化 ２１００年のニッポン コメ 減収地域広がる 東京新聞

２０．９．２１ CO２吸収 見守るタワー 温暖化の未来予測 各地の森観測網 朝日新聞
（九州版）

２０．１０．１ ＧＭＯダイズとツルマメ 自然交配 極めて低頻度 農環研、栽培実験で確
認 環境リスクは軽微

化学工業日報

２０．１０．１ ＧＭ大豆の自然交雑極少 農環研がツルマメ調査 日本農業新聞

２０．１０．２ 「自然交雑起こりにくい」 遺伝子組み換えダイズで 農環研「０．１％程度以
下」

常陽新聞

２０．１０．７ 桜の種 宇宙の旅ヘ エンデバーで６カ月滞在 東京新聞

２０．１０．８ ヒガンバナ ご先祖の知恵 常陽新聞

２０．１０．１２ 牛メタン抑制 増体や乳量増 日本農学会 環境以外の効果強調 日本農業新聞

２０．１０．１５ 土の緩衝作用 作物を守るヘルメット 常陽新聞

２０．１０．１６ 生分解プラ 強力分解する微生物 日刊工業新聞

２０．１０．１６ 土壌診断に携帯機器開発 新潟県 日本農業新聞

２０．１０．２１ カーボンオフセット メロン軌道に 炭施用 CO２量相殺 ＪＡ木造町 青森
県つがる市 ネギやスイカも

日本農業新聞

２０．１０．２２ 農薬 毒？それとも薬？ 常陽新聞

２０．１０．２３ プラスチック分解 新物質 農環技研 茨城新聞

２０．１０．２３ 生分解プラ 強力分解 イネ科植物からカビ単離 農環研 化学工業日報

２０．１０．２３ 生分解性プラスチックを分解するカビを発見＝農環研 日刊アグリ
リサーチ

２０．１０．２３ 生分解性プラ 素早く分解するカビ 農環研が発見 日経産業新聞

２０．１０．２３ カビが生プラ分解 最短６日で処理 農環研が菌発見 培養方法も確立 日本農業新聞

２０．１０．２４ カビが効く 生分解性プラ 分解促進 農環研が発見 日刊工業新聞

２０．１０．２５ 第８回有機化学物質研究会開く 「農薬由来の POPsによる土壌汚染の環境
修復に関する最近の動向」をテーマに

新農林技術新聞

２０．１０．２７ 生プラを強力に分解するカビ 農環研が植物の葉から発見 環境負荷低減の
新技術開発に

常陽新聞

２０．１０．２９ リモートセンシング 宇宙から田んぼを見つめる科学の目 常陽新聞
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２０．１０．３１ 生分解性プラの強力分解菌 農環研 植物の葉から発見 科学新聞

２０．１１．５ 微生物 未知の世界の生きものたち 常陽新聞

２０．１１．５ 輸入港周辺におけるセイヨウナタネ個体群の生態調査結果 （独）農業環境
技術研究所 松尾和人

新農林技術新聞

２０．１１．５ オオムギのカビにプラ分解物質発見 農環研 フジサンケイビ
ジネスアイ

２０．１１．１１ 農業分野で応用機運高まる メタゲノム解析技術 農環研が後押し 来月セ
ミナー 研究者の交流促進へ

化学工業日報

２０．１１．１１
ほか

微生物に分解される「生分解性プラスチック イネの酵母菌が高速化 農環
研が確認 実用化へ菌の使い分けが鍵

山陽新聞他８誌

２０．１１．１２ 肥料と環境 農地から流れ出す窒素 常陽新聞

２０．１１．１２ 大麦の葉から生プラを強力に分解するカビ 農業共済新聞

２０．１１．１４ 生プラ分解する強力カビ 朝日新聞

２０．１１．１５ 本県農業の戦略探る 県立大で国際シンポジウム 内外研究者が意見交換 秋田魁新報

２０．１１．１５ 農薬環境科学研究会 第２６回シンポジウム開く 「土壌環境における農薬の
分解と農薬分解菌」をテーマに 農薬の土壌中の分解性・移動性を試験によ
り評価

新農林技術新聞

２０．１１．１９ カドミ米 田んぼのカドミウムを減らす 常陽新聞

２０．１１．２１ 急速に期待高まるバイオ産業 国際企業が戦略強化 Ｍ＆Ａ、共同研究など
加速 環境

化学工業日報

２０．１１．２３ CO２吸収 農地を生かせ 土壌の炭素貯留 排出減に期待 上手な農地管理
は温暖化対策にプラス

日本経済新聞

２０．１１．２５ 「温暖化」に負けない営農を！ 農業環境技術研究所に聞く 稲高温障害の
対策をリード リンゴ、ミカン栽培が北へ移動

聖教新聞

２０．１１．２６ 土壌侵食 つちがなくなっていく 常陽新聞

２０．１２．３ 土の中の微生物 さまざまな働きを利用する 常陽新聞

２０．１２．３ 危険な外来種繁殖防ぐ 植物から未知の物質探す 農業環境技術研究所 藤
井義晴さん ８００種の基礎資料を作成

毎日新聞

２０．１２．１０ 微生物 パンがふくらみプラスチックを分解 常陽新聞

２０．１２．１５ 農業環境技術研究所研究成果発表会２００８ 温暖化による生産予測・生物多様
性の喪失など

新農林技術新聞

２０．１２．１７ メタン 水田から出る温室効果ガス 常陽新聞

２０．１２．１９ イネの低カドミウム吸収力 品種間で２～１０倍の差 農環研が確認 東北農
研、新系統開発

化学工業日報

２０．１２．１９ カドミウム濃度半分のイネ開発 農環研など 日経産業新聞

２０．１２．１９ カドミ低吸収稲５系統開発 農環研と東北農研 日本農業新聞

２０．１２．２４ 土の中の放射能 自然放射性物質と人工放射性物質 常陽新聞

２０．１２．３０ ［２００８年農林水産研究１０大ニュース６位］短期間で９割分解 生プラを効率
よく分解する微生物

日本農業新聞
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日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．１．９ イネのカドミウム吸収に品種間差異 農環研など 濃度の低い系統を開発 科学新聞

２１．１．９ 農林水産技術会議が選定 ２００８年農林水産研究成果１０大トピックス 秋～冬
にイネ給与 飼料イネを活用した繁殖和牛の周年放牧

全国農業新聞

２１．１．１４ 土壌呼吸 土から発生する二酸化炭素 常陽新聞

２１．１．１５ 高温障害 コシヒカリは限界？ 強い品種の育成を 毎日新聞

２１．１．２１ 昆虫の同定 この虫の名前はなに？ 常陽新聞

２１．１．２１ イチゴ炭そ病 素早く正確に診断 遺伝子で感染株特定 奈良、千葉県と農
環研

日本農業新聞

２１．１．２５ 病害虫防除所職員等中央研修開く 農水省 新農林技術新聞

２１．１．２６ 国境越え広がる有害物質 日中韓など共同調査 東アジア１１カ国の研究機関
農薬・発がん物質拡大経路を究明 対策へ周辺国の協力必要 「越境汚染」

実態解明へ一歩

日本経済新聞

２１．１．２７ カドミ低吸収米に期待 農業環境技術研究所など開発 安全対策、低コスト
で

秋田魁新報

２１．１．２８ 残留分析 食品中の有害化学物質を調べる 常陽新聞

２１．１．２８ ２００８年農林水産研究成果１０大トピックス イネ科作物の葉の表面などに生息
する微生物が生分解性プラスチックを効率よく分解

農業共済新聞

２１．２．１ カワヒバリガイ 分布拡大、駆除手探り 茨城新聞

２１．２．４ 環境変動 大気中の二酸化炭素濃度の上昇とイネ 常陽新聞

２１．２．１０ カドミ対策 水稲 待ったなし 吸収抑制へ水管理 稲専用種使い浄化 厚
労省が基準見直し 技術普及急ピッチ

日本農業新聞

２１．２．１１ ヒガンバナは雑草じゃない 祖先が伝統的に利用した有用植物 猛毒リコリ
ンが雑草の生育阻害 漢方の治療薬、殺菌・殺虫の作用も

農業共済新聞

２１．２．１２ 冬の田んぼ 米粒と渡り鳥 常陽新聞

２１．２．１５ 遺伝子組換え 激変する世界情勢 食料危機懸念が推進後押し 環境影響研
究充実目立つ中国 世界で栽培計１億１４３０万 ha 欧州委員会や英国も積極
姿勢 干ばつ耐性トウモロコシ 米モンサントが準備

新農林技術新聞

２１．２．１８ 地名と農業 迅速測図と歴史的農業環境閲覧システム 常陽新聞

２１．２．１９ 赤カビ病毒素 分解菌株の分離成功 農業生産段階で汚染抑制 農環研 生
物防除資材などに活用へ

化学工業日報

２１．２．２４ 出穂前後の湛水有望 課題は収穫 客土 水管理 pH調整 日本農業新聞

２１．２．２５ ポジティブリスト制度 食品中の農薬残留を規制する 常陽新聞

２１．２．２５ 農薬の安全性 緑地管理研究会講演要旨 （独）農業環境技術研究所有機化学
物質研究領域長 與語靖洋

新農林技術新聞

２１．２．２５ 高吸収稲で土壌修復 実証始動へ 化学洗浄 植物浄化 日本農業新聞

２１．２．２６ 低蓄積品種 開発進む 食味改良へ 交雑育種 期間短縮 日本農業新聞

２１．３．４ 温室効果ガス 水田からのメタンが温暖化で増加 常陽新聞

２１．３．６ 外来二枚貝 寄生虫の運び屋 琵琶湖侵入 魚の脅威に ニゴロブナやホン
モロコ大丈夫？

朝日新聞
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４）テレビ・ラジオ等

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．３．６ 『微生物と植物の相互作用：病害と生物防除』百町満朗岐阜大学応用生物科
学部教授、對馬誠也農業環境技術研究所生物生態機能研究領域長 編

化学工業日報

２１．３．１１ 穂温推定モデル 気温が高いと米が実らない？ 常陽新聞

２１．３．１１ 中山間地域等直接支払制度 次期対策の検討をスタート 農水省が総合対策
検討会

農業共済新聞

２１．３．１５ 除草剤 急所を狙い打ち植物枯らす 朝日新聞

２１．３．２２ 第４６回読売農学賞 受賞者紹介 中 CO２増の影響 水田で実験 小林和彦
東京大学教授 岡田益己岩手大学教授

読売新聞

２１．３．２６ イネの生育状況推定 農環研が気象ＤＢ温暖化の影響予測 化学工業日報

２１．３．２６ 貯蔵のみでバイオ燃料 農環研 飼料イネ使い新製法 日刊工業新聞

２１．３．２６ バイオ燃料 飼料用イネから生産 農環研酒醸造技術を応用 日本経済新聞

２１．３．２６ バイオエタノール 飼料用イネから生産 農環研、醸造技術を応用 日経産業新聞

２１．３．２７ 稲わらバイオ前進 簡易生産技術を開発 農環研 日本農業新聞

２１．３．２７ イネの生育状況を推定できる気象データベースを公開＝農環研 日刊アグリ・リ
サーチ

２１．３．３０ メラミン分解する微生物 農環研 －興和 環境浄化技術応用へ 化学工業日報

２１．３．３０ メラミン 土中細菌で効率分解 農環研など 汚泥の肥料化に道 日経産業新聞

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２０．４．２０ 「所さんの目がテン」－綿毛大追跡◯秘タンポポ 日本テレビ

２０．４．２７ ＪＮＮ九州沖縄ドキュメント「ムーブ」
－黒い樹氷～世界遺産が教える危機～

ＲＫＢ毎日放送

２０．６．７ 「SAVE THE FUTURE 科学者ライブ」－温暖化！日本は地球はこれからど
うなる？世界の、日本の食糧への影響は？

ＮＨＫ総合

２０．７．４ 「いばらきわいわいスタジオ」－焼畑農業の環境への影響数値化 ＮＨＫ水戸放送局

２０．７．４ 「茨城ニュース８４５」－焼畑農業の環境への影響数値化 ＮＨＫ水戸放送局

２０．８．８ 「いばらきわいわいスタジオ」－中国原産“カワヒバリガイ”広範囲に侵入 ＮＨＫ水戸放送局

２０．８．８ 「茨城ニュース８４５」－中国原産“カワヒバリガイ”広範囲に侵入 ＮＨＫ水戸放送局

２０．９．１９

２０．１０．１９

「お米のなみだ」ＮＨＫ（東北ブロック）－ＮＨＫ仙台放送局開局８０周年記
念ドラマ
「お米のなみだ」ＮＨＫ（全国）再放送

ＮＨＫ仙台放送局

ＮＨＫ総合

２０．１０．２２ 「茨城ニュース８４５」－生分解プラを強力分解のカビ発見 ＮＨＫ水戸放送局

２０．１０．９ 「ジュセリーノ２」－食料不足 テレビ東京

２０．１２．２７ ＮＨＫ総合（ローカルニュース）
－カドミウム吸収少ない稲開発

ＮＨＫ水戸放送局

２１．１．３０ 「ワールドビジネスサテライト」－「越境汚染」に打つ手は？ テレビ東京
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３．一般向け行事及び来訪者
（１）一般向け行事

１）農業環境技術研究所で実施した行事

行事名：科学技術週間に伴う農業環境研究所一般公開「未来につなげよう 安全な農業と環境」

開催日：平成２０年４月１８日

来訪者：約６００名

行事名：つくばちびっ子博士２００８－昆虫採集教室・農業環境インベントリー展示館見学－

開催日：平成２０年７月２３日（昆虫採集教室）

平成２０年８月６日、８月２０日（農業環境インベントリー展示館見学）

参加者：１８７名（父兄除く小中学生）

行事名：サマー・サイエンスキャンプ２００８

開催日：平成２０年７月３０日～８月１日

参加者：８名（高校生及び高等専門学校生）

２）農業環境技術研究所外で実施した行事

行事名：科学技術週間に伴う農業環境研究所一般公開 企画展示

開催日：平成２０年４月１９日

開催場所：食と農の科学館つくばリサーチギャラリー

来訪者：約４００名

行事名：つくばエキスポセンター特別展「ちいさな地球」講演会『赤外線放射温度計でイネの体温をはかってみ

よう』『私たちの食べ物を作る大切な＜土＞のお話』

開催日：平成２０年８月２日～３日

開催場所：つくばエキスポセンター

行事名：つくば科学フェスティバル２００８「土の不思議」

開催日：平成２０年１１月８日～９日

開催場所：つくばカピオ

日 付 見 出 し 発 表 媒 体

２１．２．１２ 「ワールドビジネスサテライト」－“外来生物”どう防ぐ！？ テレビ東京

２１．３．２５ 「いばらきわいわいスタジオ」、「茨城ニュース８４５」
－セルロース系バイオマスから固体発酵でバイオエタノール生産

ＮＨＫ水戸放送局

２１．３．２７ 「いばらきわいわいスタジオ」、「茨城ニュース８４５」
－メラミンを分解する微生物発見

ＮＨＫ水戸放送局

２１．３．２９ 「おはよう日本」ＮＨＫ総合（ローカルニュース） ６時台
－セルロース系バイオマスから固体発酵でバイオエタノール生産

ＮＨＫ水戸放送局
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行事名：サイエンスアゴラ２００８「研究者とかたるミニトーク」『温暖化でお米はどう変わる？』

開催日：平成２０年１１月２３日

開催場所：日本科学未来館

（２）その他の見学者・来訪者

平成２０年度は、一般見学等５４件７０３名を受け入れた。

年 月 件数 人数 年 月 件数 人数

平成２０年４月 ４ ７５ 平成２０年１０月 ５ ４５

５月 ５ ８５ １１月 ４ ２５

６月 １ ９ １２月 ３ ７

７月 １１ ２０２ 平成２１年１月 ０ ０

８月 １１ １２３ ２月 ４ ５８

９月 ５ ５３ ３月 １ ２１

III．研究成果の発表と広報 ４５



１．共同研究

（１）国内

平成２０年度は、共同研究契約にもとづく２７件の共同研究を実施した。相手先は公設試験研究機関４件、独立行政法人

４件、大学等６件、民間１８件（延べ数）であった。（相手先が複数の共同研究がある）

（２）国外

MOUの下で次の機関と研究協力を実施した。

１）大韓民国農村振興庁農業科学技術院：共同研究実施。合同検討会議を開催

２）中国科学院南京土壌研究所：戦略的国際科学技術協力推進事業（JST）に共同で提案・採択

３）New Zealand’s foremost environmental research organization：共同研究実施。OECD国際共同研究プログラムで研究

者１名を６か月間派遣

４）米国アラスカ大学国際北極圏研究センター

５）ドイツ・ボン大学開発研究センター

韓国・アメリカ・ドイツの研究機関と「新規水質汚染物質に対する多成分残留分析法開発」について共同研究契

約に基づく４か国共同研究を実施した。POPs２２種の水系での分析マニュアルを作成した。

（注）平成２０年６月までは、「水系における医薬品類、ニトロソアミン類、ホルモン類及び残留性有機汚染物質の多成

分分析法の開発」として実施。

２．行政等からの要請による委員会等への専門家の派遣一覧

IV．研究・技術協力

主催者名 委員会名 役職

環境省自然環境局 平成２０年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業（ガンカモ類調査）検討委員会 委員

環境省自然環境局 平成２０年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業（シギチドリ類調査解析
ワーキンググループ）委員会

委員

環境省水・大気環境局 ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会への参画及びダイオキシン類環
境測定調査精度管理状況の確認に際しての助言

委員

環境省水・大気環境局 中央環境審議会専門委員会 専門委員

環境省地球環境局 平成２０年度酸性雨対策検討会（生態影響分科会） 検討員

環境省（三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２０年度温室効果ガス排出量算定方法検討会 森林等の吸収源分科会 委員

環境省（三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２０年度温室効果ガス排出量算定方法検討会 農業分科会 委員

環境省（三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング（株）受託）

平成２０年度温室効果ガス排出量算定方法検討会 農業分科会 委員

国土交通省国土技術政策総合研究所 特定外来生物（植物）検討委員会 委員

人事院事務総局人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 専門委員

人事院事務総局人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 専門委員

人事院事務総局人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 専門委員

人事院事務総局人材局 平成２１年度国家公務員採用Ⅰ種試験 専門委員
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主催者名 委員会名 役職

内閣府食品安全委員会事務局 食品安全委員会 専門委員

内閣府食品安全委員会事務局 食品安全委員会 専門委員

内閣府日本学術会議事務局 土木工学・建築学委員会学際連携分科会環境工学連合小委員会 委員

内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP合同分科会
GLP小委員会

委員

農林水産省消費・安全局植物防疫課 植物防疫に関する技術連絡会議 委員

農林水産消費・安全局動物衛生課 輸入畜産物検査に関する検討会 委員

農林水産省関東農政局農村計画
部（国営事業管理委員会委員長）

環境に係る情報協議会 委員

農林水産省技術会議事務局筑波
事務所

平成２０年度数値情報ワーキンググループ 委員

農林水産省技術会議事務局筑波
事務所

平成２０年度数値情報ワーキンググループ 委員

農林水産省消費・安全局（植物
防疫課）

植物防疫に関する技術連絡会議（予察審議） 委員

農林水産省生産局 土壌管理のあり方に関する意見交換会 委員

農林水産省生産局農産振興課技
術対策室

農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー アドバイ
ザー

農林水産省生産局農産振興課技
術対策室

農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー アドバイ
ザー

農林水産省大臣官房 食料・農業・農村政策審議会 専門委員

農林水産省大臣官房環境バイオ
マス政策課

国際バイオ燃料基準検討会議 委員

農林水産省大臣官房環境バイオ
マス政策課

地球環境問題に関する有識者会議 委員

農林水産省大臣官房統計部 水稲の作柄に関する委員会 委員

農林水産省農村振興局 INWEPF国内委員会 委員

農林水産省農村振興局 中山間地域等総合対策検討会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局

地球温暖化対策研究推進委員会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

農林水産研究情報・計算センター２００８年システム設計作業部会 有識者

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

農林水産研究情報・計算センター２００８年システム調達に関する委員会 委員

農林水産省農林水産技術会議事
務局筑波事務所

農林水産研究情報総合センター科学技術計算システム利用プログラム検討ワーキ
ンググループ

委員

農林水産大臣、環境大臣 生物多様性影響評価検討会 委員

文部科学省研究振興局ライフサ
イエンス課

遺伝子組換え技術等専門委員会 委員

文部科学省高等教育局 大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会） 専門委員

つくば市 つくば市環境審議会 委員

つくば市 つくば市景観審議会 委員

熊本県知事 荒尾市浦川流域化学物質汚染対策検討委員会 委員

熊本県知事 川辺川ダム事業に関する有識者会議 委員

群馬県 試験研究課題に係る外部評価会 委員
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主催者名 委員会名 役職

滋賀県農政水産部 滋賀県農業・水産業温暖化対策検討委員会 委員

静岡県浜松土木事務所長 佐鳴湖浄化対策専門委員会 委員

千葉県知事 千葉県試験研究機関評価委員会環境研究センター課題評価専門部会 構成員

柏市 柏市緑の基本計画策定委員会 委員

富山県 富山県環境審議会土壌専門部会 専門員

福島県農林水産部長 経営体育成基盤整備事業双潟地区生育障害対策検討会 アドバイ
ザー

北海道環境生活部 平成２０年度エゾシカ保護管理検討会 委員

（独）科学技術振興機構 JSTイノベーションサテライト茨城 アドバイザリグループ アドバイ
ザー

（独）科学技術振興機構 良いシーズをつなぐ知の連携システム 外部専門
家

（独）科学技術振興機構 科学技術振興調整費審査作業部会 委員

（独）国際農林水産業研究セン
ター

英文誌 JARQの編集委員会 委員

（独）国際農林水産業研究セン
ター

英文誌 JARQの編集委員会 委員

（独）国立環境研究所 環境省請負業務「除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査・研究業務」 委員

（独）国立環境研究所 平成２０年度水産動植物登録保留基準の運用・高度化検討会 委員

（独）国立環境研究所 平成２０年度水産動植物登録保留基準の運用・高度化検討会 委員

（独）国立環境研究所 地球温暖化研究検討会（温暖化研究者フォーラム） 委員

（独）種苗管理センター 登録品種の保存標本・ＤＮＡ使用等検討委員会 委員

（独）種苗管理センター 独立行政法人種苗管理センター調査研究評価委員会 委員

（独）森林総合研究所 独立行政法人森林総合研究所遺伝子組換え生物等第一種使用等業務安全委員会 委員

（独）農業生物資源研究所 平成２０年度市民参加型展示ほ場検討会 委員

（独）日本原子力研究開発機構 施設利用協議会 専門委員

（独）農業生物資源研究所 農業生物資源ジーンバンク事業連絡協議会 委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構 生物系特定産業技術研
究支援センター

「イノベーション創出基礎的研究推進事業」書類審査 審査委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構 生物系特定産業技術研
究支援センター

「イノベーション創出基礎的研究推進事業」書類審査 審査委員

（独）農業・食品産業技術総合研
究機構 中央農業総合研究セン
ター

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業「長距離イネウンカ類の飛来予
測システムの実用化技術の開発」

外部評価
委員

（株）トロピカルテクノセンター 平成２０年度地域イノベーション創出研究開発事業研究推進会議 委員

（株）リバネス 宇宙種管理委員会 委員

（財）下水道新技術推進機構 東京湾再生推進会議陸域対策分科会陸域汚濁負荷削減検討アドバイザー会議 委員

（財）環境科学技術研究所 微量元素葉面挙動調査検討委員会 委員

（財）環境科学技術研究所 放射性物質形態別移行調査検討委員会 委員

（財）資源・環境観測解析センター PALSARデータ利用委員会 委員

（財）自然環境研究センター 「平成２０農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査」検討委員会 検討委員

（財）自然環境研究センター 「平成２０農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査」検討委員会 検討委員
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主催者名 委員会名 役職

（財）自然環境研究センター 外来貝類対策技術検討調査調査検討委員会 委員

（財）森とむらの会 森林と水田の一体的整備による食糧安全保障の確保に関する政策考察研究会 委員

（財）日本環境衛生センター酸性
雨研究センター

乾性沈着量推定に関する専門家グループ 委員

（財）日本環境衛生センター酸性
雨研究センター

平成２０年度酸性沈着解析ワーキンググループ 検討委員

（財）日本穀物検定協会 新技術開発検討会議 外部有識
者

（財）日本植物調節剤研究協会 緑地管理除草剤薬効害試験委員会 専門調査
委員

（財）日本水土総合研究所 国営造成施設管理体制整備促進事業（管理体制整備型）の評価に係る検討会 委員

（財）農業技術協会 「農業技術」誌の編集委員会 編集委員

（財）電力中央研究所 環境省アドバイザリーボード会合（Ba-０８６） アドバイ
ザー

（財）日本環境衛生センター酸性
雨研究センター

平成２０年度生態影響解析ワーキンググループ 検討委員

（社）環境情報科学センター ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査分科会及び統括主査・主査会議 主査

（社）国際環境研究協会 平成２０年度地球環境研究企画委員会第１研究分科会事前評価専門部会 委員

（社）日本下水道協会 「再生と利用」編集委員会 委員

（社）日本下水道協会 下水汚泥コンポスト利用促進連絡会 委員

（社）日本環境測定分析協会 環境測定分析士委員会 委員

（社）日本草地畜産種子協会 循環型畜産の確立に向けた調査普及事業（環境に配慮した草地飼料畑の持続的生
産体系調査事業）における環境保全推進委員会

委員

（社）日本草地畜産種子協会 循環型畜産の確立に向けた調査普及事業（環境に配慮した草地飼料畑の持続的生
産体系調査事業）における環境保全推進委員会

委員

（社）農林水産航空協会 「平成２０年度有機リン系農薬の評価及び試験方法の開発調査事業」事業推進検討委員会 委員

（社）農林水産先端技術産業振興
センター

「産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業」研究推進会議 委員

（社）農林水産先端技術産業振興
センター

「産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業」研究推進会議 委員

みずほ情報総研（株）環境・資源
エネルギー部

地球的規模の問題に対する食料・農業・農村分野の貢献手法に関する検討調査検
討委員会

委員

学校法人東海大学情報技術セン
ター

地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会 委員

学校法人東京農業大学大学院農
学研究科

学位論文審査委員会学位論文審査 審査委員

学校法人東京農業大学大学院 学位論文審査委員会 副査

国立大学法人茨城大学農学部 受託研究事業「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業温湯散布による
施設イチゴの農薬使用量削減と保鮮技術の確立」

外部委員

国立大学法人山口大学工学部 委託研究事業「新エネルギー技術研究開発／／バイオマスエネルギー高効率転換技
術開発（先導技術開発）／／耐熱性酵母による低コスト化発酵技術の開発」研究推
進委員会

委員

国立大学法人神戸大学 神戸大学バイオセーフティ統括管理委員会 委員

国立大学法人筑波大学 学位論文審査委員会 委員

国立大学法人長岡技術科学大学 博士学位論文の審査委員会 審査委員

国立大学法人東京農業大学生物
システム応用科学府

平成２０年度農用地土壌環境調査手法等検討調査会 委員
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３．海外機関との連携

国際研究コンソーシアムの構築

モンスーンアジア農業環境研究コンソーシアム（MARCO）の活動の一環として、土壌情報システムに関する国際ワー

クショップの開催等を実施した。また、イベントや研究者招聘に関する情報掲載、メンバー機関のリンク構築など

MARCOホームページの充実を図った。なお、海外との連携協力関係の現状調査を行い、MARCOへの参加の働きかけ

を実施したこと等により、MARCOのメンバー研究機関が１２機関から１７機関に増加した。

国際研究機関や研究者との共同研究、連携強化

国際会議の開催、多数のMOUに基づく国際共同研究、海外機関からの研究者受入を行った。また、国際的人材育成

のため４人を長期在外研究に派遣するなど国際研究機関等への研究者の派遣を実施した。台湾において「アジア・太平

洋地域における農業環境で問題となる有害植物・昆虫に関する国際セミナー」を開催した。

主催者名 委員会名 役職

学校法人玉川大学 玉川大学学位論文の審査委員 副査

公立大学法人大阪市立大学 文部科学省ナショナルバイオリソースプロジェクト酵母遺伝資源運営委員会 委員

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング（株）

森林等の吸収源問題に関するワーキング・グループ 委員

全国土地改良事業団体連合会 土地改良事業換地等対策調査検討委員会 委員

全国土地改良事業団体連合会 平成２０年度農業農村整備優良地区コンクール選定審査会 委員

全国土地改良事業団体連合会
【農水省】

土地改良費用負担合理化調査検討委員会 委員

日本エヌ・ユー・エス（株） 平成２０年度新規 POPs等研究会 委員

（株）トロピカルテクノセンター NEDO地域イノベーション創出研究開発事業「サトウキビ由来素材を利用した
機能性食品・化学品等の開発」

委員

（財）リモート・センシング技術
センター

衛星リモートセンシング推進委員会 委員

（財）リモート・センシング技術
センター

衛星リモートセンシング推進委員会 委員

（社）日本下水道協会 下水汚泥緑農地利用促進連絡会 委員

（社）農林水産技術情報協会 書面審査専門評価委員会 委員

（財）日本植物調節協会 農薬流出防止技術評価事業検討会 委員

土壌保全調査事業全国協議会 土壌保全調査事業全国協議会 アドバイ
ザー
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４．受入研究員等一覧

制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

JSPS特別研究員 生態系計測研究領域 １ 岐阜大学連合農学研究
科 PD

１８．４．１～
２０．６．３０

リモートセンシングと GISによる草資源量および
家畜栄養摂取量の広域評価手法の開発

土壌環境研究領域 １ 筑波大学農学研究科
PD

１９．１．１～
２１．１２．３１

安定同位体を利用した土壌中の可給態カドミウム量
測定法の開発

大気環境研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科 PD

１９．４．１～
２２．３．３１

水田におけるメタンバブル賦存量の計測技術の開発
と貯留・放出に及ぼす変動要因の解明

有機化学物質研究領域 １ 九州大学大学院生物資
源環境化学府 PD

１９．４．１～
２０．９．３０

木質炭化素材を用いた POPs分解複合微生物系の構
築とバイオレメディエーション

物質循環研究領域 １ 筑波大学農学研究科
PD

２０．４．１～
２３．３．３１

農耕地における地下浸透水への溶存温室効果ガス排
出量を決定する要因の解明

エコフロンティア・
フェロー

大気環境研究領域 １ ベトナム 南部水資源
研究所

２０．４．１～
２１．３．３１

気候変化に伴う水資源の量と質の変動がメコンデル
タの米生産に及ぼすリスク評価

MARCO招聘研究員 物質循環研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

２０．８．１７～
２０．９．１７

アジア地域の農業生態系における物質循環負荷軽減
策評価に関する比較研究

外国人招聘研究員 生態系計測研究領域 １ 中国 南京農業大学 ２０．１．２７～
２０．４．５

環境保全型野内管理・作物管理のためのハイパース
ペクトル計測データの高度利用による窒素成分評価
法に関する共同研究

JSPS外国人招聘研究者（短
期）

理事長 １ オランダ ワーヘニン
ゲン大学

２１．３．２～
２１．４．９

「自然管理農業」のエコシステムサービスに関する
比較研究

受入研究員 生物多様性研究領域 ２ Landcare Research New
Zealand Ltd.

２０．６．１８～
２０．６．３０

ランドケアリサーチと農環研のMOUに基づく共同
研究および研究打合せ

有機化学物質研究領域 １ カリフォルニア大学サ
ンタクルーズ校

２０．７．１１～
２０．７．１２

セミナー講演、国際共同研究打合せ

生物多様性研究領域 ２ Landcare Research New
Zealand Ltd.

２０．８．１６～
２０．８．２３

ランドケアリサーチと農環研のMOUに基づく共同
研究および研究打合せ

生態系計測研究領域 １ 林原生物化学研究所類
人猿研究センター

２０．１０．２７～
２０．１１．７

リモートセンシングと GIS解析を活用するアフリ
カの霊長類の生息地内における農林業及び牧畜の現
状を把握するための手法について打合せ

物質循環研究領域 ６ 韓国農業科学技術院 ２０．１０．２９～
２０．１０．３１

持続的農業生産のための農業環境のリスク評価に関
する日韓共同研究打合せ

物質循環研究領域 １ 南京農業大学大学院 ２１．１．８～
２１．１．２２

「農業生態系流域における窒素循環およびその水質
に及ぼす影響に関する比較研究」打合せ

物質循環研究領域 １ 中国科学院南京土壌研
究所

２１．１．８～
２１．１．２２

「農業生態系流域における窒素循環およびその水質
に及ぼす影響に関する比較研究」打合せ

生物多様性研究領域 １ Ferdowsi University of
Mashhad,Iran

２１．１．１５～
２１．１．２２

「新規生理活性物質の単離同定と作用機構の検証」
共同研究打合せ

生物多様性研究領域 １ University of Malaya ２１．１．１４～
２１．１．２２

「新規生理活性物質の単離同定と作用機構の検証」
共同研究打合せ

有機化学物質研究領域 ２ 韓国環境管理公団 環
境分析研究センター

２１．３．１５～
２１．３．２１

POPsの多成分一斉分析法打合せ

大気環境研究領域 １ University of Illinois ２１．３．１５～
２１．３．２０

FACE研究の推進打合せ

依頼研究員 生物多様性研究領域 １ Pakistan Museum of
Natural History

１９．１１．１６～
２０．１１．１５

The Study of Advanced Taxonomic and Conservation
Techniques Applying on Plants Species with Toxic or
Other Biologically Functional Ingredients Implied Mar-
ket as well as Environment

有機化学物質研究領域 １ 韓国農村振興庁作物科
学院嶺南農業研究所

１９．１２．１０～
２０．５．２８

環境影響評価のための農薬の挙動に関する研究

物質循環研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．４．１～
２１．３．２７

水稲アポプラスト液中のアスコルビン酸の定量

農業環境インベント
リーセンター

１ 文京学院大学経営学部 ２０．６．２～
２１．３．３１

戦前期肥料依頼分析成績帳簿の分析

生物生態機能研究領域 １ 茨城県農業総合セン
ター園芸研究所

２０．１０．１～
２０．１２．２８

メロン地上部病原菌の各種薬剤に対する感受性検定
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制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

技術講習生 生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．４．１～
２０．６．３０

土壌微生物の突然変異株解析手法の習得

生物多様性研究領域 １ 筑波大学生命環境科学
研究科

２０．４．１～
２０．９．３０

アキギリ属における遺伝マーカーの開発および交雑
検出

有機化学物質研究領域 １ 東京理科大学薬学部 ２０．４．１～
２０．８．３０

GC/MSおよび LC/MS/MSによる環境水中の微量有
機化合物の分析法、および LC/MSによる未知有機
化合物の同定法の習得

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

土壌中の成分同位体分析の習得

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

炭素安定同位体比測定応用技術の習得

生物多様性研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

分子遺伝学実験関連の分析手法と実験機器利用法

生物多様性研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

空間解析手法およびフィールド調査実験手法の習得

生物生態機能研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

植物常在微生物の分類・同定・フローラ解析

生物多様性研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２０．４．７～
２１．３．３１

アレロパシー活性の検定と他感物質の単離・同定法
の習得

生態系計測研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．４．１４～
２１．３．３１

渦相関法による生態系－大気間フラックスの測定
衛星・航空機リモートセンシングデータの解析
土壌－植生－大気結合モデル（SVATモデル）の改良

大気環境研究領域 １ 茨城大学理学部 ２０．４．２１～
２０．８．１２～

農業生態系におけるガス代謝項目（ガス分析、土壌
分析）にかかわる分析項目の習得

生物多様性研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．４．２５～
２０．７．３１

水田における水生生物の調査及び空間解析手法の習
得

生物多様性研究領域 １ 東京農工大学大学院連
合農学研究科

２０．５．１～
２１．３．３１

被覆植物のアレロパシー活性の検定と他感物質の単
離・同定法の習得

生物生態機能研究領域 １ 茨城大学農学部 ２０．５．１～
２１．３．３１

カバークロップの利用と土壌線虫に関する調査・研
究

大気環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．５．１２～
２１．３．３１

陸域生態系の個体ベースモデリングおよび解析手法

有機化学物質研究領域 １ 横浜国立大学大学院環
境情報研究院

２０．５．２６～
２１．３．３１

大気中ポリ塩素化ナフタレン等の分析法の検討、お
よび、それら物質のバックトラジェクトリ解析によ
る広域拡散の解明

有機化学物質研究領域 １ 山形大学大学院農学研
究科

２０．６．２～
２１．３．３１

土壌中アトラジン分析法の習得

有機化学物質研究領域 １ 山形大学農学部 ２０．６．２～
２１．３．３１

土壌中アトラジン分析法の習得

農業環境インベント
リーセンター

１ 茨城大学農学部 ２０．６．２～
２１．３．３１

カバークロップの利用と土壌炭素動態モデルの確立

物質循環研究領域
大気環境研究領域

１ 玉川大学農学研究科 ２０．６．３０～
２０．１０．３１

農地における炭素循環調査にかかわる実験手法の習
得

土壌環境研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．７．１～
２１．３．３１

土壌中の粘土鉱物のＸ線回折法による同定

大気環境研究領域 １ 静岡県立大学 ２０．７．４～
２１．３．３１

水田生態系での環境測定およびガス測定の習得

生物多様性研究領域 １ 宇都宮大学農学研究科 ２０．７．８～
２０．１０．９

切り花のアレロパシー活性の検定と他感物質の単
離・同定法の習得

大気環境研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．７．１３～
２０．７．２０

イネのガス交換速度の測定に関する技術習得

有機化学物質研究領域 １ 東京理科大学薬学部 ２０．７．２２～
２０．１２．２６

蛍光光度計を用いた水処理過程での蛍光物質の３次
元蛍光スペクトル解析技術の習得

有機化学物質研究領域 １ 新潟県農業総合研究所
園芸研究センター

２０．７．２２～
２１．３．３１

土壌および植物体の POPsの分析手法の習得

生物多様性研究領域 １ 京都大学大学院農学研
究科

２０．７．２２～
２０．９．１２

イネ開花期の気象条件、穂の温度、開花の推移、圃
場中の花粉濃度等の関係を解析し、イネの開花時間
を正確に予測するモデルを構築する
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制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

技術講習生 有機化学物質研究領域 １ バリアン テクノロ
ジーズ ジャパン リ
ミテッド

２０．８．５～
２０．９．１２

河川水中の残留農薬分析のための前処理手法の習得

大気環境研究領域 １ 京都大学大学院農学研
究科

２０．９．１６～
２０．９．１９

大気拡散モデルと数値シミュレーション手法、地形
や地表状態などの境界条件のパラメタライズ方法の
習得

生物生態機能研究領域 １ 京都大学大学院農学研
究科

２０．９．２４～
２０．９．２６

線虫の分子生物学的研究手法

生物多様性研究領域 １ 筑波大学生命環境科学
研究科ＰＤ

２０．１０．１～
２０．１１．１４

閉鎖系における虫媒植物の訪花実験

生物生態機能研究領域 １ 地域資源循環技術セン
ター

２０．１０．２～
２１．３．３１

セルラーゼによるソフトセルロース糖化に影響を及
ぼす因子に関する研究

生物多様性研究領域 １ 武蔵工業大学大学院環
境情報学研究科

２０．１０．６～
２１．３．３１

オニグルミとニセアカシアにおけるアレロパシー活
性の検定及びアレロケミカルの単離・同定法の習得

大気環境研究領域 １ 茨城大学理学部 ２０．１０．８～
２１．３．３１

農業生態系におけるガス代謝項目（ガス分析、土壌
分析）にかかわる分析項目の習得

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．１０．１４～
２１．３．３１

土壌微生物のＲＮＡ抽出及び解析手法の習得

土壌環境研究領域 １ 慶應義塾大学法学部 ２０．１１．４～
２１．３．３１

炭素および窒素安定同位体比測定技術の習得

大気環境研究領域 １ 高知県農業技術セン
ター

２０．１１．１０～
２０．１１．１４

水稲白未熟粒発生のモデル化と予測に関する研修

生物多様性研究領域 １ 千葉大学大学院園芸学
研究科

２０．１１．１７～
２１．３．３１

緑化植物のアレロパシーの検索とアレロケミカルの
同定方法の習得

生物多様性研究領域 １ 東京学芸大学教育学部 ２０．１１．２５～
２１．１．３０

分子マーカーを用いた雑種性タンポポの識別

生物多様性研究領域 １ 九州大学大学院システ
ム生命科学府

２０．１２．１～
２１．１．３０

雑種性タンポポと日本産２倍体タンポポの戻し交雑
における染色体対合様式の解析

農業環境インベント
リーセンター

２ 福岡県農業総合試験場 ２０．１２．１５～
２０．１２．１９，
２１．１．１９～
２１．１．２３

炭素窒素分析装置に関する分析技術の習得

生物多様性研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２１．２．２～
２１．３．３１

植生調査データの解析

農業環境インベント
リーセンター

１ 筑波大学生命環境学群
生物学類

２１．２．２～
２１．３．３１

昆虫標本コレクション管理

生物生態機能研究領域 １ 財団法人日本園芸生産
研究所

２１．３．２～
２１．３．３１

GFP遺伝子組換体（糸状菌 Fusarium oxysporum）の
検出と観察技術の習得

生物多様性研究領域 １ 愛媛県農林水産研究所 ２１．３．９～
２１．３．１０

キュウリ黄化えそ病及びその媒介昆虫（ミナミキイ
ロアザミウマ）の分布と拡大および発生推移に関す
る統計学的解析手法

生物多様性研究領域 １ 香川県農業試験場病害
虫防除所

２１．３．９～
２１．３．１０

香川県におけるキュウリ黄化えそ病の分布拡大と媒
介昆虫ミナミキイロアザミウマの飛翔分散試験に関
するガンマモデル利用法

教育研究研修生 有機化学物質研究領域 ３ 東京農業大学大学院農
学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

（農芸化学）

生物生態機能研究領域 １ 筑波大学大学院生命環
境科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

（森林微生物機能解析学）

生態系計測研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

（農学）

生態系計測研究領域 １ 東京大学大学院農学生
命科学研究科

２０．４．１～
２１．３．３１

（連携講座エコロジカルセイフティ学）

有機化学物質研究領域 １ 東京農業大学大学院農
学研究科

２０．１２．１５～
２１．３．３１

（農芸化学）

インターンシップ 大気環境研究領域 １ 宮崎大学農学部 ２０．８．１８～
２０．８．２９

有機化学物質研究領域 １ 新潟大学農学部 ２０．８．１８～
２０．８．２９

物質循環研究領域 １ 東京大学農学部 ２０．８．１８～
２０．８．２９

IV．研究・技術協力 ５３



５．大学との連携

（１）連携大学院及び連携講座

筑波大学、東京工業大学及び東京農業大学とは、連携大学院方式による教育研究協力に関する協定が結ばれている。

また、東京大学大学院農学生命科学研究科と連携講座（エコロジカル・セイフティー学）に関する協定が結ばれている。

このような大学との包括的協力協定等に基づき、平成２０年度には、教授、准教授及び講師等として３５名を派遣した。

連携講座及び教育研究協力に関する協定に基づき、教育研究研修生として７名（筑波大学１名、東京大学１名、東京

農業大学５名）の大学院生を受け入れ、研究と論文作成の指導を行った。

連携推進協定に基づき、豊橋技術科学大学と連携・協力を推進し、実務訓練学生１名を受け入れた。

（２）（財）農民教育協会鯉淵学園

鯉淵学園との間に締結した「環境保全・循環型農業の実証研究」に関する教育研究協力に関するMOUに基づいて、

当所から客員研究員１４名を派遣して講義を実施し、実証ほ場での試験・研究を継続した。

（３）大学への委託

受託研究プロジェクトについては大学へ５５件を委託するとともに、１件の研究課題を受託した。

（４）インターンシップ

インターンシップ実施規定により、７名（九州大学２名、宮崎大学、東京大学、名城大学、山形大学各１名）の学生

を研究業務体験に受け入れた。

６．依頼同定、分析及び技術相談

行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、研究所が有する高度な専門的知識が必要とされ他の機関では実施が困難な昆

虫及び植物の分析・鑑定（２２件）を実施するとともに、農業環境に係る様々な技術相談（２００件以上）に対応した。

制 度 名 受入れ研究領域等 人数 派遣元 期 間 研 究 課 題

インターンシップ 物質循環研究領域 １ 名城大学農学部 ２０．８．１８～
２０．８．２９

生物生態機能研究領域 １ 山形大学農学部 ２０．９．３～
２０．９．１７

生物生態機能研究領域 ２ 九州大学農学部 ２１．３．１０～
２１．３．２３

豊橋技術科学大学実務訓練
学生

生物生態機能研究領域 １ 豊橋技術科学大学エコ
ロジー工学課程

２１．１．８～
２１．２．２４

農業環境技術研究所年報 平成２０年度５４



１．機構

第Ⅱ期中期計画におけるミッションを重点的かつ効率的に推進するために、平成１８年４月に組織再編を行った。研究

組織は、各専門分野の研究者が集まる研究領域およびセンターを設け、基本単位を大型化し、第Ⅱ期中期計画に基づく

研究課題を推進するために、研究課題毎にリサーチプロジェクト（RP）を設けた。

組織図（平成２１年１月１日現在）

２．人事

（１）役職員数

１）役員の状況

定数：４人（理事長１、理事１、監事２）

２）職員の状況

平成２１年１月１日現在の常勤職員数は１８０名である。

V．総 務

理事長 研究統括主幹

理事 企画戦略室

監事 連携推進室

広報情報室

研究技術支援室

研究情報システム専門役

安全管理専門役

業務統括主幹

総務管理室

財務管理室

研究コーディネータ

大気環境研究領域

物質循環研究領域

土壌環境研究領域

有機化学物質研究領域

生物多様性研究領域

生物生態機能研究領域

生態系計測研究領域

農業環境インベントリーセンター

監査室

リサーチプロジェクト（RP）

有機化学物質リスク評価RP

重金属リスク管理RP

外来生物生態影響RP

遺伝子組換え生物生態影響RP

水田生物多様性RP

情報化学物質生態機能RP

作物生産変動要因RP

温室効果ガスRP

炭素・窒素収支広域評価RP

栄養塩類リスク評価RP

温暖化モニタリングRP

化学分析・モニタリングRP

農業空間情報RP

農業環境リスク指標RP

環境資源分類・情報RP

５５



（２）人材育成に係る研修

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

所

内

研

修

平成２０年度新規採用者研修（４．１付け採
用者）

４（独）農業環境技術研究所 ２０�４�１～４、５�１２、５�１９

農業環境技術研究所 RI施設における放
射線障害防止のための教育・訓練

２６（独）農業環境技術研究所 ２０�５�２３

平成２０年度簿記検定のための学習会 ３（独）農業環境技術研究所 ２０�６�４～１１�１１
（全２７回）

新たな人事評価のための評価者訓練研修 １５（独）農業環境技術研究所 ２０�９�２

科学英語研修 ２６（独）農業環境技術研究所 ２０�９�５

被評価者講習会 ４８（独）農業環境技術研究所 ２０�９�９又は１０

平成２０年度新規採用者研修（１０．１付け採
用者）

３（独）農業環境技術研究所 ２０�１０�１～３

救命講習会 ３３（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�４

ネットワーク情報セキュリティ研修 １８０（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�８又は１２�１１

化学物質管理に関する講演会 １２０（独）農業環境技術研究所 ２０�１２�１５

派

遣

研

修

第３１回研究交流センター英語研修 ６ 文部科学省 研究交流セ
ンター

２０�４�２１～１２�８まで
各週１回（全５０回）

平成２０年度 農林水産関係研究リーダー
研修

１ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�６�２５～２７

平成２０年度 主査等Ⅰ研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�６�２６～２７

平成２０年度 係員研修 １（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�９�２５～２６

平成２０年度 農林水産関係若手研究者研
修

１ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�１０�１～３

平成２０年度 短期集合研修「数理統計」
（基礎編）

２（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�１０～１４

平成２０年度 短期集合研修「数理統計」
（応用編）

１（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�１７～２１

平成２０年度 農林水産関係中堅研究者研
修

２ 農林水産省 農林水産技
術会議事務局

２０�１２�３～５

平成２０年度地球観測衛星データ利用セミ
ナー（入門コース）

１ 文部科学省 研究開発局 ２０�１２�５

平成２０年度 英語研修
Winter English Class

４ 文部科学省 研究交流セ
ンター

２１�１�１９～３�２３までの
各週１回 計１０回

MapServer２００８トレーニングコース ２ 株式会社 オークニー ２１�２�２～３
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（３）受賞・表彰

平成２０年度文部科学大臣表彰科学技術賞（理解増進部門）（平成２０年４月１５日）

中井 信、大倉 利明、小原 洋

「土壌モノリスによる理解増進」

平成２０年度日本計量生物学会賞（平成２０年６月５日）

三輪 哲久

平成２０年度（社）日本土壌肥料学会奨励賞（平成２０年９月１０日）

秋山 博子

「農耕地土壌における亜酸化窒素の発生量評価とその発生削減に関する研究」

平成２０年度日本陸水学会第１０回学会賞吉村賞（平成２０年１０月１２日）

永井 孝志

「Growth characteristics and growth modeling of Microcystis aeruginosa and Planktothrix agardhii under iron limitation」

平成２０年度農環研若手研究者奨励賞（平成２０年１１月２８日）

（職員の部）

清家 伸康

「残留性有機汚染物質の動態の解明に関する研究」

星野 裕子

「土壌くん蒸処理が微生物群集構造に与える影響の分子生物学的手法による解析」

種別 研修名 受講者数 実施機関 研修期間

講

習

会

危険物取扱者保安講習会 ２（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２０�７�１０

情報公開・個人情報保護制度の運営に関
する研修会

１ 総務省 関東管区行政評
価局

２０�８�２７

人事・労務担当者講習会 １ 内閣府 男女共同参画局 ２０�９�９

平成２０年度評価・監査中央セミナー ３ 総務省 行政評価局 ２０�９�１１～１２

第１９回消費税中央セミナー １ 全国間税会総連合会 ２０�１１�１７

障害者雇用セミナー ２（独）農業・食品産業技術
総合研究機構

２０�１１�２０

交通安全講習会 １２ 農林水産技術会議事務局
筑波事務所

２０�１２�９

危険物取扱者保安講習会 １（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２０�１２�１１

官民人材交流センター説明会 １ 内閣府 官民人材交流セ
ンター準備室

２１�１�８

危険物取扱者試験 準備講習会 １（社）茨城県危険物安全協
会連合会

２１�１�２２～２３

V．総 務 ５７



（特別研究員の部）

飯泉 仁之直

「気候シナリオのダウンスケーリングと地球温暖化による農作物の影響評価への適用」

平成２０年度永年勤続者表彰 （平成２０年４月１日）

（３０年以上）

芝山 道郎

永井 芳治

桜井 清明

（２０年以上）

岡本 勝男

望月 淳

石坂 眞澄

小板橋基夫

西田 智子

（４）叙勲

死亡叙勲（平成２０年４月２７日 没）

藤井 國博 （元農業環境技術研究所 環境研究官）

瑞寶小綬章
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３．会計
（１）財務諸表

貸借対照表
（平成２１年３月３１日）

（単位：円）
資産の部
Ｉ 流動資産

現金及び預金 ４８１，０５６，３１２
前払費用 ２１２，７７２
未収収益 ９０５
未収金 ２０７，３６８，９４５
流動資産合計 ６８８，６３８，９３４

� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ８，５０１，２１０，８６５
減価償却累計額 ２，０９１，７６７，１７９
減損損失累計額 ６３，７６０，６２２ ６，３４５，６８３，０６４

構築物 １，５４６，３０５，４５９
減価償却累計額 ３１６，３７７，１２２
減損損失累計額 ４，０３８，９４６ １，２２５，８８９，３９１
車両運搬具 １４，０２４，９５２
減価償却累計額 ９，６１０，３１０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ２，９８１，６９５，５０７
減価償却累計額 ２，２６８，２９３，７８８ ７１３，４０１，７１９

土地 ２５，２００，０００，０００
建物仮勘定 ９４５，０００
その他有形固定資産 ９７，６８１，５４７
有形固定資産合計 ３３，５８８，０１５，３６３

２ 無形固定資産
特許権 ４６２，９７２
ソフトウェア ２５，８７６，３４５
電話加入権 １，１２７，７００
工業所有権仮勘定 ９，６８２，０３６
無形固定資産合計 ３７，１４９，０５３
固定資産合計 ３３，６２５，１６４，４１６
資産合計 ３４，３１３，８０３，３５０

負債の部
� 流動負債

運営費交付金債務 ２３６，６４７，９６７
研究業務未払金 ２６２，４７４，６００
未払金 ６１，７４１，８３４
未払費用 ９２，１９８，８１７
未払消費税等 ７８１，０００
預り金 １７，６００，４５９
その他流動負債 １，５５８，８２５
流動負債合計 ６７３，００３，５０２

� 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ６６７，３７２，７９９
資産見返寄付金 １５，５５２，８１４
資産見返物品受贈額 １９０，０９０，１９３
建設仮勘定見返運営費交付金 ９４５，０００
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 ９，６８２，０３６ ８８３，６４２，８４２
固定負債合計 ８８３，６４２，８４２
負債合計 １，５５６，６４６，３４４

純資産の部
� 資本金

政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４
資本金合計 ３４，３５３，２６９，５２４

� 資本剰余金
資本剰余金 １，６５３，２６８，７６１
損益外減価償却累計額 ‐３，０６４，５８０，１１２
損益外減損損失累計額 ‐６８，８２４，９６８
損益外固定資産除売却差額 ‐２６２，９４４，８４７
資本剰余金合計 ‐１，７４３，０８１，１６６

� 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 ６３，５５４，１５４
積立金 ６４，０２３，３６３
当期未処分利益 １９，３９１，１３１
（うち当期総利益） （ １９，３９１，１３１）
利益剰余金合計 １４６，９６８，６４８
純資産合計 ３２，７５７，１５７，００６
負債純資産合計 ３４，３１３，８０３，３５０
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損益計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

（単位：円）
経常費用
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １，３２０，５０３，９３５
法定福利費・福利厚生費 １９３，０６８，７８４
退職金 ２０５，６４１，０５５
その他人件費 ２８３，３４０，０１１
外部委託費 １，１４１，４１３，７６５
研究材料費 ６８，２９３，３８６
支払リース料 １６３，８００
賃借料 ９，２８４，０４０
減価償却費 ２１９，３９９，９３５
保守・修繕費 ２８６，４８８，９８９
水道光熱費 ２４１，１８８，４３９
旅費交通費 ９５，２９７，１３３
消耗品費 ２３８，８１７，９７９
備品費 ５３，１００，５２９
諸謝金 ４，１２６，５５８
支払手数料 １，２０５，６２８
国等返却予定機器費 ３１，７４７，６４１
図書印刷費 １００，１９７，０４３
その他業務経費 ２５，４４７，８６５ ４，５１８，７２６，５１５

一般管理費
役員報酬 ４１，８６７，２５９
給与、賞与及び諸手当 １６３，００５，１０７
法定福利費・福利厚生費 ３１，５１０，８７５
退職金 ３２，０９２，６３７
その他人件費 １５，３９０，８５８
賃借料 １，４１３，６５５
減価償却費 ７，８４５，２８５
保守・修繕費 ２５，３０３，６１５
水道光熱費 １６，５９５，２９２
旅費交通費 １，９４５，９０６
消耗品費 ９，８５５，６２４
備品費 ２，２６８，９３４
諸謝金 ７，４００，７００
支払手数料 １，２７８，９１７
その他管理経費 ９，８２４，２４１ ３６７，５９８，９０５

財務費用
支払利息 ５，０４２

雑損 ５５５，２６２
経常費用合計 ４，８８６，８８５，７２４

経常収益
運営費交付金収益 ３，００８，５０７，４６７
事業収益

手数料収入 ５１，７６５
その他事業収入 ８２２，０６６ ８７３，８３１

受託収入
政府受託収入 １，５１８，０５９，６０２
地方受託収入 ３，６００，０００
その他受託収入 １４９，１３６，８８８ １，６７０，７９６，４９０

資産見返負債戻入 １８０，３９２，６３２
雑益 １，５５１，８０４
経常収益合計 ４，８６２，１２２，２２４

経常損失 ２４，７６３，５００

臨時損失
固定資産除却損 ４，０７９，０５２

臨時利益
固定資産売却益 ５０５，５９０
資産見返負債戻入 ４，３７３，８９２ ４，８７９，４８２

当期純損失 ２３，９６３，０７０
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ４３，３５４，２０１
当期総利益 １９，３９１，１３１
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キャッシュ・フロー計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）
（単位：円）

� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －２，２９０，０００，７７５

人件費支出 －２，３３３，８８４，５３５

科学研究費等支出 －５７，９７７，１２５

その他の業務支出 －７７，１２２，１３３

運営費交付金収入 ３，３０５，９９２，０００

受託収入 １，４８０，９１０，４８６

科学研究費等収入 ６０，９９５，０００

その他業務収入 ２，４６３，３６４

小計 ９１，３７６，２８２

利息の支払額 －５，０４２

業務活動によるキャッシュ・フロー ９１，３７１，２４０

� 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －１９１，５３５，３８２

無形固定資産の取得による支出 －３，９７８，５１２

施設費による収入 ２８，６６５，０００

有形固定資産の売却による収入 ８００，４３０

投資活動によるキャッシュ・フロー －１６６，０４８，４６４

� 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 －１，１０８，６７８

財務活動によるキャッシュ・フロー －１，１０８，６７８

� 資金増加額 －７５，７８５，９０２

� 資金期首残高 ５５６，８４２，２１４

� 資金期末残高 ４８１，０５６，３１２

� 業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 ４，５１８，７２６，５１５

一般管理費 ３６７，５９８，９０５

財務費用 ５，０４２

雑損 ５５５，２６２

臨時損失 ４，０７９，０５２ ４，８９０，９６４，７７６

（２）（控除）自己収入等

事業収益 －８７３，８３１

受託収入 －１，６５８，０３１，４９０

資産見返寄付金戻入 －４，９１０，７２９

雑益 －１，５５１，８０４

臨時利益 －５０５，５９０ －１，６６５，８７３，４４４

業務費用合計 ３，２２５，０９１，３３２

� 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ７０１，３７３，２９６

損益外固定資産除却相当額 １３，９３５，６７１ ７１５，３０８，９６７

損益外減価償却等相当額合計 ７１５，３０８，９６７

� 損益外減損損失相当額 ６７，７９９，５６８

� 引当外賞与見積額 １，９３６，１４２

� 引当外退職給付増加見積額 １１，９８２，７７８

� 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ４４１，８９８，５２６ ４４１，８９８，５２６

Ⅶ 行政サービス実施コスト ４，４６４，０１７，３１３
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重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

運営費交付金を財源とする全ての業務について、費用進行基準を採用しております。これは当法人は研究開発を主な業務としており、

中期計画及びこれを具体化する年度計画において、業務毎に予定コストを算出すること、予定された成果の達成度を定量的に把握すること

が困難であり、また業務毎の予算の費消割合が必ずしも期間に対応していないためです。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～５０年

構築物 ５～５０年

車両運搬具 ５～８年

工具器具備品 ４～１５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控

除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞与にかかる引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する職員について、当期末の引当外賞与見

積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末の自己都

合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算し

ております。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２１年３月末利回りを参考に１．３４０％で計算しております。

６．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針の変更

有形固定資産の減価償却方法の変更

法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成２０年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これによる 財務諸表に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成２０年３月３１日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により残存

価額に到達した事業年度の翌事業年度より、残存価額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費もしくは損益外減価償

却累計額に含めて計上しております。

これによる経常損失及び当期純損失に与える影響は軽微であります。また行政サービ ス実施コストは４３５，２２６，７５１円増加しております。

貸借対照表の注記事項

（１）運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額は、１３６，２６７，７３０円になっております。

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１，６８４，１４２，２４７円になっております。
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損益計算書の注記事項
ファイナンスリース取引が損益に与える影響額は２９，６０３円であり、当該影響額を除いた当期総利益は２０，６４６，０１８円であります。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。

行政サービス実施コスト計算書の注記事項
政府出資等の機会費用は、計上利率：１．３４０％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期首政府出資金３４，３５３，２６９，５２４

円－資本剰余金１，００８，４５３，９６４円）＋（期末政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金１，７４３，０８１，１６６円））／／２｝×１．３４０％で計上しており

ます。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １９５，５８８，１９８円

減損会計に係る注記事項
減損を認識した固定資産

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要（単位：円）

（２）減損の認識に至った経緯

これらの固定資産の全部又は一部につき、平成２１年３月３１日以後、当法人が使用しないという決定を行ったため、減損を認識してお

ります。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（４）回収可能サービス価額

回収可能サービス価額については、これらの施設全て研究用に建築された特殊施設であり、正味売却価額を算出することが困難であ

るため、使用価値相当額を使用しております。

①ライシメーター、②群落用ライシメーター、④風洞装置、⑤回転床等については、全て取り壊し処分を予定しているため、備忘価

額（１円）をもって算出しております。

③環境調節実験温室のうち、建物は減価償却後再調達価額として、使用が想定されない部分以外の部分の割合（専有面積割合）を、

帳簿価額に乗じて算出しております。建物附属設備については、取り壊し処分を予定しているため、備忘価額（１円）をもって算出し

ております。

独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
当法人は、当中期目標期間終了後（平成２３年４月１日）において、独立行政法人農業生物資源研究所及び独立行政法人種苗管理センター

と統合されることが、平成１９年１２月２４日付け「独立行政法人整理合理化計画」にて閣議決定されております。

注）帳簿価額は平成２０年度期首における帳簿価額であります。

資産名称 種 類
損益計算書に
計上した金額

損益計算書に計上
していない金額

①ライシメーター
建物 － ６００，９１１

建物附属設備 － １６，６６９，９６６

②群落用ライシメーター 構築物 － ４，０３８，９４６

③環境調節実験温室
建物 － ４，６４８，３５３

建物附属設備 － ８，２９９，０５１

④風洞装置 建物附属設備 － ２９，５５１，６４８

⑤回転床等 建物附属設備 － ３，９９０，６９３

資産名称 用 途 種 類 場 所 帳簿価額

①ライシメーター 研究業務用
建物 茨城県つくば市 ６００，９１２

建物附属設備 茨城県つくば市 １６，６６９，９９１

②群落用ライシメーター 研究業務用 構築物 茨城県つくば市 ４，０３８，９４９

③環境調節実験温室 研究業務用
建物 茨城県つくば市 １１，６２０，８８５

建物附属設備 茨城県つくば市 ８，２９９，０６０

④風洞装置 研究業務用 建物附属設備 茨城県つくば市 ２９，５５１，６４９

⑤回転床等 研究業務用 建物附属設備 茨城県つくば市 ３，９９０，６９４

V．総 務 ６３



利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６特定の償却資産の減価
に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

� 当期未処分利益 １９，３９１，１３１

当期総利益 １９，３９１，１３１

� 利益処分額

積立金 １９，３９１，１３１

独立行政法人通則法第４４条第３項により

主務大臣の承認を受けようとする額

目的積立金 ０ ０ １９，３９１，１３１

（注１）利益の処分については、当期財務諸表についての主務大臣の承認を得た時点において、処理を行うこととなって
おります。

（注２）利益の処分については、平成２１年９月４日付け農林水産省指令２１農会第４８８号をもって承認となっております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 ３８５，０３７，５１３ ９４，３５９，６０８ ０ ４７９，３９７，１２１ １２１，８４９，６７０ ３０，６９３，５１６ ０ ０ ０ ３５７，５４７，４５１

構築物 ４２，５２４，９８８ ９１５，６００ ０ ４３，４４０，５８８ ９，８９８，０１０ ２，８２８，３９２ ０ ０ ０ ３３，５４２，５７８

車両運搬具 １９，１２１，４８６ １，４６６，５４０ ６，５６３，０７４ １４，０２４，９５２ ９，６１０，３１０ ２，１８２，８７７ ０ ０ ０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ２，１５４，４９１，７７９ ８１，５４７，４６４ １７１，２７０，９１２ ２，０６４，７６８，３３１ １，４８０，１１０，２９７ １７９，１８１，５９９ ０ ０ ０ ５８４，６５８，０３４

建設仮勘定 ０ ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ９４５，０００

計 ２，６０１，１７５，７６６ １７９，２３４，２１２ １７７，８３３，９８６ ２，６０２，５７５，９９２ １，６２１，４６８，２８７ ２１４，８８６，３８４ ０ ０ ０ ９８１，１０７，７０５

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ７，９８６，７６５，００４ ４８，１９５，０００ １３，１４６，２６０ ８，０２１，８１３，７４４ １，９６９，９１７，５０９ ５４７，２０４，４９０６３，７６０，６２２ ０６３，７６０，６２２ ５，９８８，１３５，６１３

構築物 １，５０３，２７２，２８２ ０ ４０７，４１１ １，５０２，８６４，８７１ ３０６，４７９，１１２ １１９，５９７，７５７ ４，０３８，９４６ ０ ４，０３８，９４６ １，１９２，３４６，８１３

工具器具備品 ９１６，９２７，１７６ ０ ０ ９１６，９２７，１７６ ７８８，１８３，４９１ ３４，５７１，０４９ ０ ０ ０ １２８，７４３，６８５

計 １０，４０６，９６４，４６２ ４８，１９５，０００ １３，５５３，６７１ １０，４４１，６０５，７９１ ３，０６４，５８０，１１２ ７０１，３７３，２９６６７，７９９，５６８ ０６７，７９９，５６８ ７，３０９，２２６，１１１

非償却資
産

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

その他有形
固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９７，６８１，５４７

計 ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ２５，２９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０２５，２９７，６８１，５４７

有形固定
資産合計

建物 ８，３７１，８０２，５１７ １４２，５５４，６０８ １３，１４６，２６０ ８，５０１，２１０，８６５ ２，０９１，７６７，１７９ ５７７，８９８，００６６３，７６０，６２２ ０６３，７６０，６２２ ６，３４５，６８３，０６４

構築物 １，５４５，７９７，２７０ ９１５，６００ ４０７，４１１ １，５４６，３０５，４５９ ３１６，３７７，１２２ １２２，４２６，１４９ ４，０３８，９４６ ０ ４，０３８，９４６ １，２２５，８８９，３９１

車両運搬具 １９，１２１，４８６ １，４６６，５４０ ６，５６３，０７４ １４，０２４，９５２ ９，６１０，３１０ ２，１８２，８７７ ０ ０ ０ ４，４１４，６４２

工具器具備品 ３，０７１，４１８，９５５ ８１，５４７，４６４ １７１，２７０，９１２ ２，９８１，６９５，５０７ ２，２６８，２９３，７８８ ２１３，７５２，６４８ ０ ０ ０ ７１３，４０１，７１９

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０２５，２００，０００，０００

建設仮勘定 ０ ９４５，０００ ０ ９４５，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ９４５，０００

その他有形
固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ３８２，０００ ９７，６８１，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９７，６８１，５４７

計 ３８，３０６，２０３，７７５ ２２７，４２９，２１２ １９１，７６９，６５７ ３８，３４１，８６３，３３０ ４，６８６，０４８，３９９ ９１６，２５９，６８０６７，７９９，５６８ ０６７，７９９，５６８３３，５８８，０１５，３６３

無形固定
資産

特許権 ６１７，２９５ ０ ０ ６１７，２９５ １５４，３２３ ７７，１６２ ０ ０ ０ ４６２，９７２

ソフトウェア １１６，２６０，９０１ １，５６９，７５０ ６，０６２，３４７ １１１，７６８，３０４ ８５，８９１，９５９ １２，２８１，６７４ ０ ０ ０ ２５，８７６，３４５

電話加入権注） １，１２７，７００ ０ ０ １，１２７，７００ ０ ０ ０ ０ ０ １，１２７，７００

工業所有権仮勘定 ８，０２４，９２４ ２，６７０，９６２ １，０１３，８５０ ９，６８２，０３６ ０ ０ ０ ０ ０ ９，６８２，０３６

計 １２６，０３０，８２０ ４，２４０，７１２ ７，０７６，１９７ １２３，１９５，３３５ ８６，０４６，２８２ １２，３５８，８３６ ０ ０ ０ ３７，１４９，０５３

注）記載した額は、過年度に計上した減損損失累計額１，０２５，４００円を控除した額となっております。

農業環境技術研究所年報 平成２０年度６４



（２） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（３） 積立金の明細

（単位：円）

（４）目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

（５） 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

計 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２，２６０，１００ ０ ０ ２，２６０，１００

施設整備費補助金 １，６００，７６７，６６１ ４８，１９５，０００ ０ １，６４８，９６２，６６１ 施設費による資産取得

政府承継 ２，０４６，０００ ０ ０ ２，０４６，０００

計 １，６０５，０７３，７６１ ４８，１９５，０００ ０ １，６５３，２６８，７６１

損益外減価償却累計額 －２，３６３，４９３，１４９ －７０１，３７３，２９６ －２８６，３３３ －３，０６４，５８０，１１２ 出資財産（建物及び構築物）の一
部除却に伴う減

損益外減損損失累計額 －１，０２５，４００ －６７，７９９，５６８ ０ －６８，８２４，９６８

損益外固定資産除売却差額 －２４９，００９，１７６ －１３，９３５，６７１ ０ －２６２，９４４，８４７

計 －２，６１３，５２７，７２５ －７８３，１０８，５３５ －２８６，３３３ －３，３９６，３４９，９２７

差引計 －１，００８，４５３，９６４ －７３４，９１３，５３５ －２８６，３３３ －１，７４３，０８１，１６６

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

前中期目標期間繰越積立金 １０６，９０８，３５５ ０ ４３，３５４，２０１ ６３，５５４，１５４ 「目的積立金の取崩しの明細」参照

通則法４４条１項積立金 ４８，９７５，７７９ １５，０４７，５８４ ０ ６４，０２３，３６３ 前期未処分利益分

計 １５５，８８４，１３４ １５，０４７，５８４ ４３，３５４，２０１ １２７，５７７，５１７

区 分 金 額 摘 要

前中期目標期間繰越積立金

前中期目標期間委託取得（自己
財源）資産の減価償却費 ４３，３５４，２０１ 独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的

な事項に関する政令第５条に基づく申請で承認済

計 ４３，３５４，２０１

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高運営費
交付金
収益

資産見返
運営費
交付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

工業所有権
仮勘定見返
運営費交付金

資本
剰余金

小計

平成１９年度 ９２，１１０，２３６ － ９２，１１０，２３６ ０ ０ ０ ０ ９２，１１０，２３６ ０

平成２０年度 － ３，３０５，９９２，０００ ２，９１６，３９７，２３１ １４９，７９１，１６０ ９４５，０００ ２，２１０，６４２ ０ ３，０６９，３４４，０３３ ２３６，６４７，９６７

合 計 ９２，１１０，２３６ ３，３０５，９９２，０００ ３，００８，５０７，４６７ １４９，７９１，１６０ ９４５，０００ ２，２１０，６４２ ０ ３，１６１，４５４，２６９ ２３６，６４７，９６７
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

① 平成１９年度交付分

② 平成２０年度交付分

（３）運営費交付金債務残高の明細

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ９２，１１０，２３６ ○平成１９年度中の前払費用及び施設維持経費等

資産見返運営費交付金 ０

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ９２，１１０，２３６

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ９２，１１０，２３６

区 分 金 額 内 容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ２，９１６，３９７，２３１ ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：２，９１６，３９７，２３１円

イ）資産購入の額：１４９，７９１，１６０円（うち固定資産 １４８，２２１，４１０円 うち無形固定資産 １，５６９，７５０円）

ウ）建設仮勘定の額：９４５，０００円

エ）特許出願に係る弁理士費用：２，２１０，６４２円

資産見返運営費交付金 １４９，７９１，１６０

建設仮勘定見返運営費
交付金 ９４５，０００

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ２，２１０，６４２

資本剰余金 ０

計 ３，０６９，３４４，０３３

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ３，０６９，３４４，０３３

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成１９年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ 平成２０年度において全額収益化

計 ０

平成２０年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

２３６，６４７，９６７ 運営費交付金債務残高は以下の理由により、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌年度に繰り越し
たものであります。
① 平成２１年度で実行予定の施設維持等の経費及び薬品管理システム導入の経費に充当するため

事業費 １０７，３９９，９９８円
② 契約変更（履行期間延長）により、翌年度へ債務を繰り越したため

事業費 １２，９３６，０００円
③ 平成２０年度において退職予定者が当初計画数を下回ったため

人件費 １１６，３１１，９６９円
なお、その他中期計画で予定した当年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、業
務未達成による運営費交付金債務の繰越額はありません。当期債務残高につきましては、翌事業年度におい
て該当項目支出時に収益化する予定であります。

計 ２３６，６４７，９６７
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（６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：円）

（７）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

（２）決算報告書

（単位：円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３，３０５，９９２，０００ ３，３０５，９９２，０００ ０

施設整備費補助金 ５５，３７８，０００ ４８，１９５，０００ －７，１８３，０００

受託収入 ９３１，４６４，０００ １，６７０，７９６，４９０ ７３９，３３２，４９０ 受託研究契約額の増

諸収入 ２，８５７，０００ ３，２２６，０６５ ３６９，０６５

計 ４，２９５，６９１，０００ ５，０２８，２０９，５５５ ７３２，５１８，５５５

支 出

業務経費 ８６９，６４８，０００ ８９９，９３９，６６８ ３０，２９１，６６８ 研究施設修繕費の増

施設整備費 ５５，３７８，０００ ４８，１９５，０００ －７，１８３，０００

受託経費 ９３１，４６４，０００ １，６５５，４７０，８１３ ７２４，００６，８１３ 受託研究契約額の増

試験研究費 ８３８，３１８，０００ １，５９８，４０９，２８９ ７６０，０９１，２８９

管理諸費 ９３，１４６，０００ ５７，０６１，５２４ －３６，０８４，４７６

一般管理費 ３６８，３４９，０００ ３２１，０１６，９０３ －４７，３３２，０９７ 受託費充当による光熱水費の
減、及び管理事務費等の減

人件費 ２，０７０，８５２，０００ １，９５４，５４０，０３１ －１１６，３１１，９６９ 退職手当支給者の減等

計 ４，２９５，６９１，０００ ４，８７９，１６２，４１５ ５８３，４７１，４１５

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設費 ４８，１９５，０００ ０ ４８，１９５，０００ ０

計 ４８，１９５，０００ ０ ４８，１９５，０００ ０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（６８３）
４１，１８３

（１）
３

（０）
３，６１５

（０）
１

職 員
（２８１，９４４）
１，４８３，５０９

（１６７）
１７７

（０）
２３４，１１８

（０）
８

合 計
（２８２，６２７）
１，５２４，６９２

（１６８）
１８０

（０）
２３７，７３３

（０）
９

※注記 １．支給の基準
役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。
職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ケ月の平均支給人員数によっております。
３．非常勤役員・非常勤職員については、（ ）書き外数で記載しております。
４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。
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（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１）予算配分方針

業務運営における運営費交付金については、業務の見直し及び効率化を進め、事業費は前年度比で一般管理費３％、

業務経費１％以上の削減、人件費は５年間で５％以上の削減を行うことを基本とし、これらの効率化等を実施しつつ、

平成２０年度計画の効果的・効率的な達成を図った。

予算配分については研究所の予算管理・運営委員会において包括的な協議を行い決定している。平成２０年度について

は、所内における競争的研究資金と位置づけられる研究推進費を拡充し競争的環境の熟成を図った。また、平成２１年３

月に、本研究所の予算管理・運営委員会において、研究課題の重点化に向けた点検結果に沿って交付金の重点配分（例：

新規採用者の重点配置、研究員のＲＰエフォート変更、小課題強化費ポスドクの重点配置、研究推進費等の重点配分）

を図ることとする「平成２１年度運営費交付金予算配分方針」を決定した。

２）外部資金の獲得

中期目標の達成に有効な競争的資金等外部資金について、引き続き積極的に応募し、外部資金を獲得した。

３）自己収入増加

自己収入の増加を図るため、平成２０年度には、隔離ほ場及び隔離ほ場調査実験棟の外部機関への貸し付けに際して不

動産貸付料を徴収することとし、１，４１８千円の収入を得た。なお、今後の適切な貸付料徴収のため関係要領の一部改正

を実施している。また、平成１８年度から、依頼研究員の受入、分析・鑑定について対価を徴収することとしており、平

成２０年度はそれぞれ、６３０千円（依頼研究員受入）及び５２千円（分析・鑑定）となった。知的財産権実施料収入につい

ては、新たな実施許諾に至らず３９千円となった。

４）経営管理体制

平成１９年度で改正した契約事務取扱規程に基づき、平成２０年度は年度当初から国と同一の基準による一般競争入札に

取組み、一般競争入札の件数は４９件に拡大した（平成１９年度３９件）。

随意契約の総件数は２３０件となった。このうち２１２件は競争的資金等受託研究の再委託契約であり、事前に国等による

審査が行われている。また、本研究所で企画競争・公募を行ったものが１件、不落随意契約が６件となっている。これ

らを除いた１１件は、水道やガス供給事業者あるいは電子ジャーナルの購読契約等供給者が限定されており、他に供給可

能となる者が存在せず、真にやむを得ない随意契約と考えられる。なお、これらの随意契約について、契約先から第三

者への再委託はない。

ただし、一般競争入札の公告を実施したにもかかわらず、入札参加者が１者となったものが３０件と多くを占める結果

となった。この要因としては、すでに導入されている研究用機器・製品に対する保守や仕様が限定されている製品の購

入などについては、専門性が高く事実上相手方が限定されてしまうことが推察される。今後，仕様書の内容の精査と公

募や企画競争、総合評価方式など多様な契約方式の導入、公告期間の拡大などを検討することとしている。

５）経費の節約等

当期中期目標期間終了年度における経費について、前中期目標期間の最終年度に比べて業務経費５％、一般管理経費

１５％を削減することとしている。

業務経費に関しては、平成１９年度に見直しを行った精密機器類の保守契約の継続等により高精度機器保守費を引き続

き低い水準に抑えるとともに、研究用機械の整備費を抑制するなどの取り組みを行い、削減目標達成に向け進捗してい

る。一般管理費に関しては、平成２０年度における燃料費高騰の影響を受けた光熱水料の増加により対前年で増加したが、

前期との比較では、毎年度３％削減された場合の水準を下回っている。光熱水料については、空調施設の老朽化に伴う

省エネ機器への改修、古く消費電力が多い冷蔵庫・フリーザーなどの低消費電力機器への更新、節電や節水などの所内

への呼びかけ等の取り組みを実施し、使用量では前年を下回っている。また、管理事務費等については、引き続き印刷
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用紙の両面使用など節約執行を行っている。なお、国において、「レクレーション経費の取扱について」（平成２０年７月

３０日付け総人恩総第７７４号）が発出され、レクリエーション経費を支出しないものとされたこと等を踏まえ、本研究所

においても、国の取扱に準じ、レクリエーション経費の支出を行わないこととした。

６）施設整備等

研究本館をはじめとする各施設は、建設から３０年を経過し施設や設備に老朽化が進んでおり、年々インフラや基盤的

な施設の修繕・改修を計画的に実施する必要が増している。このような状況の中で、施設整備費補助金や運営費交付金

による修繕計画を策定し、研究環境の維持や整備を実施している。

平成２０年度には、施設整備費補助金により電力関連設備改修（直流電源装置の更新）を実施した。この際、契約差額

による残額が発生したことから、平成２１年度に整備を予定している微生物生態実験棟改修のうち冷房設備の一部を前倒

しで実施し、効率的な予算執行を図った。

運営費交付金により、計画的修繕の３年目として前年に引き続き研究本館の空調設備の一部改修を行った。この空調

設備改修にあたってはインバーター制御機器への更新を行い、省エネ化と運転経費の削減を図った。また、セキュリテ

ィー対策強化のための入館管理設備、広報活動強化のための農業環境インベントリー展示館のセミナー室設置を実施し

た。

平成２０年度予算及び決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

前年度より繰越金 ０ ０

運営費交付金 ３，３０６ ３，３０６

施設整備費補助金 ５５ ４８

受託収入 ９３１ １，６７１

諸収入 ３ ３

計 ４，２９６ ５，０２８

支出

業務経費 ８７０ ９００

施設整備費 ５５ ４８

受託経費 ９３１ １，６５５

試験研究費 ８３８ １，５９８

管理諸費 ９３ ５７

一般管理費 ３６８ ３２１

人件費 ２，０７１ １，９５５

計 ４，２９６ ４，８７９

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）施設整備費補助金の予算額に対する差額は、割当内示（予算）に対し、額確定による執行済み額であり、繰越額は発生していない。
注）受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
（１）受託研究収入 １，６５４百万円 （平成１９年度 １，５８４百万円）

①政府受託研究収入 １，５１８百万円 （平成１９年度 １，４７２百万円）
②その他の受託研究収入 １３６百万円 （平成１９年度 １１２百万円）

（２）政府外受託出張収入 ２百万円 （平成１９年度 ２百万円）
（３）その他受託収入 １４百万円 （平成１９年度 １５百万円）

注）受託収入及び受託経費が予算額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２０年度収支計画及び決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４，２４４ ４，８１４

経常費用 ４，２４４ ４，８１０

人件費 １，８８９ １，９９１

業務経費 ８１９ ９２６

受託経費 ８９２ １，５８５

一般管理費 ３７９ １０６

減価償却費 ２６５ ２０２

財務費用 ０ ０

臨時損失 ０ ４

収益の部 ４，２２０ ４，７８０

運営費交付金収益 ３，０８５ ３，０３４

諸収入 ３ １

受託収入 ９３１ １，６０１

資産見返負債戻入 ２０１ １４０

臨時利益 ０ ４

純損失 ２４ ３４

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ０ ４９

総利益 ２４ １５

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び受託経費が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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平成２０年度資金計画及び決算

（単位：百万円）

（４）固定資産等

１）有形固定資産 ２）無形固定資産

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ４，２９６ ５，４３７

業務活動による支出 ４，１３５ ４，７５９

投資活動による支出 １５９ １９６

財務活動による支出 ２ １

国庫納付金の支払額 ０ ０

次年度への繰越金 ０ ４８１

資金収入 ４，２９６ ５，４３７

前年度からの繰越金 ０ ５５７

業務活動による収入 ４，２４０ ４，８５０

運営費交付金による収入 ３，３０６ ３，３０６

受託収入 ９３１ １，４８１

その他の収入 ３ ６３

投資活動による収入 ５５ ２９

施設整備費補助金による収入 ５５ ２９

有形固定資産の売却による収入 ０ １

財務活動による収入 ０ ０

無利子借入金による収入 ０ ０

その他の収入 ０ ０

区 分 数 量

建 物
建 面 積 ２９，６６５ｍ２

延べ面積 ５８，１６６ｍ２

構 築 物 －

車 両 運 搬 具 ７点（リース車両２台を除く）

工 具 器 具 備 品 ８８２点（国返却予定機器２１点除く）

土 地 建物敷地 ２０６，３４９ｍ２

水 田 ４２，９５０ｍ２

畑 １４９，６７０ｍ２

そ の 他 １７１，８９７ｍ２

計 ５７０，８６６ｍ２

立 木 竹
樹 木 ２，２８４本

立 木 ４３１ｍ３

区 分 数 量

ソ フ ト ウ ェ ア ５５点

電 話 加 入 権 ２９回線

工業所有権仮勘定 ４３件

百万円未満を四捨五入してあるので、合計とは端数において合致しないものがある。
注）受託収入及び業務活動による支出が計画額を上回っているのは、受託契約額が増えたためである。
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（５）特許等一覧表

１）国内

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｓ６３．８ １９０６５６６号 ９，１１－ドデカジェニルブチレートと９，１１－ドデカジエ
ニルヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．８ 沖縄県

Ｓ６３．９ １６６１０５３号 植物生育培地水分制御法 久保田 徹
岩間 秀矩
加藤 英孝
遅沢 省子

Ｈ４．５ Ｈ２０．９

Ｓ６３．９ １７７８７１１号 （Z）－７－ドデセルニアセタートと（Z）－９－ドデセニルア
セタートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
川崎建次郎
北村 実彬

Ｈ５．８ Ｈ２０．９

Ｓ６３．１０ １８５５３８９号 土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦
飯島 宏一

Ｈ６．７ Ｈ２０．１０

Ｈ２．１２ ２８５１４４３号 シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．１１ Ｈ２２．１２ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ３．４ ２６０００９０号 宿主ベクター系 福本 文良
佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ９．１ Ｈ２３．４

Ｈ４．１ ２７７９０９０号 シバツトガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１ ２７９３７３６号 芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．６ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．３ ２７７９０９３号 ヨトウガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．３ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ７．４ ２７２０３７８号 チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
高木 一夫
守屋 成一
藤家 梓
福田 寛
大平 喜男
津田 勝男
山中 正博
堤 隆文
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．１１ Ｈ２７．４ 千葉県
福岡県
信越化学（株）

Ｈ４．１０ ２６７４６７８号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤 邦夫 Ｈ９．７ Ｈ２４．１
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出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ７．４ ２６５４５１４号 ナガチャコガネの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
本間 健平
大泰司 誠
柿崎 昌史
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．５ Ｈ２７．４ 北海道
信越化学（株）

Ｈ７．９ ２７４１７４６号 新規土壌凝集剤 高橋 義明
櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ１０．１ Ｈ２７．９

Ｈ８．３ ２９８７４２２号 薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三
石井 康雄

Ｈ１１．１０ Ｈ２８．３

Ｈ８．７ ３１６３３７７号 スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴
原田 二郎
平舘俊太郎
佐野 禎哉
大東 肇
平井 伸博

Ｈ１３．３ Ｈ２８．７

Ｈ８．１１ ２８３８２００号 カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラ
ズマに接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一
梅 二文

Ｈ１０．１０ Ｈ２８．１１

Ｈ９．２ ３０３０３７０号 土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及
びそれを用いた分解菌の単離方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１２．２ Ｈ２９．２ 東洋電化工業（株）

Ｈ９．２ ３０９９０５８号 新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎
箭田 浩士
杉江 元
藤井 義晴

Ｈ１２．８ Ｈ２９．２

Ｈ１０．２ ２８８４５１１号 タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有す
る植物成長阻害剤

平舘俊太郎
中嶋 直子
箭田 浩士
藤井 義晴

Ｈ１１．２ Ｈ３０．２

Ｈ１０．５ ２９０４４３２号 土壌中の有機塩素系化合物を好気的に分解する分解
菌、その分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を
保持する分解菌保持担体

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１．３ Ｈ３０．５ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１０．１１ ３０５１９２０号 土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成
松本 直幸

Ｈ１２．４ Ｈ３０．１１

Ｈ１１．９ ３２３１７４４号 病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株 V－７０およびそれ
を含む紫紋羽病防除剤

松本 直幸
岡部 郁子
須崎 浩一
吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１３．９ Ｈ３１．９ 農業・生研機構

Ｈ１３．１ ３５９４９０５号 病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株W３７０ 松本 直幸
岡部 郁子
植竹ゆかり
荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１６．９ Ｈ３３．１ 農業・生研機構

Ｈ１１．６ ３７７３４４９号 単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得
られた分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用
する汚染土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１８．２ Ｈ３１．６ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１４．６ ４１６８１３０号 リゾプス属糸状菌のポリガラクツロナーゼおよびポリ
ガラクツロナーゼ遺伝子

吉田 重信
鈴木 文彦
月星 隆雄
對馬 誠也
篠原 弘亮

Ｈ２０．８ Ｈ３４．６

Ｈ１４．９ ４０１４９８８号 モミガラ成形炭粉末を利用した水稲用農薬の系外流出
防止システム

高木 和広
高梨誠三郎

Ｈ１９．９ Ｈ３４．９ 高木 和広
（株）欣膳

Ｈ１６．９ ４１１６９８８号 重金属汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．９ 太平洋セメント
（株）

Ｈ１５．１２ ３９３７０１９号 微生物保存用分散媒及び微生物保存用容器 西山 幸司
篠原 弘亮

Ｈ１９．４ Ｈ３０．１２
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２）外国

４．図 書

平成２０年度における受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりです。

（１）受入図書・資料数

（２）サービス件数

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ１６．２ ４１１６９７５号 汚染土壌の浄化方法 牧野 知之
菅原 和夫
高野 博幸
神谷 隆
佐々木宏太

Ｈ２０．４ Ｈ３６．２ 太平洋セメント
（株）

出願年月 特許・出願番号 特許名 発明者 出願国 取得年月 消滅年月 共同出願

Ｓ６３．３ １３１１４３４号 リゾキシン 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

カナダ Ｈ４．１２ Ｈ２１．１２

Ｈ５．１ ８２４２５号 形質転換されたイネ縞葉枯ウィル
ス抵抗性イネおよびその製造方法

鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

台湾 Ｈ９．３ Ｈ２４．１１

Ｈ４．１２ ２５５４７４号 韓国 Ｈ１２．２ Ｈ２４．１２

Ｈ４．１２ ９２１１５１７７．２号 中国 Ｈ１１．３ Ｈ２４．１２

Ｈ５．３ ６５９０５７５号 ３次元自由曲面設計装置 竹澤 邦夫 アメリカ Ｈ１５．７ Ｈ２５．３

Ｈ１１．６ 特願１０－２００１－
７００１６６２号

単離した分解菌の集積方法及びそ
の集積方法により得られた分解菌
保持担体、その分解菌保持担体を
利用する汚染土壌回復又は地下水
汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

韓国 農環研
高木和広
東洋電化工業
（株）Ｈ１１．６ 特願０９／／７４４９９６

号
アメリカ

６５６９３３３号 土壌回復及び土壌水の汚染防止 アメリカ Ｈ１５．５ Ｈ３１．６

Ｈ１１．８ ６４５１５８０号 土壌処理のため多孔質材に有機汚
染物質を分解する分解菌を集積す
る方法

高木 和広
吉岡 祐一

アメリカ Ｈ１４．９ Ｈ３１．８ 農環研
高木和広
東洋電化工業
（株）

区 分 購入 寄贈 計

単行書
（冊）

和 ３０３ ２６ ３２９

洋 １３０ ０ １３０

資料
（冊）

和 ０ １４１ １４１

洋 ０ １０ １０

雑誌
（種）

和 ７４ ６８８ ７６２

洋 １８１ １６４ ３４５

対 象 機 関 レファレンス
文献複写

依頼 提供

農林水産省およびその所管する独立行政法人 ２１ ６１５ １，０３６

そ の 他 の 機 関 １７ ４８２ １２３

計 ３８ １，０９７ １，１５９

＊他に出願中のものが４３件。

＊他に出願中のものが３件。
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茨城県つくば市観音台３－１－３
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